
表紙の絵「桜みち」 製作者 中路融人
【製作者より】今迄に桜のモチーフは大作でも数点描いているが，いずれも滋賀県北部びわ湖岸にある桜である。この

桜は京都市南部の大きな川が合流する堤の桜で，両側よりトンネル状の爛漫の景を画面一杯に表現した。

第41回「日展」へ出展された作品を掲載いたします。（表紙装丁は鈴木 新氏）

時論

2 あらゆる可能性の検討が必要な
日本のレアアース対策
そのためには供給源の多元化と国内資源の有効活

用，そして代替技術の開発などが必要だ。平沼 光

巻頭言

1 熟議による政策形成に向けて 鈴木 寛

シリーズ解説
我が国の最先端研究開発

No．27 放射線医学総合研究所
（第 3回）

48 医療用放射性同位元素の製造と利用展開
―新しい視点からの放射性同位元素利用

核医学は，放射性同位体で標識された薬剤を
人体に投与し，その挙動を追跡することで疾患
診断を行うものだ。そこで使われる放射性同位
元素の製造には，加速器やターゲット，標識法
の開発が必要となる。 藤林靖久

インタビュー

5 「高速炉は“増殖”しないと
意味がない！」

J・ブシャール氏に聞く

長年にわたり仏日両国の
高速増殖炉研究開発をリー
ドして来たブシャール博士
が日本国より叙勲された。
これを機に，原子力研究開
発の森羅万象を聞いた。

聞き手 澤田哲生

羅針盤

4 尋常ならざる事態を知る
科学技術の共同研究やシンポジウムに「日中

友好」の名を冠したら，要注意である。湯浅 博

特集 原子力発電所における耐震とは何か

2006年に改訂された耐震指針と，2007年に起きた新潟県中越沖地震。これらの経験を経た原子力施設における
耐震安全性の取り組みの「今」と「今後」について，地質学，地震学，建築工学，機械工学の４人の専門家が解説する。

20 耐震安全性確認のための地質調査
耐震安全性の確認には，活断層を認定するこ

とが必要になる。そのための地形・地質調査に
ついて最新知見を紹介する。 杉山雄一

25 耐震設計審査指針とバックチェック
改訂された耐震設計審査指針にもとづく基準

地震動の評価方法と，耐震安全性のためのバッ
クチェックについて紹介する。 入倉孝次郎

31 原子力発電施設の耐震設計
基準地震動による地震力に対して，原子力施

設がもつ安全裕度はこれまで，定量的に示され
てこなかった。中越沖地震を経て，その答えが
次第に明らかになりつつある。 西川孝夫

35 機械・電気設備への影響評価
柏崎刈羽原子力発電所の安全上重要な機械・

電気設備に，中越沖地震による有意な損傷はな
かった。原技協に設けられた評価委員会の検討
結果を紹介する。 野本敏治

日本原子力学会誌 2011.3

中越沖地震時に原子炉建屋基礎版上で観測された加速度
単位：gal（cm/s２），カッコ内は設計時の最大加速度応答値

中越沖地震前（左）と同地震を踏まえた後の地震動評価（右）



11 NEWS

●菅第 2次改造内閣が発足
●安全委，施策の基本方針を改定
●経産省が川内 3号を重要電源地点に
●東電・東通発電所 1号に原子炉設置許可
●三菱重，米国原発に取替用上部原子炉容器納入
●日韓，原子力協力協定に調印
●経産省がトルコと協力文書
●柏崎に原子力耐震・構造研究センターが完成
●JNESと IAEA，耐震安全をテーマに国際シンポ
●原子力機構，ポーランドと試験研究炉で研究協力
●HTTRで炉心流量喪失時の安全性実証試験
●「原子力産業セミナー」の来場学生数が大幅増
●原産協会が高レベルでシンポジウム
●海外ニュース

51 From Editors
60 新刊紹介「地球システム環境化学」 長尾誠也
77 「2011年春の年会」見どころ
82 会報 会告「平成23年度新役員候補者募集のお知ら

せ」，原子力関係会議案内，人事公募，富山大一般共
同研究募集，平成23年度派遣学生募集，「2011年春の
年会」見学会のご案内，平成23年度原子力学会「奨学生」
決定のご案内，英文論文誌（Vol.48,No．3）目次，主要会
務，編集後記，編集関係者一覧

ジャーナリストの視点

76 未来を見据えた 2つの提案
山崎淑行

会議報告

72 2010日本放射化学会年会・第54回放射
化学討論会報告

篠原 厚，笠松良崇

73 原子力分野におけるスーパーコン
ピューティングとモンテカルロ・
シミュレーション 森 貴正，中島憲宏

FOCUS

40 原子力安全・保安院の10年の歩み
原子力安全・保安院が今年，設立から10年を

迎えた。設立の経緯とこれまでの歩み，そして
今後の課題について紹介する。

原子力安全・保安院

原子力安全・保安院の10年間と今後について
寺坂信昭

原子力安全・保安院の思い出と期待
佐々木宜彦

解説

52 次世代軽水炉（HP-ABWR/
HP-APWR）の開発状況
―中間評価と今後の開発計画
当初２年間の開発成果として，HP-ABWR，

HP-APWRそれぞれのプラント概念と今後の
開発計画等，主な中間的な評価結果を紹介する。
笠井 滋，遠山 眞，守屋公三明，飯倉驪彦

講演

フェニックスから「もんじゅ」へ：
高速炉開発と日本の役割

57 高速炉開発におけるトラブルと
開発への影響
高速炉開発に限らず，開発過程におけるトラ

ブルは設計を進歩させ安全性の向上に有効であ
る。また，いまだ起こっていないトラブルを事
前に想定したリスク管理により，さらなる安全
性の向上を図ることができる。 此村 守

61 開発段階の高速炉の安全評価と
規制の役割
「もんじゅ」は運開後に，高性能炉心の安全審
査が行われる。その後は高速実証炉の安全審査
が規制課題となる。なお JNESは，保安院が行
う高速実証炉に関するこれらの安全規制を多面
的かつ積極的に支援している。 遠藤 寛

65 小型炉市場・4 S開発現状・原子力
GDPモデル
分散電源を必要としている世界の市場と，必

要とするエネルギ－を提供できる小型の原子炉
の開発現状について述べる。また，原子力新興
国が求める原子力システムへの要望を評価・整
理した。 飯田式彦

活動報告

71 アクチノイド元素の化学・物理
実習を体験―J-ACTINETサマー
スクール2010 上原章寛

学会誌ホームページはこちら
http : //www.aesj.or.jp/atomos/

10･11月号のアンケート結果をお知らせします。（p．74）
学会誌記事の評価をお願いします。http : //genshiryoku.com/enq/

私の主張

69 なぜ CFD検証を日本の国家戦略
として進めなくてはならないか？
（CFD 4 NRS�3）
安全解析に，数値流体シミュレーション

（CFD）を用いる動きが加速している。日本はこ
れを，戦略的な知的財産として生かすのか，そ
れともガラパゴス化する道をたどるのか。

岡本孝司



「熟議」とは熟慮して議論することである。しかし，ディベートのように相手を論破するための議論ではなく，

関係する様々な立場の人が，多角的な視点の情報を持ち寄り，皆で知恵を出し合い，解決方法を見出していく

ものである。

現代のように複雑化した社会においては，物事の全容を正確に把握し，全ての正解を知っているという人や

組織は存在しない。国や自治体のみならず，学校や病院，企業などあらゆる組織において，容易には解決でき

ない課題を考えるに当たり，様々な当事者，関係者が熟慮し，議論しながら，問題の解決策を考えていくこと

が求められる。そして，熟議のプロセスを通じ，参加者間の相互理解や相互信頼が進むとともに，参加者それ

ぞれが進化・成長し，自分たちに何ができるか，何を行うべきかに到達するという自発的に協働する好循環を

生み出すことができる。

ドイツの社会学者ユルゲン・ハーバーマスは，代議制民主主義を，現場での熟議（＝公共圏）で補完すること

が必要であるとする「熟議の民主主義」を提唱している。特に，教育や医療など，多くの市民に直接影響が及ぶ

政策分野においては，民意をより反映させていくため，政策の形成プロセスにおいて，現場に関わる様々な立

場の人が熟議に参加することが必要と考える。

このため，文部科学省では，昨年４月より，インターネットを活用した「熟議カケアイ」サイトを開催すると

ともに，現場の当事者が膝をつき合わせて議論する「リアル熟議」の開催や全国各地での実施の支援をしている。

「熟議カケアイ」サイトでは，教員の資質向上方策や研究費についての問題点と解決策，元気な日本復活特別

枠の文部科学省要望施策などについて熟議を行い，これまで，約2，300人の登録，約１万４千件のコメント，

約190万件のページビューを数えている。教員の資質向上方策についての熟議では，サイト参加者により提案

書がまとめられ，それを基に中央教育審議会での審議が行われ，また，研究費に関する熟議では，科研費の使

い勝手をよくするための基金化が提案され，政府の予算案に具体化されるなど，既に政策形成への参画の成果

が生まれ始めている。

リアル熟議では，文科省主催のものだけでなく，全国各地の小中学校や市町村レベル，また学生を中心とし

た大学での実施など，今年度だけで約100箇所で開催される予定である。私自身，週末を中心に，全国各地で

行われている熟議に参加しているが，小学生から地域の高齢者まで，自らの学校や地域の教育問題を解決して

いこうとする建設的な提言とそれに基づく具体的な行動の萌芽を目にし，熟議の持つ大きな可能性を確信して

いる。

政府の新成長戦略（平成22年６月閣議決定）においても「現場対話とインターネット活用等による熟議を通じ

た政策形成メカニズムの導入」として，市町村への支援や政府内への浸透など，熟議の普及・定着を目指すこ

ととしている。

原子力の分野については，様々な立場の人によって意見が対立しがちな特性を有しているが，そのような分

野であるからこそ，多くの関係者の皆様による熟議が必要ではないだろうか。日本原子力学会が中心となり，

立場の違いを乗り越え，原子力の問題について大いに熟議をしていただくことを期待する。

（2011年 １月13日 記）

巻
頭
言

熟議による政策形成に向けて

文部科学副大臣・参議院議員

鈴木 寛（すずき・かん）
1964年（昭和39年）２月５日生まれ。兵庫県出
身。86年東京大学卒，通商産業省入省。99年
慶應義塾大学助教授。01年参議院議員当選。
09年文部科学副大臣に就任。
主な著書：中央省庁の政策形成過程（編著），
「熟議」で日本の教育を変える など。
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2010年９月７日，沖縄県尖閣諸島沖で不法操業をして

いた中国漁船が海上保安庁の巡視船に衝突するという事

件をきっかけに，中国から日本へ輸出されるレアアース

の輸出が実質的に禁止されるという事態に陥って以降，

いまだレアアースの今後の確保の見通しは不透明な状況

にある。レアアースは希少鉱物資源として経産省が指定

する31種類のレアメタルのうちの一つで，電気自動車な

ど次世代自動車の駆動モーターに使われる永久磁石，原

子炉の中性子遮蔽材，省エネディスプレイなど様々な環

境・エネルギー技術に使用される不可欠な鉱物資源であ

る。現在，中国はレアアースの世界需要の約９割をまか

なっているという寡占化した状況にあり，日本もその９

割を中国からの輸入に頼っている。

一言でレアアースといっても実は17種類の元素の総称

であり，レアアースには17種類あるといえる。また，レ

アアースとはさも“レア”なもの思われがちだが，実は種

類によっては世界に広く存在するものもあれば，現状開

発に適した鉱床が中国南部に偏在してしまっている種類

もあるなど様々だ。世界の埋蔵量を見ると，中国の埋蔵

量は世界の30％程度で，他は各国に広く存在していると

いう状況にあるのだ。

ではなぜ中国がレアアースの世界供給の９割を握って

いるかというと，中国は，1989年から1990年代にかけ

て価格の安いレアアースを大量に市場に投入するという

ダンピング攻勢をかけてきたため，中国以外のレアアー

ス鉱山は採算が合わなくなり軒並み閉山に追い込まれて

いったということと，レアアースの中でも環境・エネル

ギー技術にとって重要なジスプロシウムやガドリニウム

といった重希土類という種類のレアアースの開発に適し

た鉱床が中国南部に偏在しているため，今のところ重希

土類に関しては中国に依存せざるを得ないという理由が

あるのだ。

中国のレアアース依存に危機感を持っているのは日本

だけではない。各国も現在の状況に懸念を抱いており，

2010年12月に米国エネルギー省（DOE）から公表された

レポート，“Critical Materials Strategy（重要材料戦略）”

では，米国が推進するクリーンエネルギー経済政策に

とって必要な鉱物資源のうち，今後５～15年間という中

長期的視点で資源リスクが最も高いのはジスプロシウム

をはじめとするレアアースとされている。中国商務部が

2010年12月末に公表した11年上半期のレアアース輸出

許可枠総量は，前年同期に比べ約35％の減少となってい

ることから，日本としてはあらゆる対策の可能性を検討

し，対処していくことが必要となっている。

事態を重く見た日本政府は，インド，モンゴル，ベト

ナム，オーストラリア，米国などレアアースポテンシャ

ルのある国からのレアアースの供給や資源開発を進める

方針を矢継ぎ早に打ち出した。これまで中国一国に依存

していた供給源を多元化しようという動きだ。米国は中

国依存を解消するため，かつて操業していたカルフォル

ニアにあるレアアース鉱山“Mt. Pass”の再開を決定し，

2012年から年間20,000 t の操業を開始する予定だ。オー

ストラリアのレアアース鉱山“Mt. Weld”でも早ければ

2011年の後半からレアアースの生産，販売を始める予定

だ。日本としてはそうした新たな供給源となる様々な国

との連携の可能性を検討し，早急に供給源の多元化を行

うことが求められている。

レアアースを海外から調達するという視点だけではな

く，これからは日本の国内にある資源を有効活用して対

処していくという視点も選択肢として現実的に考えてい

くことが必要だ。国内にある資源の利用としては，まず

都市鉱山といわれる市中に埋もれている（蓄積されてい

る）家電廃棄物からのレアアースの回収，再生がある。

現在，経済産業省では「希少金属等高効率回収システム

の開発事業」として，廃小型電子・電気機器からの希少

金属等の回収のほか，レアアースを使用した次世代自動

車などに使われるネオジム磁石のスクラップについての

効果的なリサイクル法についての技術開発を実施してい

る。こうしたリサイクルにはまだまだ課題も多いが，今

は着実に実績を積み重ねることが重要だ。

日本国内にある資源としては海底鉱物資源もある。日

本の排他的経済水域（EEZ）と大陸棚延伸可能域内に存在

平沼 光（ひらぬま・ひかる）
東京財団 研究員
日産自動車㈱勤務を経て，2000年より政策
シンクタンクの公益財団法人東京財団に勤
務。現在は，外交・安全保障、資源エネル
ギー分野のプロジェクトを担当する。

あらゆる可能性の検討が必要な
日本のレアアース対策時論

156 時 論（平 沼）
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する海底熱水鉱床やコバルト・リッチクラストといった

海底鉱物資源は世界１，２位の資源量があるとされてい

る。ガリウム，コバルト，プラチナなどのほか，重希土

類を含んだレアアースの高いポテンシャルが海底鉱物資

源の専門家から指摘されているなど，日本独自の資源フ

ロンティアとしてその注目が高まっている。一昔前まで

は技術面や採算性といった課題により非現実的とされて

きたが，昨今の資源高と技術の進歩によりその現実性も

高まってきている状況にある。Teck Cominco 社（カナ

ダ），Anglo American 社（英），Epion Holdings 社（露）

といった資源メジャーが株主に名前を連ねるカナダの

ノーチラスミネラルズ社（Nautilus Minerals）は，2009年

９月にパプアニューギニアから陸上の鉱物資源開発法に

基づいて海底鉱物資源の開発許可を得てパプアニューギ

ニア近海の海底熱水鉱床の開発を進め，2012年から2013

年頃の商業化を目指しているという現実もあり，この分

野での油断は禁物だ。

そもそもレアアースを使わない，また，省レアアース

化への対応も重要だ。2010年12月27日付けの独立行政

法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）のプ

レスリリースによると，NEDOの「希少金属代替材料開

発プロジェクト」の一環として取り組んでいるジスプロ

シウムの使用量を低減したネオジム磁石の開発におい

て，ネオジム磁石を発明した佐川眞人博士が代表取締役

を務めるインターメタリックス㈱と東北大学の杉本諭教

授らが，ネオジム磁石の結晶粒子を微細化することで保

磁力を向上させ，ジスプロシウムの使用量を約40％削減

することに成功したことを発表している。レアアース対

策の切り札といえる代替，省レアアース技術こそ技術力

を売りにする日本が他国に先駆け開発を進めるべきであ

ろう。

また，新たな視点として，“レアアースを自ら創る”と

いう試みもある。原子炉の中性子を利用して豊富で低価

格な物質から希少で高価な物質を製造する核変換技術，

“原子炉錬金術”といわれるものだ。原子炉の中では中性

子による核反応によって，運転開始当初には存在してい

なかった新たな核種が随時生成されている。この物質の

核変換といえる現象は，中性子を照射する物質や照射す

る条件を適切に設定することで，豊富で低価値な物質か

ら希少で高価値な物質を製造する有用物質製造方法とし

て活用できる可能性があるということで，東海大学工学

部原子力工学科の高木直行教授などのあいだで研究が進

められている。原子炉錬金術により，レアアースをはじ

め様々な金属を地下資源から採取するのではなく，自ら

創り出すことができないかという研究だ。従来，鉱物資

源については地下資源から採取するということがあたり

まえと考えられてきたが，原子炉錬金術のように原子炉

を利用して有用金属を創り出すという発想は興味深く，

原子炉の新たな役割として今後注目されるのではないだ

ろうか。

尖閣問題でにわかに注目されているレアアースである

が，レアアースに資源リスクがあるということは以前よ

り認識されていたことだ。1988年には「日中レアアース

交流会議」という日中双方がレアアースの需給について

話し合う会議まで設けられており，この問題が課題視さ

れてきている。にもかかわらず，現在の状況を見ると，

結果として有効な対策が講じられてこなかったというこ

とになろう。今回のレアアース危機を教訓として，今後

は前述してきたようなレアアース対策のあらゆる可能性

を検討し，具体的な対処を行うことが必要だ。そのため

には，資源エネルギー分野に係る政策担当者，専門家は

自分の専門分野のポジショントークに陥るのではなく，

様々な可能性を俯瞰した広い視野を持つことが重要だ。

（2011年 １月14日 記）
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ノーベル平和賞の授賞式の前日を狙った北京の「孔子

平和賞」には驚いた。賞の選考委員は，中国を代表する

大学の著名教授だというから，嘲笑が泣き顔になってし

まいそうだ。これには委員会の宣言文のようなものがあ

る。

「中国は平和の象徴であると同時に平和擁護の絶対的

力だ」

なんといっても人口数億の中国は，世界平和に大きな

発言権を持つのだと誇示する。それに比べると，ノーベ

ル平和賞を決めるノルウェーなど，地球の極北の極小の

国にすぎないから「偏向と誤りが避けられない」のだと断

罪していた。

世界はこれをブラックユーモアとしてとらえるが，彼

らは驚異的な経済力と強大な軍事力を背景に大真面目で

ある。おそらく，それは新興覇権国の悪癖で，まず自分

を過大評価し，既存の国際秩序に不満を抱き，かつ国家

的な損得勘定の分析ができなくなる。

中国の基準がすべてという独善性と排他性の爆発で，

隣の島国としては「まあ，ひどい国だね」と妙に納得して

しまう。

ところが，ノーベル賞授賞式と相前後して発表された

数字に，日本人は愕然となる。とても，「孔子平和賞」を

笑っていられない事態が目の前に示されたのだ。

経済協力開発機構（OECD）の国際学力調査なるものが

発表された。日本は読解力で８位，数学的応用力で９位，

科学的応用力で５位という結果だった。「前回よりも上っ

たぞ」といえどもこの程度だった。

ところが初参加の中国の上海は，すべての分野で軽々

トップだった。国と都市が参加できるルールだから，富

裕層が多く，教育熱心な上海が上位に入るのは当然とい

えば当然である。しかし，香港も日本の上を行くから，

鼻高々の中国の傲慢がますます天を突く。

学力低下，理科離れ，ゆとり教育によってズルズルと

順位をさげているのに，日本政府はバラマキと無償化と

いう甘えの注入で，わざわざ教育の“血糖値”を上げてい

る。

根岸英一さんと鈴木章さんのノーベル化学賞の受賞で

有頂天ではあるが，あれは30年も前の研究成果ではない

のか。その証拠に，いまの企業人は理工系大学院の修了

書など信じない。大学院生といえども，微分積分，三角

関数どころか，電卓がなければ２ケタの掛け算すらでき

ない。ある企業の技術担当役員から聞いた話である。

大学によっては，「高校数学」の講座があることが“売

り”になっているからあきれる。そんな大学はいらない

と思うが，「ドングリの背比べ」と聞いて，事態の尋常な

らざるを知った。

いまや先端技術を持つ大学院では，院生のおよそ半分

が中国人留学生に占められているという。何しろ一人っ

子政策の落とし子だから，一家の期待を一身に担ってく

る。学業に貪欲だし，知識，技術の吸収が早い。

彼らが日本の最高技術を手に帰国して，欧米の大学留

学生の技術と出合えば，世界最強の技術が誕生するかも

しれない。

しかも，中国は世界に冠たるコピー大国である。

流線形をした中国の高速鉄道は「和諧号」というのだそ

うだ。流線形の先頭部分は，日本の川崎重工業から新幹

線技術の供与を受け，ドイツ，フランス，カナダからの

技術をドッキングさせて「自主開発」と称している。

各国の技術の合体で「和諧」とはしたり。そのうえ，単

なる混合コピーの「独自技術」やらをブラジルなどに果敢

に売り込んでいるらしい。

コピーは平和的な技術に限らないから厄介だ。中国は

ソ連崩壊後に，ロシア製兵器を次々に購入してはコピー

し，いまやこれも輸出している。

典型的な例が“国産”戦闘機 J�・Bである。中国は1996

年に25億ドル SU�27 s を瀋陽の工場で200機ライセンス

生産する契約を結んだ。ところが，2004年までに105機

生産したところで契約を破棄した。

その３年後に登場したのが，「国産」と称する J�11 B

というコピー機だった。次に狙うのは，ロシアの最新鋭

機 SU�35で，これがコピーされたら，日本の現有第４

世代機では歯が立たない。さて，どうするニッポン。

教育の甘やかしプログラムはやめて抜本改革を断行

し，モンスター・ペアレントをのさばらせないことが肝

要である。科学技術の共同研究やシンポジウムに「日中

友好」の名を冠したら，もう要注意である。技術流出を

覚悟するか，思い切ってやめる決断をおすすめしたい。

（2010年 12月17日 記）

湯浅 博（ゆあさ・ひろし）
1948年東京都生まれ。中央大学法学部卒，プリンストン大学
Mid�Career Fellow 修了。産経新聞入社後に千葉支局，経済
部を経てワシントン特派員，外信部次長，ワシントン支局長，
シンガポール支局長，2002年７月から東京特派員・論説委
員。産経新聞に「世界読解」「東京特派員」などのコラムを執筆
中。主著に『東京特派員』（産経新聞出版），『アジアが日本を
見捨てる日』（PHP研究所），『アメリカに未来はあるか』（講
談社），『円とドルの攻防』（飛鳥新社）ほか。

尋常ならざる事態を知る羅針盤羅針盤
産経新聞社 湯浅 博
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日本の原子力との関わりは，東海再処理施
設の立ち上げから

澤田 このほど，旭日中綬章の叙勲を受けられまし

た。おめでとうございます。博士のどのような業績が評

価されたのでしょうか。

ブシャール博士 はっきりとはわかりませんが，私に

とって大変名誉なことです。おそらく，原子力分野にお

ける日本とフランスの協力が評価されたのではないかと

思います。

私が日本と最初にかかわりを持ったのは，東海村に再

処理施設を作る頃でした。その当時，私はフランスで工

場の物理検査を専門に担当していました。その関係で東

海施設の物理検査について IAEAとの協議を支援する

ために呼ばれ，日本に来ることになったのです。今から

35年前のことです。

その次が，「もんじゅ」の準備段階です。当時は，フラ

ンスの「フェニックス」が動いており，我々はそこでの経

験があったために，そのころの動燃で「もんじゅ」の準備

に協力をする作業をしました。

さらに90年代になると，ヨーロッパと日本との高速炉

開発に関する協力事業に参加しました。

その後，1990年代後半から2000年にかけて，非常に

難しい時期が来ました。多くの国がほとんど原子力の開

発をやめてしまって，フランスと日本だけが残ったとい

う時代です。当時も私は，残っているフランスと日本の

２ヵ国だけでも，ぜひ原子力の促進と開発をすべきだと

いうことをずっと訴え続けてきました。

2000年代に入ると，第４世代原子力システムの研究開

発に関する国際フォーラム（Generation�Ⅳ Internatio-

nal Forum : GIF）ができて，再び国際的に協力関係を成

立させることができました。

私はたぶんフランスの中で，「もんじゅ」は必ず運転を

再開すると言い続けていた唯一のフランス人かもしれま

せん。

―35年前からというと，「もんじゅ」の初期から日本を

ある意味支えてこられたということですね。さて，博士

が原子力の道に入られることになった動機や契機は何

だったのでしょう。

私がバカロレア試験（高等学校を卒業する際に受ける

大学などの高等教育に進むために必要な試験）を受けた

のは，1956年でした。私の両親は２人とも，物理学の教

師でした。したがって原子力がまったく未知の領域とい

う訳ではありませんでした。また，当時は原子力に，大

きな未来があった時期だと思います。アイゼンハワーの

原子力の平和利用に関する宣言が行われたり，ジュネー

ブ会議が行われたりしていたころで，原子力に大きな期

待が集まっていました。このためエンジニアの卒業証書

を受け取ってから，原子力を専門にやってみようと考え

ました。

INTERVIEW

「持続的発展に高速 炉は
不可欠！」

長年にわたり仏日両国の高速増殖炉研究開発をリード

してきたブシャール博士が日本国より叙勲された。これ

を機に，原子力研究開発の森羅万象を聞いた。

ジャック・ブシャール氏に聞く

聞き手 本誌編集委員 澤田哲生（東京工業大学）

ジャック・ブシャール
Jacques BOUCHARD 1939年生まれ，パリ中央大学卒業，博士（原子力
物理）。フランス原子力庁（CEA）原子炉局長，軍事応用局長，同原子力開
発局長，Gen�Ⅳ国際フォーラム政策グループ会合議長などを歴任。

増殖
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最終的には，高速中性子炉が必要になる

―フランスにおける高速炉開発の今後について，お話

しいただけますか。

フランスはずい分昔から，高速中性子炉が必要だとい

うことを認識していました。これは，持続的な発展のた

め，長期間にわたって広く原子力エネルギーというもの

を利用するためには，最終的には高速中性子炉が必要だ

というふうに考えていたからです。そのためにラプソ

ディーやフェニックス，そしてスーパーフェニックスを

建設しました。その当時からヨーロッパや日本と，高速

中性子炉に関するさまざまな協力を行ってきました。

フェニックスの場合には，35年間の運転実績がありま

す。スーパーフェニックスの場合は，確かに政治的な理

由で停止せざるを得ませんでしたが，需要の見込み間違

いがあり，1990年代には，あれほど大型のものは必要な

かったのに，作ってしまったということもあるのかもし

れません。

高速中性子炉に関しては，商業化にはまだ少し時間の

余裕があると私たちは考えています。その間に技術を磨

き上げて，価格を下げたり，最も優れた軽水炉と同じレ

ベルの安全性をしっかり確立することや，アクチノイド

を最大限燃やすことができるような技術を開発するなど

に取り組む段階だと思います。そのために2020年を目処

にアストリッドと呼ばれる原型炉をつくろうとしている

のです。その原型炉で様々な技術をテストし，高速炉の

改良を続けていくつもりです。

フェニックスはもう止めてしまったので，そのまま継

続することはできませんでしたが，今はその計画に向

かって作業をしているところです。

―まさにフェニックス（不死鳥）のように生き返り，つ

ながっていくというわけですね。

フェニックスという名前をつけたのも，増殖して新し

いものにしていくということにその理由があります。

―中性子経済から見ると，軽水炉に比べて高速炉が圧

倒的に優位であることは明らかです。ところが高速炉の

場合は，フランスも日本もロシアも，ナトリウム技術で

非常に苦労している。そのナトリウム技術をいかにして

克服していくかについて，博士の長年の経験から何か見

通しを教えていただけますか。

これについてはGIF ができた時にも様々な検討が行

われました。ナトリウムについてはまず，経験がすでに

あるということ，それから熱流動学的に見て，また配管

がコンパクトになるなど非常に大きな利点があります。

逆に欠点については，皆わかっていると思いますのでそ

れは考慮しなくてはなりません。今の技術では確かに，

ナトリウム冷却が一番すぐれた技術であると考えられま

す。ただ，一つの技術だけに固執するのは間違いで，常

にバックアップが必要で，２番目や３番目の技術という

ものも展開していかなければいけないと思っています。

今のところ，それにあたるのはガス冷却や鉛冷却の高速

炉になっています。ナトリウム炉が本命だとは思います

が，ナトリウムに何か問題があったときには，他の方式

にいけるように常に逃げ道をつくっておくということも

必要なのです。

ただし，ナトリウムの危険をあまり過大視してもいけ

ないと思います。例えば，フェニックスの場合は35年間

の運転の実績がありますが，その中で恐らく20回ぐらい

小規模な漏えいがありました。けれども，そのたびにき

ちんと問題を解決し大きな被害もありませんでした。学

校の先生方が，ナトリウムを出して，それが水とこんな

に反応すると言って見せることがありますが，それがい

けないのだと思います。（笑い）

―そうすると，冷却材の種類のいかんを問わず，やは

り持続性のある原子力エネルギー源としては高速炉でな

ければならないと理解してよろしいですか。

そうです。ただし，その冷却材の種類が技術を決める

ので，冷却材というのは非常に大切な要素でもありま

す。フランスの場合のバックアップはガス冷却です。け

れどもガス冷却の高速炉を開発するのは簡単ではありま

せん。ヨーロッパレベルでガス冷却高速炉を作る計画が

あります。

―ガス冷却高速炉の燃料はMOXですか，それともメ

タルですか。

メタルではありません。温度が高過ぎるので，酸化物

または恐らく炭化物になるでしょうが，どちらにしろセ

ラミック燃料です。フランスでは，ナトリウム炉につい

ても，金属燃料に未来はないというふうに考えていま

す。
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―未来はない。

そうです。未来はセラミック燃料にあります。酸化物

燃料は伝導率と密度の問題があります。その点で，炭化

物のセラミック燃料が最も優れた性能を発揮できるで

しょう。

―ナトリウム技術には実績と自信があるとのことです

が，水に比べるとナトリウムは，その中で何が起こって

いるかが見えない，可視性の問題があります。

確かに透明でないということと，化学反応があるとい

うことは欠点です。ただ，水に比べると高圧にする必要

がないということが非常に大きな利点です。また，ナト

リウムが水より危険だとは言えないと私は思います。原

子力施設で死者がでる事故というのは，水蒸気が原因の

ものが多いのです。

―ナトリウム高速炉では，核的（ニュートロニック）な

再臨界の問題があります。

軽水炉の場合は炉心の溶融の問題がありますね。それ

と同じように，再臨界の問題はあります。再臨界の確率

を非常に低く抑える必要があり，現在，１炉当り年間10

のマイナス８乗または９乗まで下げるような研究が行わ

れています。さらに，もしそれが起こったとしても，そ

の影響を最小限にするための研究が重要です。これは軽

水炉の炉心溶融のケースと同じです。その研究について

は日本でも多くなされており，とてもいい研究報告があ

ります。

―その高速炉はやはり，持続性をもつために増殖しな

いといけないのでしょうか。

もちろん，ブリーダー（増殖炉）でなくてはなりませ

ん。今はプルトニウムのストックも結構ありますし，ア

メリカ人の中には高速炉はプルトニウムを燃やすための

ものだという人もいますが，そのストックもいつかは尽

きてしまいます。だから，最終的にはブリーダーにしな

くてはいけないと思っています。

日本とフランスは高速炉開発の世界的リー
ダー

―高速炉については最近，ロシアや中国，インドが，

相当程度の開発を進めています。けれども技術的な成熟

度で考えるならば，フランスと日本が協力しながら，世

界のリーダーシップをとっていくべきだと思うのです

が，今後日仏の高速炉の研究開発の中で，特に重要になっ

てくる点は。

フランスと日本，そしてそれ以外の国というように分

類されましたが，それは正しい分類だと思います。とい

いますのは，中国が最近，臨界を達成した高速炉は，フ

ランスの場合だとたぶん40年前，日本だと30年前の技術

を使っているものだと思います。

またロシアとインドは，それぞれ800メガワットと500

メガワットの高速炉の原型炉を建設中です。それらも20

年前の技術を使っているのです。BN 800の技術は，20

年前からほとんど進歩していません。またインドの場合

は，核不拡散条約の問題があったので今まで全くどこの

国とも協力関係ができなかったので，独自に開発してい

るということもあって，我々が1990年代に開発したよう

な技術を使っているのです。それらの国は確かに興味深

い仕事をしていますが，フランスと日本がリーダーと

なってこれからの目標としている第４世代原子力システ

ムの技術には到達していないのです。

高速炉について今，何をしなければいけないかという

と，安全に関しては，軽水炉の第３世代と同じレベルの

安全を確保しなくてはいけないのです。30年前は，軽水

炉の場合も，炉心溶融の問題は確率的にきわめてまれに

しか起きないことから，あまり考慮されませんでした。

ところが，世界中にどんどん軽水炉ができると，確率的

にどこかで起こるかもしれないということになり，炉心

溶融が発生してもその影響を最小にするような措置も考

えるようになりました。それが第３世代の炉なのです。

高速炉でも同じようなことが必要です。

もう一つの目標は，放射性廃棄物の問題です。今は長

寿命の放射性廃棄物をどうするのかという問題がありま

す。そのまま処分しようとするならば，それはとても長

い半減期を持つものなので，10万年後，100万年後にど

うなるかとかという検討が行われています。その長寿命

のものを燃やして廃棄物を短寿命のものにするために

は，高速中性子炉が必要になります。これが高速炉の第

２の目標です。

―第 4世代の高速炉で強く求められていることの一つ

に，核拡散抵抗性があります。高速炉と軽水炉を比べた

場合，高速炉のほうが核拡散抵抗性において優位性はあ

るのでしょうか。

核拡散抵抗性は原子炉ではなく，核燃料サイクルの問

題です。炉だけを考えた場合には，軽水炉と高速炉で核

拡散抵抗性が変わるということはないと思います。再処

理およびリサイクル施設で，どのように核拡散抵抗性を

実現するか。そのためには２つの方法がありますが。一

つは，濃縮で行われているように，実施できる特定の国

を決めて，その国がほかの国にもサービスを提供するよ

うな形にするという方法です。もう一つは，核拡散抵抗

性が大きい技術を開発するということです。それがGIF

で決められたことで，その決定にどのくらいの国が従う

かわかりませんが，再処理して単独で回収するのではな

くて，アクチノイドを全部一緒にして回収するような方

法を開発することです。

最終的にどちらの方法になるのかは，後になってから
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でなければわかりません。今のところは２番目の技術的

な研究しているところです。

TWRの構想は面白いが，実用化は無理

―最近よく耳にする Trans Wave Reactor（TWR）やキャ

ンドル炉，東芝などがやっている 4 S原子炉については

どうでしょう。

小型の高速炉は今まで，経済的な問題からうまくいき

ませんでした。小型化するとどうしても，発電単価が高

くなってしまうのです。ただし，軽水炉の場合は，サイ

ズを小さくすることによってすごく高くなるけれども，

高速炉の場合はそれほどでもありません。

またTWRの構想というのは，机上ではおもしろいか

もしれませんが，実現は無理だと思います。100年間燃

料交換が必要ないといいますが，一体誰がそれに責任を

持つのでしょうか。

一方で４Sは，もっと真面目な構想です。論理的では

ありますが，かなり高くなると思います。

―レアアースを精製する時には，残滓にトリウムがで

てきます。そのトリウムを，中国やインドでは原子炉の

燃料として重要視していますが，トリウムの利用につい

てはどのようにお考えですか。

私がいつも言っていることですが，トリウムにはマッ

チが必要です。トリウムはウランやプルトニウムのよう

に核分裂性ではありません。だから，そのトリウムを原

子炉で使おうと思ったら，ウランやプルトニウムと一緒

に使わなくてはならないのです。そのためには増殖炉を

使わなければなりません。ところが高速増殖炉を使うと

すれば，ウランを数世紀にわたって使える状態になりま

す。だから，トリウムを，今探しに行かなくてはいけな

い理由はないのです。

核軍縮は，大国の意向に左右される

―博士はかつて，原子力の民生利用だけでなく，軍事

利用もマネイジされる立場にあったとお聞きしていま

す。またイギリスとフランスでは，核施設を共用する方

向で検討しているとも。核軍縮において，フランスがこ

れからとるべきリーダーシップについて一言お願いでき

ますか。

フランスは，核兵器の使用および開発を制限するあら

ゆる条約に調印しましたし，調印する用意があります。

包括的核実験禁止条約に調印しましたし，核兵器用分裂

性物質生産禁止条約にも調印する用意があります。私が

担当したのですが，フランスではこのような物質の生産

はやめています。しかしながらこの問題については，核

兵器をたくさん持っているロシアとアメリカが，大きな

努力をしなくてはならないと思います。中国は，どれぐ

らい持っているのかよくわかりませんが。フランスは，

その保有数を大幅に制限しました。核兵器はあくまでも

ヨーロッパの平和維持のためにあるものであり，その必

要を超える数は持たないという方針をとっています。こ

れがフランスの核抑止力です。抑止力の構成要素が４つ

あったのですが，そのうちの２つ，大陸間弾道弾（地対

地）および戦術核をフランスは廃棄しています。

たくさんの核兵器をもつ大国と，フランスのように最

少のものに保有をとどめている国があるというのが現実

ですが，世界中でバランスをとることが必要だと思いま

す。

一方，フランスとイギリスとの施設共用計画ですが，

核実験を行わずに兵器の能力を維持するためにはシミュ

レーションが必要になります。このシミュレーション計

画でイギリスとインフラを共用しようという構想です。

―包括的核実験禁止条約（CTBT）はある程度，進捗し

ていると思うのですけれども，兵器用核分裂性物質生産

禁止条約（カットオフ条約：FMCT）は，あまり進んでい

ないように見えます。これが世界にとって有効な状況に

なるためには，どういう働きかけが必要だと思われます

か。

CTBTの方にも，まだ問題があります。我々はサイ

ンしましたが，まだサインしていない国があります。中

国やアメリカはまだ批准していません。そこに問題があ

ります。

FMCTについては，フランスは15年前からマルクー

ルの工場もピエールラットの工場も閉鎖しています。い

つでもそれに署名する用意があります。けれども問題な

のは，その協議に参加しようとしない複数の大国がある

ということです。

ですから，もしFMCTのほうを何とかうまく生かせ

ることができたらば，それは私たちにとっても最優先事

項です。

―1996年にフランスが最後に核実験をやった時には，

7回か 8回，計画されていたうち， 2回か 3回分はキャ

ンセルされました。そのキャンセルされた実験は非常に

重要な意味を持っていたと聞いています。

あれは，何か新しい兵器を開発する目的ではなく，今

ある核兵器がシミュレーションだけでうまく能力を維持

していくことができるかどうかを確認するための実験で

した。最初の実験でいい結果が出たので，後のほうの実

験はもう必要ないということでやりませんでした。それ

だけです。

―博士は，広島や長崎は訪問されたことがあるのですか。

あります。ずいぶん昔ですが，両方とも行きました。

162 インタビュー（ジャック・ブシャール）

（ 8 ） 日本原子力学会誌, Vol. 53, No. 3（2011）



日本にはいろいろきれいなところがありますけれども，

広島，長崎はとても美しい場所だと思いました。

―長崎市長には本誌に巻頭言を寄稿頂きました。

長崎市長がどういうことをお書きになったかというこ

とは想像できます。ヨーロッパでは20世紀の前半に２つ

の世界大戦を実際に経験しました。それらの戦争で何百

万もの人間が死亡しました。そういう意味で，あらゆる

種類の戦争の恐ろしさや戦争の悲惨さというのは本当に

よくわかっています。

それに対して核抑止力というのは，そのような戦争を

起こさないためのものです。実際に20世紀後半は核兵器

によって，平和が維持され，安定した状況が生まれたと

いうことはあると思います。

もちろん，長崎や広島で原爆によって実際にどういう

ことが起こったかというのを見ると，非常に恐ろしいこ

とだとは思います。戦争で被災したドイツのドレスデン

やロシアの街を見ても，戦争というものは本当に恐ろし

いものであって，絶対に避けなければいけないことで

す。

―私の理解ではこれまで，原子力の平和利用の推進と

核兵器の廃絶ということが，同じ平面で語られることが

なかったように思います。そういう状況が少しずつ変

わってきつつあるのではないかと思うのですけれども，

博士はどのようにお考えなんでしょうか。

その２つは重要なことなので議論しなくてはならない

のですが，原子力エネルギーの平和利用と軍事利用を同

じテーブルに乗せるのは間違っていると思います。それ

を混ぜこぜにすると，一般の人々は混同し，民生利用が

進んでいくと危険であるいう印象を受ける恐れがありま

す。２つの面を持った単一の問題ととられる恐れがある

のです。実際には全くそうではなくて，核拡散や核兵器

の問題は，原子力の民生利用とは切り離して考える必要

があります

核兵器を削減するという課題は確かにあります。アメ

リカとロシアは今，それぞれ３万発ほども持っていま

す。それはどう見ても核抑止力として最低限必要な数よ

りずっと多いものです。それを縮小するということは確

かに必要です。けれども完全に廃絶するということがい

いかどうか。もし核兵器を廃絶するのであれば，そのか

わりに何かほかのものが必要になってくると思うので

す。そうでないと，きっとまた20世紀の初頭に行われた

ような戦争が起きてしまうと思います。それは絶対に避

けなくてはならないことです。

―ということは，常に我々は核兵器ないしはそれにか

わるものによって，“ふた”をされていなければいけない

部分があるということですか。

そうです。核兵器でなければ，何らかのほかの方法が

必要となります。それについての検討はあまり行われて

いません。

確かに，核でこの平和を維持しているというのは，い

い方法だとは思いません。けれども今まで，何十年もこ

れで平和が維持してこられたわけですから，もし核兵器

を廃絶するのでしたら，何かほかの方法を考えなければ

いけないと思います。

核軍縮に関する条約をサインすることはできます。け

れども今，本当の問題は，それをどうやって適用するか

ということですね。だれかが，どこかの国がその条約を

守らなかった場合は，何も方法がないのです。

原子力は付加価値が高い，これからの産業

―世界的に原子力ビジネスが活況を呈しています。日

本では国際原子力開発という株式会社が立ち上がり，ベ

トナムとのプラント輸出契約が結ばれる方向で進んでい

ます。原子力プラントの国際市場が拡大している中で，

日・仏の協力関係はどうなっていくべきかとお考えで

しょうか。

原子炉や技術を輸出するにあたっては，核拡散抵抗性

や安全などのいろいろな基準があります。最近，日・仏

の原子力の専門家会合というのがあり，そこでも話をし

たのですが，そのような同じ基準をまず，持つというこ

とが必要だと思います。世界的には IAEAを中心とし

て，さらに日仏２ヵ国間の議論の中で，どういうような

プラントをどのような条件で輸出するべきかという議論

が進んでいます。

後は産業界に任せるべきです。産業界ではATMEA

炉のように協力もするけれども，競争も生まれてきま

す。例えばフランスの場合はEPRを売りたい。日本の

場合はABWRかAPWRを売りたい。そういうような

ことで必ず競争というのが出てくるはずです。それは，

別に原子力だけではなく，自動車産業や航空業界，その

他の産業でも同じだと思います。そういう意味で，協力
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関係もあるし，また競争関係もあるということです。

―国際的な環境がどんどん変わっていく中で，国際的

にコミュニケーションしながら研究開発を進めていく人

材育成というのは非常に重要になってくると思います。

2010年 3月にサルコジ大統領がパリに招集された会議で

大統領が提案された項目の中に，フランスに拠点をつ

くって，ヨーロッパのみならず，世界的な教育システム

を作るというものがありました。次世代以降の人材育成

に関してご意見を。

これまでのテーマの中で，この教育という問題が一番

重要な問題ではないかと思います。何年もの間，原子力

分野の教育がないがしろにされてきた国がたくさんあり

ます。今は，その遅れを取り戻さなければならないとい

う状況にあります。日仏両国は，ほかの国が原子力から

後退したような時期があったにもかかわらず，その間も

ずっと原子力開発をやってきましたし，原子力発電所を

実際に運転してきました。その意味でも日本とフランス

は経験もあるし，それなりの資材もあり，幅広い教育を

提供することができます。ここでもまた両国の協力が大

変重要です。また，政府の後押しがあるということで，

この両国は原子力分野における教育でもやはりリーダー

的な役割を果たせる国だと思います。

大統領提案の拠点構想もこのような考えから生まれた

ものですが，やはり日仏両国が互いに協力して，自国の

人間，自国のヒューマンリソースを教育すると同時に，

新興国などのたくさんの国々に教育を提供していくこと

が大切だと思います。

―フランスの場合は，アフリカのマグレブ諸国と歴史

的なつながりが深いと思います。同じアフリカにはマグ

レブ諸国のほかにもたくさんの国が，将来，原子力を導

入したいという希望を持っています。電気が利用できな

い人たちが一番多いのも，あの地域だと思います。そう

いう国々の若者に教育の機会，原子力教育の機会という

ものが，手の届くところになければいけないと思うので

すが，難しそうです。

原子力分野の教育では，まず設備が必要になってきま

す。机上でセオリーを教えるだけでは足りないのです。

やはり設備を使って実地訓練ができるということが大切

になってきます。そういう意味では日本もフランスも非

常に恵まれていると思います。

もう一つは，実際に教育訓練を実施し，生徒や学生を

そちらの方向に持っていく意思があるかどうかです。国

によっては教育訓練はやる用意はあるけれども，学生に

意欲がないというような国もあると思います。学生が興

味を持つようにどういうふうに持っていくかということ

も，大切だと思います。

―今日（11月17日）は，たまたま国際学生交流会

（International Student Day）ですが，若手の研究者やこれ

から原子力の世界をめざす学生に対して，何かエール

を。

私は20年間，原子力工学を教えてきました。その間，

いつも楽観主義的なメッセージを送ってきました。それ

は，原子力は必要であるし，様々な議論はあるもののこ

れからも必ず発展し続ける分野であり，かつ付加価値が

一番高い分野だということです。さらに科学者として非

常に興味深い分野です。それから，もう一つは，安全文

化という問題があるので，厳格性というものを学べる学

校でもあるということです。私は学生に対し，いつもそ

ういうようなことを言っています。

今後も，高速炉分野だけでなくて，もっと広い科学技

術の分野でフランスと日本の協力関係が強化されると思

いますし，そのことが世界の持続的な発展に対しての貢

献をしていくものと期待しています。

―ありがとうございました。

（編集協力：松木美刈［フランス大使館］，

取材：白川典幸）
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菅第 2次改造内閣が発足
菅第２次改造内閣が１月１４日に発足し，経済産業大臣

には海江田万里氏，科学技術政策を所掌する内閣府科学
技術担当大臣には玄葉光一郎氏が就任した。高木義明・
文部科学大臣と，原子力安全委員会を所掌する松本龍・
内閣府防災担当大臣は留任。なお高木文科相は同日の留
任会見で，「我が国の資源エネルギーをめぐる状況や今

後の国民生活，環境問題を考えると，原子力発電の役割
というのは重要であり，安全第一で推進をしていく。『も
んじゅ』については早く，正常な運転を再開できるよう
取り組んでおり，緊張感を持って推進をしていかなけれ
ばならない」と述べた。

安全委，施策の基本方針を改定
原子力安全委員会は２０１０年１２月２日，「当面の施策の

基本方針」を決定した。０４年９月以来，およそ６年ぶり
の改定となる今回の基本方針では，�原子力安全の基本
的考え方の提示，�原子力安全規制制度の運用のさらな
る改善等，�原子力安全規制を支える環境整備等 の
３項目を機軸に掲げ，今後，安全委員会が取り組む重要
課題を示し，これまで明示されていなかった「原子力安
全の基本原則」も明文化することとしている。班目春樹
委員長は，基本方針改定に際し，原子力安全規制の国際
的整合性や国際的説明性の必要に立ち，「世界に誇れる
規制体制」を目指すとしている。
安全委員会は１０年６月，近年の原子力安全を取り巻く

環境の変化等を踏まえ，基本方針改定に向けた検討を決
定。以降，主に本会合の場で，関係行政機関，事業者，
有識者などからヒアリングを実施し，今後の取組みの方
向性を整理した。

同委が規制行政庁からの諮問を受けて行う２次審査で
用いる安全審査指針類は現在，細目も含めて６０以上ある
が，必要に応じて策定・改訂されてきたため，十分に体
系化されていない。新たな基本方針では，これまでに策
定された指針類が立脚する原子力安全に関する基本原則
を，「リスクの抑制水準を把握することなどによって，
合理的に実行可能な限りの安全性の向上努力を継続すべ
きこと」などととらえ，その重要性に鑑み，「最も基本的
な原則を明示した文書」を策定することとしている。
原子力安全規制制度の運用のさらなる改善としては，

ダブルチェック機能の高度化，指針類の策定・改訂等の
あり方に関する検討のほか，将来的に導入が見込まれる
次世代軽水炉，高速増殖炉について，安全規制上の考え
方の整理を行う。
同委下に組織する専門部会は，新方針を踏まえ，改編

されることとなる。 （資料提供：日本原子力産業協会）

経産省が川内 3号を重要電源地点に指定
経済産業省は２０１０年１２月９日，第２回重要電源関係府

省協議会を開催し，九州電力が鹿児島県薩摩川内市に計
画している川内原子力発電所３号機（APWR，１５９万 kW）
の重要電源開発地点の指定について審議を行い，関係各
府省から異論がなかったことから，今後，同地点の指定
に向けて手続きを進める。

重要電源開発地点の指定は，電源開発に係る地元合意
形成や許認可の円滑化などを目的として，経産相が行う
もので，指定に当っては同省のほか，内閣府，総務省，
文科省，厚労省，農水省，国交省，環境省を構成員とす
る同協議会を開いて審議を行うこととなっている。

（同）

東電・東通発電所 1号に原子炉設置許可
原子力安全委員会と原子力委員会は２０１０年１２月１４日ま

でに，経済産業省より諮問された東京電力の東通原子力
発電所１号（ABWR，１３５．８万 kW）のダブルチェック審
査について，安全性確保などに問題ないとして，同省に

対し答申した。これを受け，経済産業省は１２月２４日，同
機の設置を許可した。同機は，１１年４月工事開始，１７年
３月運転開始の計画。 （同）

このコーナーは各機関および会員からの情報をもとに編集してい
ます。お近くの編集委員（目次欄掲載）または編集委員会 hensyu@
aesj.or.jp まで情報をお寄せ下さい。資料提供元の記載のない記事
は，編集委員会がまとめたものです。
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三菱重工，米国サンオノフレ原発に取替用上部原子炉容器納入
三菱重工業は２０１０年１２月１４日，米国の電力会社サザ

ン・カリフォルニア・エジソン社（SCE）のサンオノフレ
原子力発電所（カリフォルニア州サンディエゴ）で運転を
延長する２号機と３号機の取替用に，上部原子炉容器を
２基納入したと発表した。
いずれも直径５mの低合金鋼製で，重量は約７５トン。

２００５年に受注し，神戸造船所で製作したもの。同社は２００９
年２月と２０１０年１０月にも，同２号機と３号機向けの取替

用蒸気発生器（SG）を２基ずつ納入している。
サンオノフレ原子力発電所２号機および３号機はそれ

ぞれ出力１１０万 kW級の加圧水型軽水炉（PWR）で，２号
機は１９８３年，３号機は１９８４年から運転している。今回出
荷した上部原子炉容器はPWRの主要機器で，外部との
確実な遮断性が求められる。１次冷却水による強い圧力
に耐えられるよう，マンガン・モリブデン・ニッケル鋼
の強靭な低合金鋼を用いている。 （同）

日韓両政府，原子力協力協定に調印
日韓原子力協力協定が２０１０年１２月２０日，東京で正式調

印された。前原誠司外相と権哲賢（クォン・チョルヒョ
ン）駐日韓国大使が署名した。次期通常国会へ提出し批
准をめざす。同協定は，日本と韓国の原子力平和利用分
野における相互協力を規定したもので，�核物質，原子
力関連資機材，技術の平和的目的に限った利用，�核物
質への国際原子力機関（IAEA）による保障措置の適用，

�早期通報，相互援助，原子力安全，放射性廃棄物の４
条約に基づく措置の実施，�核物質防護措置の適用，�
核物質，原子力関連資機材，技術の第三国への移転の規
制 など。２０％以上の濃縮および再処理は事前同意の
対象，濃縮・再処理などの機微技術の移転はできないこ
とになっている。 （同）

経済産業省がトルコと協力文書，発電開発や人材育成など支援へ
経済産業省は２０１０年１２月２４日，トルコとの原子力協力

文書への署名を行った。同国での原子力発電導入に向け
た基盤整備を支援するもの。協力のスコープは，原子力
発電開発，原子力産業の技術的発展，人材育成，国民の
信頼醸成などからなり，同日，大畠章宏経産相とトルコ

のタネル・ユルドゥズ・エネルギー天然資源相との間で
文書への署名が行われた。
トルコでは現在，１７年の原子力発電運転開始を目指

し，地中海沿岸でロシアと，黒海沿岸で韓国と基礎調査
を実施している。 （同）

柏崎に原子力耐震・構造研究センターが完成
新潟工科大学が東京電力，原子力安全基盤機構との連

携協力で整備する「原子力耐震・構造研究センター」の竣
工式が２０１０年１１月２４日，同学構内で，森邦雄・新潟県副
知事，会田洋・柏崎市長，デニス・フローリー・IAEA
次長らも出席し開催された。布村成具学長は，「原子力
施設の安全性と信頼性を高めるために，産学官が連携し
て最先端の耐震安全に係わる研究を」と述べ，同センター
の世界最先端の研究拠点としての活躍に期待した。
０７年夏に発生した中越沖地震に伴い，柏崎刈羽原子力
発電所が被災し，地震国であるわが国で，原子力施設に
関する高度な信頼性と合理性を有する耐震設計や革新的
技術への課題が顕在化してきたほか，他国からの関心も
高まった。これらの課題に対応するため，柏崎刈羽発電

所に近接する新潟工科大では，地元に根差した産学官の
研究協力体制により，原子力耐震・構造研究拠点を整備
することとし，０９年１２月，東京電力，原子力安全基盤機
構と連携協定を締結，１０年３月に，研究センターの建屋
の着工となった。
本拠点では，�地震波の増幅特性の評価をもとにした

地震動の施設への影響評価技術，�原子力発電所の耐震
裕度を定量的に評価する手法，�構造物の経年劣化を考
慮した耐震評価手法，�地震時に観測された情報を集約
し地元にわかりやすく伝達するシステムの開発 を
テーマに掲げ，世界最先端の原子力耐震構造等の研究推
進を目指す。 （同）
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JNESと IAEA，原子力耐震安全をテーマに柏崎で国際シンポジウム
―柏崎での経験をもとに，耐震安全性の方向付けを議論

原子力安全基盤機構（JNES）と国際原子力機関（IAEA）
は２０１０年１１月２４～２６日の３日間，柏崎市にある新潟工科
大学で，第１回柏崎国際原子力耐震安全シンポジウムを
開催した。当日は海外２８ヶ国，６９名を含む５６８名が参加。
IAEAのフローリ次長，サマダセンター長をはじめ，NRC
や OECD�NEA等の海外機関からも多数の参加がある国
際色豊かな会合となった。なお本会合は JNES，新潟工
科大学および東京電力が，国際的な耐震安全研究の拠点
としての機能を備える「新潟工科大学原子力耐震・構造
研究センター」の竣工式典にあわせて開催された。
この国際シンポジウムは耐震安全性に関する方向付け

を議論して，耐震技術革新への道を示し，次世代の人材
育成の機会を与えることがその目的。その第１回目とな
る今回は，「柏崎の経験から実際に学んだこと」を中心
テーマとした。
会合は「地震・地震動」，「津波」，「耐震裕度・リスク

評価」，「地震情報伝達システム」の４セッションと，「深

部地震動観測」，「免震」の２つのワークショップで構成。
「地震・地震動」のセッションでは，地震動の不確実性の
評価への今後の挑戦課題について，全参加者が最新の技
術動向と要点を共有した。また「耐震裕度」，「リスク評
価」のセッションでは，地震PSA（確率論での安全評価）
と耐震裕度評価の最新動向を議論した。最後に各セッ
ションとWSのコーディネータが，確認されたそれぞ
れの成果（レゾリーション）を報告し，将来に向けた提言
を行った。
また新潟工科大学は，原子力安全分野で国際的に活躍

している３人の講師による公開市民講座を，関連企画と
して開催。講座には，一般市民や新潟工科大の学生など
約１７０名が参加した。さらに本シンポジウム，耐震・構
造研究センターの竣工式及び市民講座の参加者を対象に
同センターの施設見学会を実施し，約２５０名の参加があっ
た。 （資料提供：原子力安全基盤機構）

高温ガス炉（HTTR）で炉心流量喪失時における安全性を実証する試験を開始
―第 1回目の炉心流量喪失試験を終了

日本原子力研究開発機構は２０１０年１２月２１日，高温工学
試験研究炉（HTTR：高温ガス炉）を用いて，炉出力約
３０％（９MW）において，すべてのガス循環機を停止させ
ることにより炉心における冷却材ヘリウムの流量をゼロ
とする第１回目の炉心流量喪失試験を行った。その結
果，自然に原子炉出力が低下するとともに燃料温度の異
常な上昇等もなく，安定な状態になることを確認し，試

験を計画通り終了した。
原子力機構は，高温ガス炉の優れた安全性を実証する

ための実証試験として，今回の試験よりも厳しい条件と
なる高出力での炉心流量喪失試験や，原子炉停止後の残
留熱を除去するために原子炉圧力容器周りに設置される
炉容器冷却設備を同時に停止させる炉心冷却喪失試験
を，段階的に行う予定。なお，炉心冷却喪失試験は，世
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界で初めての試みとなる。
これらの安全性実証試験の成果は，冷却設備等の工学

的安全施設の合理化などを可能とし，実用高温ガス炉シ
ステムの経済性向上等に貢献するものである。また，世
界的にも米国次世代原子力プラント（NGNP）計画，カザ

フスタン高温ガス炉計画などにおいて，設計を効率的に
進めるため，HTTRによる安全性実証試験に大きな期
待が寄せられている。

（資料提供：日本原子力研究開発機構）

原子力機構，ポーランド原子力研究所と試験研究炉の研究開発協力で取決め
原子力機構は１月２１日，ポーランド原子力研究所と「試

験研究炉における研究開発協力のための取決め」に署名
した。両機関は試験研究炉の運転管理や照射技術に関す
る情報交換や，試験研究炉の相互利用などで協力や連携
を進める。
相互利用の対象となるのは，原子力機構の材料試験炉

（JMTR）とポーランド原子力研究所の試験研究炉
（MARIA）。原子力機構ではこれらの炉の照射技術の標
準化を図ることで，利用者が炉停止や照射容量不足等で

JMTRを利用できない場合，代替としてポーランド原
子力研究所のMARIA の利用ができるようにする予定。
またMARIA では，JMTRで計画している医療診断
用９９Moの製造やハイブリッド自動車用Si 半導体照射の
経験をもつ。両試験研究炉では，今後これらの照射技術
や施設管理の経験を共有し，相互の利用促進及び利用性
の向上を目指す。
（参考：http : //www.jaea.go.jp/０２/press２０１０/
p１１０１２４０１/index.html） （同）

「原子力産業セミナー」に来場学生数大幅増加，原子力業界への期待あらわす
原産協会は２０１０年１２月１１日，２０１２年に就職を目指す学

生を対象とした合同企業説明会「原子力産業セミナー
２０１２」を東京・新宿で開催した。
電力会社や東芝，日立，三菱重工など国内主要プラン

トメーカー，研究開発や安全規制に関わる機関など，原
子力に携わる３８の企業・団体がブースを設けたほか，１４
の企業・団体の採用案内資料を用意し，学生に周知し

た。この日の来場学生数は１，２５６名で，前年度より５００名
増加。開場前から多くの学生が列を作り，関心の高さが
伺えた。
１８日には大阪で同セミナーが開催され，２７企業・団体
および６４７名の学生が参加した。

（資料提供：日本原子力産業協会）

会議室モニタによる試験経過の視察風景
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（情報提供：日本原子力産業協会）

原産協会「高レベル廃棄物処分シンポジウム」開催，政治の役割を取り上げ議論
原産協会は２０１０年１２月１７日，東京・臨海副都心の日本

科学未来館“みらいCANホール”で，高レベル放射性廃
棄物の処分問題がいまの状況より一歩でも前に進むため
に，“地域の関心の芽が育つ環境”を作り上げるための「政
治の役割」を取り上げたシンポジウムを開催した。約２２０
名が参加した。
基調講演で，元総務相で前岩手県知事の増田寛也氏

は，１０年間，岩手県知事を務め一般廃棄物や産業廃棄物
問題にも取り組んできた経験から，放射性廃棄物の処分
は国が責任者であり一方の当事者であるべきだ，と明快
に主張した上で，「一方の受け手は知事だろう」と指摘し
た。今後の推進方策について同氏は，公募で市町村長に
手を挙げてもらう方式ではなく，「国が１０から２０か所の
地点を示し，その中から進めていくべきだ」と提案した。

パネルディスカッションでは，元日本経済新聞社・論
説委員の鳥井弘之氏が議長を務め，パネリストとして前
新潟県柏崎市長の西川正純氏，中国新聞社総合編集本
部・経済部長の宮田俊範氏，東京大学法学部教授の森田
朗氏，大阪大学コミュニケーションデザインセンター特
任准教授の八木絵香氏が意見を述べた。パネル討論の論
点として，�政治主導と言うが，そもそも政治が関心を
持っていないのが現状だろう。この点をどう克服できる
か，すべきか，�国と都道府県，市町村，地域コミュニ
ティとのパートナーシップのあり方，�国策として推進
するために考えられる政策手段とは，�「地方分権」「住
民投票」など現代のキーワードとの関連で国の役割はど
うあるべきか が提起され，活発な議論が展開され
た。 （同）

動画配信のご案内
原産協会では，原子力関係の情報を毎月，動画配信（イ

ンターネット・テレビ）「Jaif Tv」として，原産協会ホー
ムページ（http : //www.jaif.or.jp/）から，無料でお届け
している。
２０１０年１１月～２０１１年１月の番組は以下の通り。
・原子力をめぐる連携とコミュニケーションに関する話

題（１１�３０公開）
・高速炉実用化を見据えて―高速増殖原型炉「もんじゅ」
のいま（１２�１５公開）

・原子力の将来に備える―高レベル廃棄物処分への環境
整備と人材基盤の強化

（同）

海外情報

［米 国］

ショー・グループが東芝の STP建
設計画に参加

東芝は２０１０年１１月２９日，同社がABWRを受注した米
テキサス州のサウステキサスプロジェクト（STP）原子
力発電所３，４号機の建設計画に，米国の大手エンジニ
アリング企業のショー・グループが参加すると発表した。
同計画の EPC（設計・調達・建設）契約にショー・グ

ループが加わり，東芝との協力関係における投資金２．５
億ドルのうち１億ドルをSTP計画に出資。米政府によ
る融資保証適用が遅れている同計画で建設工事を担当
し，その運転資金調達に一役買うことになった。また，
東芝が今後，ベトナム以外の海外で受注するABWR建
設についても，一部の EPCサービス提供で独占的な機
会を得ることになる。
STP計画では，東芝と米NRGエナジー社が１２対８８の

比率で出資するニュークリア・イノベーション・ノース
アメリカ（NINA）社とテキサス州サンアントニオ市の公

営電気事業者であるCPSエナジー社がABWR２基の建
設を想定。建設コストが初期見積もりから大幅に膨らん
だことから，CPS社は１０年２月，参加規模を７．６２５％に
縮小した。
５月には東京電力が，米政府による融資保証適用を条

件に，NINA社傘下の同プロジェクト用企業の株式１０％
を引き受けたが，現在までに融資保証適用は発表されて
おらず，NRG社は８月から月次の支出額を大幅に削減
していた。
ショー・グループはこれまで，東芝傘下のウェスチン

グハウス（WH）社が中国で４基，米国で６基受注したAP
１０００の建設計画すべてで，アーキテクト・エンジニアリ
ング契約を獲得。今回の東芝との合意により，AP１０００
のみならず，ABWRについても EPC契約に参加できた
ことを歓迎している。
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エクセロン社，冷却塔設置問題でオ
イスタークリーク炉を前倒し閉鎖へ

米国最大の原子力発電事業者であるエクセロン社は
２０１０年１２月８日，ニュージャージー（NJ）州のオイスター
クリーク原子力発電所は２０１９年で操業を停止するとの方
針を明らかにした。現行の運転認可は２０２９年まで有効だ
が，地元NJ州の環境保護局（DEP）は冷却水の取放水に
関する認可の更新条件として冷却塔の設置を義務付ける
方針であるため，その建設費など７億～８億ドルという
経済的な影響を勘案すると１０年前倒しで閉鎖するのが最
も得策と判断したもの。米国ではその他の州でも，取放
水による環境への悪影響軽減という観点から，その規制
が強化される方向に動いており，冷却塔使用などの閉鎖
循環方式でなければ操業継続が難しくなる原子力発電所
が増えるのではとの懸念が広がっている。
米国では発電所での取放水は「水清浄法」によって規制

されており，温排水の放出がやむを得ない場合は環境へ
の被害を最小限にする技術の導入を前提に排出源ごとの
許可（NPDES）を環境保護庁（EPA）が発給。NPDESは
５年ごとに更新手続きが必要で，更新時にモニタリング
や新たな排出防止対策導入の可能性が検討される。取放
水に関わる条項としては取水施設の設計技術指針（３１６条
b）などがあり，近い過去では２００１年から０６年にかけて
EPAが３段階に分けて指針を公表していた。
具体的な審査や指導は州政府などが行うことになって

おり，オイスター炉が立地するニュージャージー州の
DEPでは２０１０年１月，連邦政府の規制条項を満たすに
は閉鎖循環方式がベストと位置付け，ワンス・スルー
（OTC）方式で取放水されているバーニガット湾の生態
系保護のため，冷却塔を建設するようエクセロン社に要
請。「閉鎖循環方式は水生生物にとって一層健全であり，
地元住民の生活の質向上にもつながる」と説明し，州政
府の許可（NJPDES）更新の条件になることを言明して
いた。DEPはその後，２月と３月にこの件に関する公
聴会を実施したほか，州民から２，０００通のコメントを収
集。現在，その分析作業中である。

［フランス］

アレバ社，ジョルジュ・ベスⅡ濃縮
プラントにウラン搬入

仏アレバ社が２００６年にトリカスタンで着工したジョル
ジュ・ベスⅡ遠心分離濃縮工場で，２０１０年１２月１４日に最
初のウラン原料コンテナが搬入された。開業式には１４か
国から１００名以上の顧客が出席し，総工費３０億ユーロの
大型建設プロジェクトが決定的な段階に達したことを見

届けた。
同工場を構成する南北２つのユニットのうち，先行建

設中の南ユニットでは０９年５月に最初の遠心分離カス
ケードが始動。今回，実質的に操業開始されることになっ
た。０９年初頭に遅れて着工した北ユニットを含めた南北
両方のユニットが操業を開始すれば，１６年にも２年前倒
しでフル容量の年間７，５００トンSWUに到達する見通
し。最終的にはさらに１ユニットを増設し，１万千トン
SWUの容量を目指す計画だ。
アレバ社は現在，世界のウラン濃縮市場で２５％のシェ

アを占めているが，その他の部分を占めるウレンコ社や
米国濃縮会社（USEC），ロシアのアトムエネルゴプロム
社（AEP）ではすべて，遠心分離技術を採用した工場を操
業中か，あるいは新規建設中。アレバ社によれば従来，
同社が活用してきたガス拡散法と比べて，遠心分離法で
は所要電力が５０分の１で済む。このため同社は２００３年，
ウレンコ社との合弁で遠心分離器の製造会社（ETC）を設
立し，０６年には遠心分離技術の使用権をウレンコ社から
取得した。
トリカスタン・サイトでは現在，子会社のユーロディ

フがガス拡散法のジョルジュ・ベスⅠ工場を操業中。Ⅱ
が部分ごとに完成していくのに併せて，徐々に濃縮能力
を差し替えていく方針である。

［スイス］

電力グループ 3社，共同で既存炉建
替えへ

スイスで既存原子炉の建替えを計画している電力グ
ル ー プ３社（AXPO，BKW，ALPIQ）は２０１０年１２月２３日
に共同声明を発表し，今後は３社による「共同計画会社」
を通じて２つの原子力発電所を新たに建設する方針であ
ることを明らかにした。
地元州政府や内閣の審議に続いて，議会の承認，国民

投票の実施など，原子力発電所建設に伴う政治的および
公的手続きの迅速化を図るとともに，評価手続きにおけ
る相乗効果やコスト軽減を狙ったもの。２０１２年半ばに，
建替えサイトとして承認済みの３つの候補地の中から２
サイトを決定し，建設計画の優先順位付けをするとして
いる。
スイスでは現在，５基の原子炉が稼働中だが，１０年後

にはこのうち４基が運開後，４０～５０年に達するほか，フ
ランスからの電力購入契約も１８年以降，徐々に期限切れ
となる。国の総電力需要の４割を支えるこれら約３４０万
kWの設備容量を温存するため，２００８年６月にATEL社
はゲスゲン原子力発電所の隣接サイト（ニーダーアムト）
での原子炉新設計画を政府に申請。同年１２月にはAXPO
グループとBKW・FMBエネルギー社がベツナウおよび
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ミューレベルク両原子力発電所の建替えとして両サイト
に１６０万 kW級原子炉各１基の建設を申請していた。
今回，AXPOと BKWの共同計画会社にALPIQ 社（旧

ATEL社）が加わり，３分の１ずつ出資。当面それぞれ
３サイトでの建設計画を等価値で進めていく。連邦エネ
ルギー庁は現在，これら３件に関する一般認可申請を審
査中で，その結果が出る２０１２年半ばには，連邦参事会（内
閣）が３申請それぞれの可否を判断。共同計画会社はそ
れに基づいて，優先して進める２サイトの計画を最終決
定する予定だ。
ベツナウ，ミューレベルク，ニーダーアムトの３サイ

トはすでに０９年１１月，連邦原子力安全検査局（ENSI）が
原子炉建替え用地として承認済みで，現在さらなる FS
が行われている。
なお，原子炉が完成した後，共同計画会社はそのまま

共同運転会社に移行する可能性があるが，発電電力の買
い上げ率は暫定的に，AXPOグループが５９％，ALPIQ
社が２５．５％，BKW社が１５．５％となっている。

［UAE］

原発建設認可を規制当局に提出

アラブ首長国連邦（UAE）の首長国原子力会社（ENEC）
は２０１０年１２月２７日，アブダビ首長国西部のブラカで同国
初の原子炉を建設するための認可申請書を連邦原子力規
制庁（FANR）に提出した。
ENECは２０２０年までにブラカで韓国製の第３世代・

１４０万 kW級改良型PWR（APR）１４００を４基建設する
が，今回の認可はその最初の２基に関するもの。今後，
原子力先進国の技術コンサルティング企業連合から助言
を得つつ FANRが同申請を評価するが，FANRの認可
に加えて，アブダビ首長国環境庁（EAD）が発給する合
計４基分の建設環境許可（CEP）をもって初めて，ENEC
は２０１７年の１号機運開に向けて着工可能となる。
FANRは０９年７月に，サイトでの限定的な準備作業

と一部の機器製造を認可しており，ENECは専用桟橋な
ど原子炉の安全性とは無関係のインフラ準備作業のほ
か，韓国電力が斗山重工業に発注した１～４号機の圧力
容器や蒸気発生器（SG），加圧器，冷却ポンプ等の製造・
組立てを開始していた。
今回，ENECが FANRに提出した申請書は９，０００頁に

及んでいるが，国際的に最も厳しいレベルの安全基準達
成という FANRの方針により，世界の著名な技術コン
サルティング企業がこの申請書の評価作業を支援する。
すなわち，米国の大手原子力コンサル企業であるライト
ブリッジ社，仏独の原子炉・放射線安全団体が欧州の原
子力安全確保のために設立したRISKAUDIT，UAE国営
の技術移転事業会社であるベイヌナ・グループと米国の

研究分析企業 ISL の企業連合など だ。
なお，今後UAEの原子力発電計画を支える優秀な人

材を確保するため，ENECは０９年，韓国電力の協力によ
り応用技術研究所（IAT）とハリファ科学技術研究大学の
学生４８名に１か月間，韓国で原子力設備の運転訓練を受
けさせた。この訓練は今後も継続する方針で，今年９月
からは韓国電力と IATが協力し，３年間の運転員養成
特別コースを始めるとしている。

［インド］

フランスとインドが EPR建設で枠
組み合意，２０１８年に運開へ

仏アレバ社は２０１０年１２月６日，インド南西部のジャイ
タプールに出力１６５万 kWの欧州加圧水型炉（EPR）２基
を建設するとともに，原子炉燃料を２５年間供給するため
の枠組み合意文書にインド原子力発電公社（NPCIL）と調
印した。１，５００億ドル規模という巨大なインドの民生用
原子力市場を前に，原賠法関係の課題により米国企業が
足踏み状態のなか，フランスは総額７０億ユーロといわれ
る大規模な取引でいち早く先鞭を付け，強固なビジネス
基盤を築く考え。今後はサイト掘削のための調査やイン
ド安全規制当局の承認手続き，サイトに適合する詳細な
機器構成設定などを開始し，２０１８年の初号機運開を目指
す。
今回の合意は，２００９年２月に両者が結んだ覚書（MOU）

に基づいており，さらに４基の増設オプション付き。フ
ランスのN・サルコジ大統領による４日から７日までの
インド訪問に際して決定したもので，これに先立ち，イ
ンドの環境森林省は１１月２８日付けで，ジャイタプールに
EPR６基を建設する計画に環境許可を発給していた。
両国が合意した重要協力事項は，インドに対する�

EPR蒸気供給系（NI）と燃料の供給，�サイトでの準備
作業開始に関する事項のほか，�EPR協力実施に伴う
技術データ・情報の機密性防護に関わる２国間協定，�
EPR関係の知的所有権拡散を制限する２国間協定，�
フランス原子力・代替エネルギー庁（CEA）とインド原
子力省（DAE）の原子力分野における研究開発協力
など。さらに，両国双方の安全当局や放射線防護研究所，
廃棄物管理担当局同士の協力に関する覚書も結ばれてい
る。

［中 国］

ウェスチングハウス社，最初の
AP１０００用燃料集合体を製造

ウェスチングハウス（WH）社は２０１０年１２月２０日，世界
初のAP１０００として中国で建設されている三門原子力発
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電所１号機用に最初の燃料集合体４体を製造したと発表
した。中国では三門と海陽に続いて，内陸部の３地点で
もAP１０００建設計画が検討されており，WH社では高性
能で完璧な燃料の提供を目指して米国内の燃料加工工場
を大幅に改修するなど，万全な製造体制を整えている。
WH社によると，AP１０００の燃料設計は同社製PWR

で実証済みの「堅固な燃料集合体」の技術に，有害な冷却
材デブリからの防護性能や耐震性能の向上，運転性能の
効率化が図られるようさらに改良。米サウスカロライナ
州の「コロンビア燃料加工施設（CFFF）」に同社の３サイ
トから集めた１００名以上の従業員で専門チームを作
り，２００６年からAP１０００燃料確証プログラムを実施。
CFFF も１，６００万ドルをかけて改修している。
現在，中国では，浙江省の三門，山東省の海陽の両原

子力発電所でAP１０００を２基ずつ建設中で，三門１号機
の送電開始は２０１３年の予定。後続の３基は半年遅れで順
次送電網に接続する計画だが，両サイトとも最終的には
AP１０００が６基ずつ設置される。
WH社はまた，中国内陸部の湖南省桃花江，湖北省咸

寧，江西省彭澤サイトでもAP１０００が採用されるとして
おり，いずれも複数基の原子炉建設について中国と交渉
中となっている。

［国 際］

IAEAの燃料バンク，理事会で設置
が決定

国際原子力機関（IAEA）の理事会は２０１０年１２月３日，
核燃料サイクル施設を持たない選択をした加盟国に対し
て低濃縮ウラン（LEU）の供給を支援する「LEUバンク」
の設置を決定した。
これは米国の非政府組織である「核脅威イニシアティ

ブ（NTI）」が提案していた核燃料供給保証構想で，１０年
３月に創設合意したロシアの「国際ウラン濃縮センター

（IUEC）」とともに，０９年１１月の理事会で承認されてい
た。ロシアの IUECは濃縮を含めた核燃料サイクル・
サービスを IAEAの管理下で差別なく提供するのに対
し，IAEAの LEUバンクは，�加盟国の原子力発電所で
LEUの供給が途絶し，国家間の調整その他の方法で解
決しない，�核燃料の移転など，核不拡散上の問題がな
い，�IAEA の包括的保障措置を受け入れる の３条
件を事務局長が確認した上で，IAEA自身が備蓄・管理
する LEUを市場価格で提供する。
加盟国が自前の核燃料生産施設を設置する権利を損な

う性質のものではないが，インドやエジプトなど非同盟
運動（NAM）諸国は，原子力平和利用の権利の制限や「持
つ国」と「持たざる国」の二分化につながるなど，懸念を
表明している。
IAEAは１００万 kW級 PWR１基のフル炉心分 LEUを

ホスト国内に備蓄することになるが，その購入経費や運
転資金としては，提案国である米国が０８会計年度の一括
歳出法から約５，０００万ドル，ノルウェーが５００万ドルをす
でに拠出済み。このほか，クウェートとアラブ首長国連
邦（UAE）がそれぞれ１，０００万ドルずつ，NTI が５，０００万ド
ル，および欧州連合が２，５００万ユーロの拠出を表明して
いる。
LEU受領国は，発電用燃料以外への使用や軍事用へ

の転用，さらなる濃縮，再処理・再輸出等の実施を禁じ
られているほか，LEUホスト国同様，IAEAの保障措置
協定に加えて同安全基準，核物質防護策の適用が義務付
けられる予定だ。
技術上および商業上の事由と無関係に，LEU供給の

途絶した IAEA加盟国が同理事会の審査をクリアすれば
IUECから LEUの供給を受けられる。
また，申請時点で原子炉を保有していない国でも参加

が可能で，核不拡散の要請を両立させつつ関心を持つ国
すべてに原子力エネルギーへのアクセスを与えることを
目指している。
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2007年７月16日の新潟県中越沖地震（気象庁マグニ

チュード6．8）は原子力発電所の極近傍に発生し，それに

より発電所の建物・施設が極めて大きな強震動の直撃を

受けた。このように大きな地震が原子力発電所の近くで

起こったのは国内のみならず国際的にも初めてのケース

で，日本の原子力発電所のみならず，地震国にある各国の

原子力発電所の耐震安全性に大きな問題を投げかけた。

この地震により，東京電力㈱の柏崎刈羽原子力発電所

では，設計時の想定を大きく超える揺れが観測された

が，原子炉施設はこの揺れに対し「止める」「冷やす」「閉

じ込める」という重要な安全機能が確保され，安全に止

まった。しかしながら，安全上重要な設備の損傷は免れ

たとはいえ，変圧器の火災，極微量の放射能漏えい，原

子炉建屋クレーン軸の継手の破損など周辺設備に広範な

影響が出ており，原子力発電所の耐震安全性のあり方に

種々の検討すべき課題があることがあらわになった。活

断層，地震動，耐震工学などの研究者には，「なぜ想定

外の地震動が生じたのか」「今後，別の地震が起こったと

きに原子力施設の耐震安全性は確保されるのか」といっ

た問題が突きつけられた。

原子力発電所の耐震安全性を審査するための「発電用

原子炉施設に関する耐震設計審査指針」は４年に及ぶ議

論を経て2006年９月19日に改訂された。改訂が必要と

なった背景には，地震学などにおける新知見の蓄積や原

子力発電所の耐震設計技術の進歩があるが，やはり，1995

年に発生した兵庫県南部地震により大災害が引き起こさ

れたこと，それにより原子力発電所は地震に対し本当に

大丈夫かという漠然とした不安感が国民の間に広がった

こと，などの社会情勢があげられる。

1995年の阪神・淡路大震災の経験が契機となり，地震

調査研究推進本部が設置され，基盤的調査研究として，

全国の基盤的観測網の構築とあわせて，活断層調査，地

下構造調査など，また工学分野では実大構造物の振動実

験施設（E-Defense）の建設などがなされた。強震動観測

網の充実で，大きな地震が起きると強震動が記録され，

それらを用いて即時的な解析により直ちに震源断層の破

壊過程が推定されるなどの研究が行われ，地震の震源像

が次第に明らかになってきた。地殻媒質の伝播特性，表

層の地盤特性などの研究と結びつけることにより，強震

動予測手法の研究が大きく進展した。これらの調査研究

を総合化することで「全国を概観する強震動予測地図」が

作成され，2005年に発表された。一方，この地震のとき，

実際にビルや高架橋の倒壊などの被害を受けた地域では

じめて強震動が記録され，強震動による構造物の応答さ

らにその損傷過程が定量的に理解されることとなった。

これらの地震学・地震工学の発展が原子力発電所の耐

震設計審査指針の改訂につながった。改訂された耐震設

計審査指針は中越沖地震のような地震の発生も想定して

策定されたものであるが，新指針に従って原子力発電所

の十分な耐震性が確保できるかどうかの検証が必要とさ

れている。

本特集は，2006年の耐震指針の改訂および2007年新

潟県中越沖地震による柏崎刈羽発電所の経験を受けて，

原子力施設の耐震安全性の取組みの現状と今後のあるべ

き方向について，地質学，地震学，建築工学，機械工学

の４人の専門家に，執筆を依頼した。

最初の杉山論文「耐震安全性確認のための地質調査」で

は，耐震安全性の確認に必要な活断層を認定するための

地形・地質調査について最新知見を紹介する。次の入倉

論文「耐震設計審査指針とバックチェック」では，新指針

に基づく基準地震動の評価方法および柏崎刈羽原子力発

電所を例とした耐震安全性のためのバックチェックにつ

いて紹介する。

続く西川論文「原子力発電施設の耐震設計」では，原子

力施設が地震力に対してもつ裕度について，中越沖地震

時における柏崎刈羽発電所施設の例を紹介するととも

に，免震構造の採用による標準設計について述べる。最

後の野本論文「機械・電気設備への影響評価」では，新潟

県中越沖地震が原子炉機器の健全性にどのような影響を

与えたかについて行った評価結果を紹介するとともに，

指針に対応した機器の健全性に関して，検査と解析の組

合せによる評価の枠組みを示す。

本特集は，上記のように幅広い視点から，新潟県中越

沖地震から学ぶ原子力発電所の耐震安全性についての理

解を深め，我々が今後なすべきことは何かについて，議

論することを目的としてまとめたものである。

（入倉孝次郎）

What is Seismic Safety of Nuclear Power Plants？
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Ⅰ．は じ め に

耐震設計審査指針の改訂（2006年９月）および新潟県中

越沖地震の発生（2007年７月）に伴い，主要な原子力施設

では，耐震安全性の確認を目的とする各種の地質調査（変

動地形学的調査および地球物理学的調査を含む）が行わ

れている。また，2009年８月に発生した駿河湾の地震で

は，中部電力浜岡原子力発電所において，500 mも離れ

ていない地点で２倍程度以上も異なる最大加速度が観測

された。このため，同電力によって詳細な地質調査・地

球物理学的調査が実施されている。本稿では，指針改訂

に伴う調査やこれらの地震対応として行われた調査を通

じて明らかになった，耐震安全性の確認上重要と考えら

れる地質学的な知見について紹介する。

Ⅱ．活断層の基準の変更―その意義と適用事例

新耐震設計審査指針において地質調査関連の大きな変

更として注目された点として，耐震設計上考慮する活断

層の基準の変更がある。旧指針では５万年前以降の活動

が否定できない断層とされていたが，新指針では後期更

新世以降（約13万年前以降）の活動が否定できない断層に

変更された。本章ではまず，その意義について簡単に触

れ，この変更の適用により，活断層と評価し直された例

として下北半島の横浜断層を紹介する。

1． 5万年前以降から後期更新世以降への変更の意義
上述のような断層活動の有無を確かめる期間の変更

は，単に期間を２倍以上長くして，より安全に配慮した

というだけではない。活断層か否かの判断に利用できる

直接的な基準を増やすことになった点が重要である。具

体例を挙げると，原子力発電所が立地する沿岸部には，８

～13万年前に形成された海成段丘面（第１図）が広く分布

する。地表地質調査や変動地形学的調査により，評価す

べき断層がこれらの段丘面を変位・変形させているか確

かめることによって，直接，活断層か否か判定できるよ

うになった。また，沿岸の浅海域には，15万年前頃の一

つ前の氷河期の陸上・浅海での侵食や，その後の急激な

海面上昇に伴う海進侵食によって形成された侵食面が分

布する。音波探査により侵食面を追跡し，評価すべき断

層が侵食面上に堆積した後期更新世の地層を変位・変形

させているか確かめることによって，活断層か否かの判

定が可能となった。さらに，５～13万年前は，年代が明

確になっている火山灰がたくさん知られている時代であ

り（第 1図），これらを断層の活動性の評価に一層積極的

に利用できるようになった。

2．横浜断層―11万年前の火山灰による活断層の認定
横浜断層は，東北電力東通原子力発電所の設置許可

（1998年）時には，後期更新世に形成された海成段丘面に

明瞭な変位が認められないこと等から，活断層とは見な

されていなかった。その後，東京電力東通発電所の設置

許可申請（2006年）に伴い，同電力が2007年に同断層のト

レンチ調査を実施した。その結果，約11．2～11．5万年前

の洞爺火山灰の層準に断層変位が及んでいる可能性があ

り，さらに詳しい調査が必要と判断された。このため，

2008年に東京電力，東北電力，リサイクル燃料貯蔵の３

社により新たなトレンチが掘削され，断層変位が洞爺火

山灰の層準に及んでいることが確認された（第 2図）。こ

の結果，横浜断層は新審査指針に従って活断層と判断さ

れ，その長さは約15 kmと評価されている。

既設原子炉の設置許可時点では活断層とされていな

かった断層，リニアメント等が指針改訂に伴う詳細調査

によって，活断層と見直された例は他にもある。次に，日本

原子力発電敦賀発電所敷地内の浦底断層と関西電力大飯

発電所の沖合にあるFO�AおよびFO�B断層を紹介する。

3．浦底断層―地質調査結果の適切な解釈の重要性
日本原子力発電は，３，４号機の増設許可を申請した

2004年の時点では，浦底断層が５万年前以降に活動した

証拠はなく，活断層ではないとしている。原子力安全・

保安院は2005年に，他の敷地周辺の活断層とともに浦底

断層の追加調査を指示し，翌年には新指針に基づく安全

性の確認を指示した。これを受けて日本原電はトレンチ

Geologic Survey for ensuring Seismic Safety of Nuclear

Power Plants：Yuichi SUGIYAMA.
（2010年 ９月２１日 受理）

耐震安全性確認のための地質調査

本稿では，耐震安全性の確認に必要な活断層を認定するための地形・地質調査について最新知見を紹介する。新しい

耐震設計審査指針では，原子力施設の耐震安全をより高めるために考慮すべき活断層の基準が変更された。それに伴い，

原子力安全・保安院や原子力安全委員会において行われている原子力施設のバックチェックや，安全審査で活断層の見

直しの検討事例を紹介する。また活断層の連動性や地震発生頻度など，今後の検討課題について指摘する。

産業技術総合研究所 杉山 雄一
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調査等を実施し，敷地内の浦底断層が上部更新統と完新

統を切る活断層であることを確認した。浦底断層は長さ

18 kmの浦底―内池見断層と評価され，地震動評価に当

たっては，破壊が浦底断層から池河内断層へ伝播する

ケース（長さ25 km）も考慮されている。

浦底断層については，増設許可申請に際して実施した

ボーリング調査結果を適切に評価していれば，活断層の

基準の変更とは関係なく，活断層と判断できたと考え

る。事業者には事実を率直に認め，速やかに公表する勇

気を望みたい。また，今回の指針改訂に伴う耐震安全性

のチェックは，事業者に断層に関する判断の変更を公表

しやすい機会を与えたと考える。規制当局には事業者が

事実を速やかに公表しやすい仕組みの構築を望む。

4．FO�A断層および FO�B断層―活褶曲・活撓曲の評価
両断層については，1987年の大飯発電所３，４号機の

増設許可時には，「A層（完新世の地層）およびB層（後

期更新世の地層）中には断層の活動に伴うと考えられる

ような地層の乱れは認められない」とする関西電力の判

断が了承されている。今回のバックチェックによって，

関西電力と原子力安全・保安院がおのおの実施した音波

探査の結果，両断層は後期更新世以降の地層に撓曲変形

を及ぼしていることが確かめられ（第 3図下），活断層と

見直された。また，音波探査の結果を踏まえ，地震動の

評価に当たっては長さ35 kmの一つの断層として扱われ

ている（第 3図上）。

FO�AおよびFO�B断層の活断層としての認定と地

震動評価における取扱いは，新審査指針中の「地震活動

に関連した活褶曲，活撓曲等については，その性状に応

第 2図 トレンチ壁面に現れた横浜断層とそのスケッチ（東

京電力，東北電力，リサイクル燃料貯蔵の資料に加筆）

第 1図 約13万年前に始まる後期更新世以降の海水準の変

化，海成段丘面の形成時期，主な広域火山灰

第 3図 FO�AおよびFO�B断層の位置（上）と音波探査によっ

て明らかにされた活撓曲（下）（関西電力の資料による）
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じて震源として想定する断層の評価に考慮する」の実践

例といえる。なお，1987年の時点では，撓曲の重要性が審

査する側にも十分理解されていなかったと推察される。

Ⅲ．変動地形の重要性

耐震設計審査指針の改訂において，地質調査関連で注

目されたもう一つの点は，変動地形の重要性の再認識で

あり，「リニアメント」から「変動地形」への転換である。

これに関連して，本章では島根半島の宍道断層と下北半

島の段丘面の傾動を紹介する。

1．宍道断層―安全審査の評価結果を覆した変動地形
中国電力島根原子力発電所３号炉の設置に係る安全審

査（2005年設置許可）では，同発電所近傍の宍道断層の長

さは約10 kmと評価された（第 4図）。しかし翌2006年，

中田高氏らの研究グループは，10 km区間の外側（東側）

に活断層を示唆する変動地形を認め，トレンチを掘削し

た。その結果，宍道断層が完新世の地層を切っているこ

とが明らかになった。この調査は変動地形の正しい理解

の重要性を強く示し，新審査指針に「変動地形学的調査」

を明記することを後押しした重要な研究事例である。な

お，バックチェックでは，宍道断層は長さ約22 kmと評

価され，中田高氏ら変動地形研究者の最近の評価と同等

の規模となっている（第４図）。

2．下北半島の段丘の傾動―緩やかな変動地形の課題
下北半島の尻屋崎周辺には，中期更新世に形成された

高位段丘面群と後期更新世に形成された中・低位段丘面

群が分布する。このうち，40万年前以前に形成された高

位段丘面は西に傾動しており，この傾動を形成した西傾

斜の逆断層の存在が示唆される。一方，10～13万年前に

形成された中位段丘面は，事業者の詳細な調査による

と，太平洋岸から津軽海峡沿岸にかけてほぼ同じ高さに

分布し，傾動は認められない。この調査結果に基づき，

高位段丘面を傾動させた逆断層運動は後期更新世より前

に終息したと判断された。下北半島の地殻変動は，横浜

断層周辺に分布する段丘面の変動量などから，中期更新

世以降，次第に衰えていると考えられる。その中で，横浜

断層は後期更新世の前葉に活動したことが確かめられた

ことから，将来の活動を考慮すべき活断層とされ，他方，

高位段丘面を傾動させた逆断層運動は将来の再活動はな

いと判断された。この判断はかなり微妙なものであり，

異論もある。緩やかで広い範囲に及ぶ変動地形に関する

知見を深め，より適切な安全審査に資するため，今後も

多様な視点と手法によって検討されることを期待する。

Ⅳ．地質および地質構造データの重要性

活断層を震源とする地震の適切な震源モデルの作成に

は，活断層の位置と長さの情報だけでは不十分である。

第 4図 宍道断層の評価の変遷（中国電力の資料による）

第 7図 岩手・宮城内陸地震の震源域における航空レーザー

計測で検出された断層崖（一関市厳美町字岡山）

過去の断層活動の痕跡を示す（産総研・丸山 正氏資料）

第 6図 中越沖地震前の地震動評価（左）と同地震を踏まえた

地震動評価（右）

第 5図 新潟県中越沖地震の震源断層―活断層システム
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地下深部の震源断層に至る断層の３次元形状の情報が不

可欠である。また，原子力サイトを襲う地震動を適切に

評価するためには，サイト周辺の深部および浅部の地

質・地質構造（厳密には地震波速度構造）の情報が不可欠

である。本章では，このことを強く印象付けた2007年新

潟県中越沖地震と2009年の駿河湾の地震を取り上げる。

1．中越沖地震の教訓―深部地質構造の重要性
地質学の視点から見た中越沖地震の重要な特徴は，震

源域と断層の地表への表出域（「F�B断層」などの活断層

や活褶曲の分布域）が10 km近くも離れていたことであ

る（第 5図）。その主な原因は，�断層の傾斜が35度程度

と低角度であったこと，�６km以上に達する厚い堆積

層が存在していたこと，の２つである。

「ひずみ集中帯」のような，厚い堆積層が分布する地域

で発生する地震や地震動を正確に予測するためには，地

表や海底の活断層の位置や分布を明らかにするだけでは

不十分である（第 6図）。構造探査による活褶曲構造の解

明や「断層関連褶曲」の考え方の適用によって，活断層の

深部延長に当たる震源断層の位置と形状を３次元的に想

定する必要がある。同時に，厚い堆積層地盤による地震

動の増幅を適切に評価することが不可欠である。そのた

めには，深部構造探査等によって，堆積層の厚さ，地震波

速度構造，堆積層�岩盤境界の形状等を知る必要がある。

2．駿河湾の地震―浅い地質および地質構造の影響
駿河湾の地震で浜岡原発５号機において他号機に比べ

て２倍程度以上の地震動が観測された原因については，

中部電力が詳細な地質調査・地球物理学的調査を実施中

である。これまでの調査によると，５号機での揺れの増

幅は，相対的に小さな地震波速度をもつ地層が５号機周

辺からその北東方に分布しているためと推定される。浅

部の堆積層中の小さな不均質が大きな揺れの増幅を引き

起こした可能性が高く，敷地近傍の浅い地質・地質構造

と地震波速度構造の３次元的把握の重要性を示した。

しかし，本稿を執筆している2010年９月の時点では，

相対的に小さな地震波速度をもつ地層の実態，堆積層中

の不均質の実態は明確になっていない。今後の地質調査

および地球物理学的調査によっても，これらの実態が解

明されない場合には，浅い地質や地質構造による地震動

の増幅の「不確かさ」について，他の原発サイトを巻き込

んだ見直しを迫られる可能性がある。中部電力による詳

細調査の結果が注目される。

Ⅴ．活断層の検出に係る課題と新しい技術の動向

この10年に発生した2000年鳥取県西部，2004年新潟

県中越，2005年福岡県西方沖，2007年能登半島，2007

年新潟県中越沖，2008年岩手・宮城内陸の６つの内陸・

沿岸の被害地震のうち，能登半島地震以外の５地震は活

断層が認められていなかった場所を震源として起きた。

これらの地震では，地表・海底に出現した地震断層は断

続的・不明瞭で変位量が小さく，不連続部を含む総延長

は震源断層や地震の規模に比べて小さいという共通点が

あった。このため，地表痕跡が不明瞭な活断層の調査が

重要な課題として浮上した。また，福岡県西方沖，能登

半島，中越沖の３地震（半数の地震）は，沿岸域を震源と

して発生した。従来，沿岸域（特に沖合５kmまで）は海・

陸の調査の狭間となり，情報の空白域となっていたとこ

ろが多い。このため，沿岸域の活断層情報の充実・高精

度化が強く求められている。

本章では，これらの課題の解決に向けた取組みのう

ち，地表痕跡が不明瞭な活断層の調査技術として，レー

ザー計測と断層破砕物質・断層岩の解析，沿岸域の活断

層の調査技術として，高分解能音波探査を紹介する。

1．地表痕跡が不明瞭な活断層の調査
（ 1） レーザー計測

岩手・宮城内陸地震の震源域については，地震後，航

空レーザー計測に基づく１mグリッド数値標高モデル

から作成した地形イメージ図から，踏査で確認された地

表地震断層が検出できるか検討された。その結果，田や牧

草地では50 cm程度以下の上下変位でも検出可能である

ことがわかった。また，山地内の地震断層でも，１m程度

以上の上下変位を伴う場合には，その性状を明瞭に捉えら

れることがわかった。さらに，地震断層沿いの数ヶ所で，

2008年の地震以前にも同じ断層が活動したことを示す低

崖が検出された（第 7図）。これらの結果は，地表痕跡が不

明瞭な活断層の存否確認・追跡に航空レーザー測量が有

効であることを示した。現在，航空および地上レーザー計

測は，原子力施設のバックチェックに活用されている。

（ 2） 断層破砕物質・断層岩の構造地質学的解析

後期更新世以降の断層の活動性を判断する基準（後期

更新世の地層や段丘面など）を欠く地域では，断層粘土

などの断層破砕物質やそれらが固結した断層岩から，断

層の活動性に関する情報を得る努力がなされている。原

子力施設のバックチェックでは，断層粘土や断層岩の肉

眼～顕微鏡オーダーの組織を構造地質学的に解析するこ

とによって，断層が活動した時期の応力方位を復元し，

地質時代から現在に至る応力場と比較し，活断層か否か

判断する方法が採用されている。今後，断層破砕物質や

断層岩の物理・化学的特性から断層の活動性を評価する

手法の開発を期待したい。

2．沿岸域の活断層調査―高分解能音波探査
能登半島地震の震源域では，北陸電力志賀原子力発電

所の原子炉設置許可申請時の音波探査等によって知られ

ていた海底断層に沿って，今回の地震に伴う海底の変形

が捉えられた（第 8図）。小規模な海底の変形を2007年の
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地震による変形と認定できたのは，浅海用の高分解能マ

ルチチャンネル音波探査システムの開発に負うところが

大きい。この新たに開発された浅海用の音波探査システ

ムは，中越沖地震の震源域とその周辺の調査や，耐震設

計審査指針の改訂に伴う原子力施設のバックチェック等

に利用され，多くの成果を上げている。

Ⅵ．地震の規模および頻度の評価に係る課題
と技術の動向

1．断層の連動性評価に基づく地震規模の適切な評価
原子力施設の耐震安全性評価を目的とする活断層の調

査および評価では，地震の規模の評価に直結する，一度

に活動する可能性のある断層のグループ（起震断層）の過

小評価を防ぐことが重要である（第 9図）。従来の原子力

業界における地震規模の評価では，活断層の単独破壊の

みを想定したものが多く，一般防災を目的とする地震本

部による，活断層の連動を考慮した地震規模よりも小さ

いという問題があった。

審査指針の改訂に伴うバックチェックでは，地震本部

採用の経験的な連動評価法を採用するとともに，クーロ

ン破壊応力変化法や動的断層破壊シミュレーション法な

どによる検討も採用されるようになっている。

2．地震発生頻度の過小評価の可能性とその解決策
2004年新潟県中越地震に伴う地震断層の変位量は10

cm程度であったが，トレンチ調査の結果，同じ断層が

過去には1．5 m以上に達する地表変位を繰り返していた

ことが判明した（第10図）。同一断層の10倍以上も違う地

表変位は，岩手・宮城内陸地震の地震断層のトレンチ調

査でも指摘されている。10 cm程度の地表変位は，その

痕跡を地形や地層中に留める可能性は非常に低い。この

ため，活断層調査によって，このような小さな地表変位

しか伴わない過去の地震を検出することはほぼ不可能で

ある。この事実は現在，主にトレンチ調査等の古地震調

査の結果に基づいて推定されている地震の発生頻度は，

過小評価の可能性があることを示唆している。この結果

は，原子力発電所の設置許可申請時に策定される活断層

を震源とする地震の地震動についても，その発生確率を

過小評価している可能性を内包している。

この課題は地質学的な古地震調査のみによって解決す

ることは不可能である。震源断層に至る断層の３次元形

状を明らかにし，地震活動・地殻変動・地殻応力・地殻

物性等の観測・実験データに基づく物理学的検討（破壊

の発生・伝播のシミュレーションなど）と合わせて，地

表断層変位の発生モデルを構築する必要がある。

第 8図 高分解能音波探査で捉えた能登半島地震による海底

の変形（産総研・岡村行信氏資料）

第 9図 連動型巨大内陸地震の例―1891年濃尾地震（M 8．0）

温見断層，根尾谷断層，梅原断層の３断層が連動破

壊して発生。過去１万年間にただ１回起きている。

第10図 A：中越地震に伴って出現した地震断層と背後の崖

B：崖と地震断層を横断するトレンチに現れた逆断層

著 者 紹 介

杉山雄一（すぎやま・ゆういち）
産業技術総合研究所 活断層・地震研究セ
ンター
（専門分野）地質学，第四紀学，活断層
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Ⅰ．は じ め に

2007年７月16日の新潟県中越沖地震（気象庁マグニ

チュード6．8，モーメント・マグニチュード6．6）は原子

力発電所の極近傍に発生し，それにより発電所の建物・施

設が極めて大きな強震動の直撃を受けた。この地震の強

震動は設計時に想定された地震動レベルを2．5倍も上

回った１）。「なぜ想定外の地震動が生じたのか」「今後，別の

地震が起こったときに原子力施設の耐震安全性は確保さ

れるのか」といった問題が突きつけられた。この地震の約

10ヶ月前の2006年９月に改訂された耐震設計審査指針２）

は中越沖地震のような地震の発生に対して有効なのか，

また，新指針に従って原子力発電所の十分な耐震性が確

保できるかどうかについて，検証が必要とされている。

Ⅱ．耐震設計のための基準地震動

原子力施設の耐震設計のための基準地震動は，新指針

で，「地震学および地震工学的見地から施設の供用期間

中に極めてまれではあるが発生する可能性があり，施設

に大きな影響を与えるおそれがあると想定することが適

切な地震動」と定められている２）。この基準地震動による

地震力に対して，「施設はその安全機能が損なわれるこ

とがないように設計されなければならない」と規定され

ている。

上記の新指針の基準地震動の考えは，旧指針で「発電

用原子炉施設は想定されるいかなる地震力に対してもこ

れが大きな事故の誘因とならないよう十分な耐震性を有

していなければならない」との規定と同等な考え方に

立ったものである。しかしながら，新指針では，解説に

おいて，「地震学的見地からは，上記のように策定され

た地震動を上回る強さの地震動が生起する可能性は否定

できない」と記し，耐震設計用の地震動の策定において，

「残余のリスク」が存在することを明記している点が旧指

針の規定と異なっている。さらに，新指針では，「施設

の設計に当たっては，策定された地震動を上回る地震動

が生起する可能性に対して適切な考慮を払い，基本設計

の段階のみならず，それ以降の段階も含めて，この『残

余のリスク』の存在を十分認識しつつ，それを合理的に

実行可能な限り小さくするための努力が払われるべきで

ある」と述べ，耐震設計のための基準地震動評価の意味

をより明確にしている。

1．基準地震動の評価
基準地震動は，旧指針では設計用最強地震力 S１と設

計用限界地震動 S２の２種類が用いられたが，新指針で

は，「最近の地震学および地震工学の知見に基づき，科

学的見地から限界地震動として Ss を評価する」と規定さ

れた。ただし，耐震設計上の必要性から弾性設計用地震

動 Sdを Sd＝α×Ss（α≧0．5）として算出し，S１と同等
のものとして設計に用いることとした。また，基準地震

動は，これまで水平方向のみ決め，鉛直方向は静的地震

力として水平方向の１�２と仮定していたものを用いてき

たが，新指針では，水平方向だけでなく鉛直方向につい

ても，検討対象とする地震とその伝播経路・サイトの性

質を考慮して評価することが規定されている。

基準地震動の Ss を決めるために，敷地周辺における

地震活動・震源の性質，および伝播経路・サイト特性を

十分調査し，施設に最も大きな影響を与える可能性のあ

る地震として検討用地震（複数）が選定される。それらの

地震に対して「敷地ごとに震源を特定して策定する地震

動」が評価される。さらに，調査を行っても特定できな

い地震の存在も知られており，これらの地震に対して「震

源を特定せず策定する地震動」が評価される。

2．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動
「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」は以下の

ような手順で策定される。はじめに，敷地に影響を及ぼ

す地震について，「内陸地殻内地震」，「プレート間地震」，

「海洋プレート内地震」という地震発生様式等に着目した

New Regulatory Guide for reviewing Seismic Design of

Nuclear Power Reactor Facilities and reevaluation of

Seismic Safety of existing Nuclear Power Plants : Kojiro
IRIKURA.
（2011年 １月６日 受理）

耐震設計審査指針とバックチェック

原子力安全委員会が2006年９月に改訂した耐震設計審査指針に基づく基準地震動の評価方法と，柏崎刈羽原子力発電

所を例とした耐震安全性のためのバックチェックについて紹介する。新潟県中越沖地震のときの柏崎刈羽発電所におけ

る強震動は，これまで経験的関係式として用いられている断層最短距離と最大加速度の関係に比べて顕著に大きかっ

た。その原因を明らかにする。また，今後の基準地震動の評価のために，敷地周辺における地震動観測および震源域か

ら敷地に至る伝播経路の地下構造の調査に基づいて，地震動伝播特性の把握，震源となる断層の形状の設定および断層

パラメータのばらつきの検討の重要性について述べる。
愛知工業大学 入倉孝次郎

179原子力発電所における耐震とは何か

日本原子力学会誌, Vol. 53, No. 3（2011） （ 25 ）



分類により，それぞれについて地質・地形学的および地

球物理学的調査を行い，敷地に影響の大きい地震がどれ

かを検討する。「内陸地殻内地震」のため評価すべき活断

層は後期更新世以降に活動が否定できないものとする。

「プレート間地震」や「海洋プレート内地震」は，過去の地

震の発生状況を精査し，敷地周辺の中・小・微小地震の

活動，応力場，地震発生様式等に関する既往の研究成果

を総合的に検討して選定される。このような調査に基づ

き，検討用地震を設定し，それぞれの検討用地震ごとに，

「応答スペクトルに基づいた地震動評価」および「断層モ

デルに基づいた地震動評価」の双方を実施する３）。

応答スペクトルに基づく地震動評価に関しては，旧指

針では，活断層の長さから想定される地震規模と経験的

な距離減衰式から応答スペクトルの形状，いわゆる大崎

スペクトルを決めて，経験的な包絡関数を考慮して時刻

歴波形を決めるという方法で基準地震動の策定がなされ

てきた。改訂指針でも，これまでの基準地震動策定の経

験を生かして，同様の手法で基準地震動を策定する。設

計用の応答スペクトルの形状はこれまで日本国内で蓄積

された強震動データを用いて新たに求め直したものを用

いる。最近の各地で得られた強震動データから，応答ス

ペクトルの経験的関係式は内陸地殻内地震やプレート間

地震など地震発生様式の違い，震源域や伝播経路などの

地域特性により異なることがわかってきた。敷地ごとに

応答スペクトルの適用に当たって，上記の地震発生様

式，地域性などを考慮することが必要とされる。

断層モデルを用いた手法による地震動評価に関して，

最近，地震調査委員会は標準的な評価法として「強震動

予測レシピ」を推奨している。この方法は，断層面積や

地震規模のような震源の全体像を表す「巨視的断層パラ

メータ」と，震源断層の中の不均質性を表すアスペリティ

の面積やそこでの応力降下量などの「微視的断層パラ

メータ」の両方を考慮して，強震動を算出する。これら

の「巨視的断層パラメータ」と「微視的断層パラメータ」は

地震モーメントを関数として経験的に得られた２つの異

なるスケーリング則により推定される（第 1，2図）。

内陸地殻内地震でもプレート境界や海洋プレート内に

起こる海溝型地震でも，種々の調査データから震源域の

大きさやアスペリティの情報が得られると，レシピに基

づいて震源断層がモデル化され，強震動の時刻歴波形が

評価される（第 3図）。また，波形が得られれば，応答ス

ペクトル，最大加速度，最大速度などの情報も同時に求

めることもできる。とくに，敷地が震源断層に近い場合

には断層モデルを用いた方法を重視することが決められ

ている。これは，震源近傍域では震源断層とサイトの幾

何学的位置関係により強震動の波形が大きく影響を受け

るからである。強震動の破壊力を評価する上で，断層破

壊の前方方向に生じる指向性パルスなど波形の位相特性

が非常に重要になる。

原子力施設の耐震安全性を確保するために，敷地周辺

について地形学・地質学・地球物理学的方法で活断層や

第 1図 巨視的断層パラメータのスケーリング―地震モーメ

ントと断層面積の関係（室谷，他，2010）

赤マークと●■▲は最近起こった横ずれおよび逆断

層巨大地震で，地震記録のインバージョン解析から

決められたもので，信頼性が高い。�と�は Stirling

et al．（2006）のカタログからの横ずれ�正断層地震

と逆断層地震で，信頼性は相対的に低い。

第 2図 微視的断層パラメータのスケーリング―断層面積と

アスペリティの全面積の関係（Irikura and Miyake,

2010）

●は横ずれおよび逆断層（高角）地震。○は低角逆断

層地震。

第 3図 地震動評価のための特性化震源モデル

（原子力安全委員会地震動解析技術等作業会合（平成

20年７月24日）資料第７号）
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海溝型地震の震源域の詳細な調査を実施し，震源断層の

３次元的形状をモデル化し，波形シミュレーション法を

用いて基準地震動を策定する方法は世界に先駆けた最新

の考え方である。これが今回の改訂の重要点の１つで，

国際的にも日本がはじめて導入したものである。

3．震源を特定せず策定する地震動
改訂指針では，旧指針のようにM 6．5の「直下地震」と

いうような一定規模の「地震」を規定するのではなく，活

断層との関係が特定できなかった過去の地震の地震動の

応答スペクトルを参考に，「震源を特定せず策定する地

震動」を基準地震動の１つとして別途に算定することと

した。具体的には，震源と活断層を関連付けることが困

難な内陸地殻内地震について，震源近傍で得られた観測

記録を収集し，これらを基に敷地の地盤物性を加味した

応答スペクトルを設定し，これに地震動の継続時間，振

幅包絡線の経時的変化等の地震動特性を適切に考慮して

地震動評価を行うこととした。ただし，この考え方を具

現化して策定された基準地震動の妥当性については，申

請時点における最新の知見に照らして個別に確認する必

要があることも規定されている。例えば，地震本部によ

る「震源断層をあらかじめ特定しにくい地震」の最大規模

等を参考に，対象地域毎に適切な規模・地震発生様式を

もつ地震を設定し，それらの震源断層を想定し，震源近

傍の面的な地震動評価を行い，その地震動レベルから妥

当性を確認すること等が参考例として挙げられる。

Ⅲ．2007年新潟県中越沖地震の強震動

この地震の強震動は防災科学技術研究所のK�NETお

よびKik�net 強震観測網に加えて，柏崎刈羽原子力発

電所の地表および地中観測網など震源近傍域を含む多く

の観測点で記録された。強震動の最大値と距離の関係か

ら，この地震の強震動は全般的には既存の距離減衰式に

ほぼ一致しているが，最も震源断層に近いと考えられる

柏崎刈羽原発サイトでの強震動記録は，地表，地中岩盤

とも既存の距離減衰式よりも顕著に大きいことがわかっ

た（第 4図）。同発電所にある７機の原子炉の基礎版上

で，設計時の地震動レベルを上回る観測記録が得られ

た。そのうち，地震動が最も大きかった１号機では，設

計レベル273ガルの約2．5倍にあたる最大加速度680ガル

（EW成分），比較的小さかった５号機でも設計レベル254

ガルの約1．7倍の最大加速度442ガルが記録された。柏崎

刈羽原発の強震動が大きい理由として以下があげられ

る。

� 震源特性については，強震動生成に寄与するアス

ペリティの応力降下はやや大きい程度（1．5倍程度）。こ

れは観測された強震動と既存の距離減衰式の関係にほぼ

対応している。� 伝播経路については，震源域からサ

イトに至る地下構造（地殻浅部構造）が褶曲構造になって

いて，サイト付近で背斜構造となっていることおよび厚

い堆積層（西山層，Vs＝0．7 km�s）のため，震源から出

た波がサイト付近でフォーカッシング効果により振幅が

増大した可能性が高い。標準的な地下構造の地域に比べ

て，地震動は５号機側（北側）で約1．5倍，１号機側（南側）

で約３倍大きい。このことは本震のみならず，余震の観

測データおよびシミュレーションでも確かめられてい

る４，５）。

この地震について，余震分布に基づき震源断層面（南

東傾斜の逆断層）を設定し，震源近傍域の強震動記録を

用いて断層破壊過程の推定が多くの研究者により行われ

ている。それによると，この地震の震源モデルは強い揺

れを生成するアスペリティが３つあったことがわかって

きた。経験的グリーン関数法を用いると，３つのアスペ

リティからなる断層モデルで広帯域の強震動の再現が可

能である（第 5，6図）。

原子力発電所のような重要構造物の耐震安全性を確保

するためには，活断層調査に基づいて敷地に影響のある

地震を想定し，適切な断層パラメータを設定し，精度の

高い強震動予測を行い，それに耐え得る構造物の設計を

行う必要がある。中越沖地震を引き起こした震源断層は

余震分布の延長上にあるF�B断層に対応することがほ

ぼ明らかになった（第 7図）。このF�B断層は，建設時

第 4図 左：2007年中越沖地震の破壊開始点（星印），震源断層（長方形で囲われた部分，実線：地表，破線：地中），

および柏崎刈羽原発の位置関係。右：強震動（PGA：最大加速度）の距離減衰。
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点で海域に断層として存在することは東京電力により確

認されていたが，５万年以降の活動がないということで

評価対象となる活断層ではないと判断されていた。その

後，褶曲の形態に関する新知見が得られ，活断層として

認定すべきとの見解が出され，その考えに基づいて東京

電力は基準地震動の再評価を行ったが，この活断層に対

する地震動は旧指針の S２を上回らないとの結論を出し

た。これは，地表で活断層情報が得られたとしても，震

源断層に関するモデル化が適切に設定できなければ，地

震動が評価できないことを如実に示している。

Ⅳ．新指針に基づく既存原子炉施設のバック
チェック

耐震設計審査指針の改訂（2006年９月）を受けて，原子

力安全委員会は，行政庁に原子力事業者に対して既設も

含めて原子力施設の耐震安全性の評価の実施と，その結

果の速やかな報告を指示した。原子力安全・保安院は，

原子力施設について新耐震指針に照らした耐震安全性の

評価（バックチェック）を原子力事業者に要請した。それ

を受けて原子力事業者は，耐震安全性の評価の実施計画

書を行政庁に提出し，既設原発の耐震安全性の評価のた

めに地形・地質調査を実施するとともに，基準地震動の

第 5図 2007年新潟県中越沖地震の特性化震源モデル

第 6図 柏崎刈羽原子力発電所の１号機基礎版上での観測記

録（黒）と経験的グリーン関数を用いて合成された地

震動（赤）との比較

震源モデルは第５図に示される。

第 7図 柏崎刈羽原子力発電所周辺陸域および海域における

活断層調査結果

敷地への影響の大きい検討用地震として，陸域で長

岡平野西縁地震，海域でF�B断層地震がそれぞれ

選定された。
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評価を準備している最中に，新潟県中越沖地震は起こっ

た。

柏崎刈羽原子力発電所では，中越沖地震による影響評

価とともに，新指針に基づき，基準地震動の評価がなさ

れ，それに対する７機の原子炉の耐震安全性の評価が順

番に行われている。最初に７号機，次いで６号機，１号

機，５号機について，原子力安全・保安院および原子力

安全委員会による耐震安全性の確認が終了し（2010年12

月現在），順次，運転が再開されている。

耐震安全性評価のための基準地震動の設定は以下の手

順でなされる。耐震設計上考慮すべき断層については，

旧指針では５万年前以降に活動したものとされていた

が，新指針では後期更新世以降の活動が否定できないも

のを対象とする。活断層の調査は，新たに作成された「活

断層等に関する安全審査の手引き（2008年６月）」に基づ

いて，事業者により変動地形学，地質学，および地球物

理学的な詳細調査が行われるとともに，原子力安全・保

安院による海上音波探査や専門家を交えた現地調査など

の補足調査が実施された。これらの調査結果に基づき，

原子力安全・保安院は，柏崎刈羽原子力発電所に影響の

大きい活断層は，海域ではF�B断層（長さ約36 km），

陸域では長岡平野西縁断層帯（長さ約91 km）と評価した

（第 7図）。

それらの活断層が震源となって発生する地震を検討用

地震として，発電所敷地における基準地震動が，経験式

を用いた応答スペクトル手法，および断層モデルを用い

た波形合成の手法で評価される。断層モデルによる評価

では，新潟県中越沖地震の観測データの分析に基づき，

その特徴を踏まえた震源のモデル化と地震波の伝播経路

特性を考慮した地震動の計算がなされた。

東京電力による基準地震動の評価結果について，原子

力安全・保安院の審議で，活断層の諸元の妥当性および中

越沖地震の分析結果の反映などの評価の見直しが行われ

た。見直しの結果，最終的に設定されたF�B断層地震

の震源モデル（基本モデル）は３つのアスペリティからな

る特性化震源モデルである（第 8図）。長岡西縁断層地震

については３つのセグメントからなり，その中で51 km

の長さの角田・弥彦セグメントに２つのアスペリティ，気

第 8図 F�B断層地震に対する震源モデル（基本モデル）。

第 9図 種々の検討用地震に対して評価された基準地震動の

加速度応答スペクトルの例

Ss�１と Ss�２はFB断層地震に対する応答スペクトル

法と断層モデル法による評価，Ss�３と Ss�４は長岡

平野西縁断層地震に対する応答スペクトル法と断層

モデル法による評価。評価地点は荒浜側（１～４号

機）の解放基盤表面。
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比ノ宮および片貝セグメントにそれぞれ１つ，計４つの

アスペリティからなる震源モデルを設定して地震動が計

算された。これらの地震に対して計算された基準地震動

の加速度応答スペクトル例が第 9図に示される。基準地

震動は，基本モデルに対する評価だけでなく，断層パラ

メータのばらつきを考慮して策定される。最終的には求

められた基準地震動は１～４号機側で2，300ガル，５～

７号機側1，209ガルとして策定された（第10図）。なお，

柏崎刈羽原子力発電所の設置時の基準地震動（S２）は

450ガルだったので，今回の評価はその2．7～5．1倍となっ

た。

これらの基準地震動から逆算される原子炉基礎版での

入力地震動は，１号機で829ガル（観測は680ガル），５号

機で652ガル（観測は442ガル）など，いずれの号機におい

ても，中越沖地震で観測された強震動の1．2～2．0倍の強

さに相当している。

原子力安全委員会は，柏崎刈羽原子力発電所の基準地

震動の評価等に関する原子力安全・保安院の見解に関し

て，原子力安全性評価特別委員会で独自の検討を行い，い

くつかの留意点を指摘した。F�B断層に対する震源断

層のモデル化に関して地震調査委員会における検討を参

考に，地震モーメント（1．7倍）およびアスペリティ個数

（４個）を想定した確認用地震動の評価を行い，基準地震

動のレベルが適切であることを確認している１）。

Ⅴ．ま と め

2006年９月の新耐震安全審査指針の改訂を受けて，関

連する原子力施設では，敷地に影響する海溝型地震や活

断層の調査，それに基づく震源断層モデルの構築および

断層パラメータの不確かさの検討により，基準地震動が

評価され，その基準地震動に対する施設の耐震安全性に

関するバックチェックが行われている。2009年新潟県中

越沖地震の強震動の直撃を受けた柏崎刈羽原子力発電所

の耐震安全性の評価は，これからの原子力発電所の耐震

性を検討する上でキーとなるものである。今回の地震か

ら得られる強震動の評価や施設の健全性の確認に関わる

知見を整理し，他の原子力発電所に反映すべき事項を明

確にする必要がある。

基準地震動の評価に関して，今後解決すべき多くの課

題が残されている。特に緊急の課題としては，地表に短い

活断層のみが分布する場合に地下の断層形状の推定，複

数の断層の連動性，さらに，震源を特定しにくい地震や震

源を特定せず策定する地震動の評価についてより詳細な

検討が必要とされている。また，別の観点として，現在

の決定論的手法で評価される基準地震動は震源パラメー

タの不確かさを考慮して保守的に見積もられているが，

施設がそれより大きな地震動を受ける可能性は否定でき

ない。現在の決定論的評価法と確率論的評価法を融合す

ることにより，残余のリスクを定量的に評価する方法論

の確立が必要とされている。これらの課題は，地震学的

検討だけでなく，地形学・地質学，建築工学，機械工学，

原子力工学の研究者と共同で検討が必要とされている。
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第10図 採用された基準地震動の最大加速度の一覧

Ss�１～Ss�５の応答スペクトルは第９図に示される。
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Ⅰ．は じ め に

日本に原子力発電施設が出現して以来，21世紀になる

までは大きな地震が施設の近くで発生することはなかっ

たが，第 1表に示すように，2005年８月に宮城県沖地震

が女川原発の，2005年３月に能登半島沖地震が志賀原発

の近くで発生し，その地震記録の応答スペクトルが設計

用の応答スペクトルを一部の周期帯で上回ったため，施

設等の再検証がなされた。また，2007年７月には柏崎刈

羽原発が直下に近い中越沖地震に見舞われ，設計用地震

動を大きく越える応答が観測され，その耐震安全性が問

題になった。さらには2009年８月には駿河湾の地震で浜

岡原発が自動停止する事態が発生している。このように

わずか５年の間に，原子力発電所を襲う地震が頻発し

た。これらの地震で柏崎刈羽原子力発電所の３～５号

機，浜岡原子力発電所の５号機は安全性の確認が完全に

終了していないとして，停止したままである。たまたま，

2006年９月にそれまでの耐震設計審査指針の見直しがな

され，新指針に基づいた既存原発の耐震バックチェック

が行われようとした時と重なっていたため，バック

チェックに当たって，特に断層調査とそれに基づく設計

用地震動の評価が大きな話題となった。

本稿では原子力発電施設の耐震設計の実情と，将来の

設計のあり方について述べたい。

Ⅱ．原子力発電施設の耐震設計

地震に対する安全性を確保するために，極めてまれな

がら施設の供用期間中に発生すると想定される地震動に

対しても，安全上重要な機能（止める，冷やす，閉じ込

める）が損なわれないように設計することが求められて

いる。しかし，その機能の重要度に応じて設計用の地震

力には差がつけてある。具体的には Sクラス施設，Bク

ラス施設，Cクラス施設の３種類である。Sクラス施設

は安全上重要な機能に関係するもので，例えば，原子炉

格納容器，原子炉圧力容器，非常用発電機などで，Bク

ラス施設は廃棄物処理施設，Cクラス施設は発電機，ター

ビン設備などである。

Sクラスの各施設は「弾性設計用地震動 Sd」による地

震力または「静的地震力（建築基準法で定められた一般建

築物に対する設計用基準値（Ci）の３倍（3．0 Ci）に基づく

地震力）」と鉛直方向の動的地震力および静的地震力

（Cv）も考慮し，水平，鉛直の地震力を組み合わせて作

用させたものに対して許容応力度設計されたうえで，「基

準地震動 Ss」による動的地震力に対して安全機能が保持

できることを検証することとなっている。ただし，実際

にはほぼ弾性限度に収まるよう設計されるのが通常であ

る。

Bクラスの施設は「静的地震力（1．5 Ci）に対して設計

がなされ，また共振の恐れのある施設についてはその影

響についても検討が行われることになっている。Cクラ

スの各施設は「静的地震力（1．0 Ci）」に対して設計が行わ

れる。なお，機器・配管の「静的地震力」については，建

物・構造物の設計用地震力の1．2倍の値を用いることと

なっている。簡単にいえば，Sクラスの施設は，一般の

建築物の３倍以上の，Bクラスの施設は1．5倍以上の耐

震性能を保有するように設計されているといえる。それ

ら設計用地震力の考え方をまとめて第 2表に示す。
Earthquake Resistant Design of Nuclear Power Plant :
Takao NISHIKAWA.
（2010年 ９月２８日 受理）

原子力発電施設の耐震設計

原子力施設は基準地震動 Ss による地震力に対して，保守的に安全余裕をもって設計されている。しかしながら実際

に出来上がったものがどの程度の裕度を有しているかはこれまで，定量的に示されてこなかった。その答えが，新潟県

中越沖地震のときに柏崎刈羽発電所施設の応答の地震記録を解析することである程度明らかになり，安全余裕がどこの

部材でどの程度あるかの研究が進んでいる。

首都大学東京 名誉教授 西川 孝夫

第 1表 設計用地震動レベルを超えた最近の地震

・駿河湾沖の地震

2009年８月11日 マグニチュード 6．5

浜岡原発

・新潟県中越沖地震

2007年７月16日 マグニチュード 6．8

柏崎刈羽原発（ほぼ直下か）？

・能登半島地震

2007年３月25日 マグニチュード 6．9

志賀原発

・宮城県沖地震

2005年８月16日 マグニチュード 7．2

女川原発
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Ⅲ．設計上の許容限界（性能）

工学の分野での設計では，外力の不確実さ，用いる材

料などの不確実さ並びに設計に用いるモデルの不確実さ

等から，設計解析上生じる応力，変形に対してある程度

の安全率を見込んだ許容限界を設け，最終的な安全性を

図ることが一般的である。第 1，2図に建物・構築物の

許容限界，機器・配管系の許容限界に関する概念図を示

す。

基準地震動 Ss による地震力と他の荷重を組み合わせ

た荷重に対して建物・構築物では，構造全体が荷重に応

じて変形できる能力に充分な余裕があり，終局耐力に対

して妥当な安全余裕があることを確認し，また機器・配

管系では荷重によって発生する応力について，構造物の

相当部分が降伏して塑性変形が生じても，過大な変形，

亀裂，破損等が生じ，施設の機能に影響が及ぼさないこ

とを確認することにしている。

しかし，現実にはそれら荷重に対してほぼ弾性領域の

応力以内に納める設計がなされている。原子力の世界で

は「保守的」といっているようであるが，逆に出来上がっ

たものが安全限界状態に対して実際はどの程度の余裕を

有しているのかは必ずしも明確でない。今回の中越沖地

震の際にも，一部の号機で設計用の地震動に対する応答

値を大きく超える記録が観測されたにもかかわらず，無

被害で，それに対してもともと原子力施設は充分な耐震

余裕度を持っているので，安全性には問題はないとする

一般にはわかりにくい説明がなされたりすることがあっ

たのも，そのためである。原因は，機器等の安全限界が

第 2表 設計用地震力と許容限界

建物・建築物の許容限界の例

第 1図 建物・構築物の応力とひずみの関係例

機器・配管系の許容限界の例

第 2図 機器・配管系の応力とひずみの関係例
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不明瞭な上に，設計解析モデルも余裕度を確保すること

に重点を置いて（？），工学的簡略モデルに頼っており地

震時の実現象を必ずしも正確に把握してこなかったきら

いがあるためである。

しかし，新潟県中越沖地震での柏崎刈羽原子力発電所

に対するその後の種々の解析的検討の結果，第 3図に示

すように，従来の単軸質点系モデル（左側のモデル図）よ

り，床の剛性をも考慮した多軸質点系モデル（右側のモ

デル図）のほうが，さらには３次元有限要素法モデルの

ほうがより実情の挙動をよく模擬できることが明らかに

なった。これら詳細モデルによる解析から，今回の地震

に対する建屋部位，設備・機器ごとの安全余裕の程度が

ある程度明らかになり，余裕があまりなかった箇所，十

分過ぎる余裕があった箇所などが判明し，その後の点検

や補修・補強計画に活かされている。

Ⅳ．性能設計に向けて

現在の原子力施設の耐震設計は出来上がったものの最

終的な性能を示す体系にはなっていない。活断層に関す

る調査・研究が急速に進み，新しい知見が次々に公表さ

れ，それによる地震動が種々予測される現在，原子力発

電施設の設計，あるいは既存施設の安全性の再確認のた

めには，出来上がった施設の性能をできるだけ詳細に把

握する必要がある。そのためにはできるだけ実情に応じ

た解析モデルを用いた検討が必要であるし，保守的な設

計がどの程度各部位の安全率を正当に評価しているのか

を検証する必要があろう。

原子力発電施設の各部位の力学特性と安全機能限界が

第 4図に示すように定量的に示されるならば，想定地震

動に対してどの程度の安全余裕が確保されているかを，

相当程度まで定量的に示すことが可能となろう。一般建

築物の耐震設計ではすでに建物の３次元解析が主流で，

できるだけ地震時の挙動を詳細に推測することが行われ

ているし，それに基づいた性能設計の概念が取り入れら

れ，建物の持つ性能を定量的に示すことが行われてい

る。また，耐震性能を向上させるための技術の開発―応

答制御技術―の開発が進んでいる。例えば，地震動を建

物に入れにくくしようとする構造方式，免震構造などの

第 3図 解析モデルとその精度

第 4図 建屋の性能明示の例
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導入である。このシステムは建物の基部に第 3表に示す

積層ゴムなどの免震支承（免震部材ともいう）を入れ，建

屋系としての周期を長くし，かつ地震入力エネルギーの

大部分を免震層で吸収しようとするのである。基礎を

しっかり地面に固定した従来の建築方法と比べて建屋に

入る地震動は，第 5図に示すように大幅に減るので，建

屋の安全性は相対的に増し，たとえ想定を超えた地震動

が発生しても耐震安全性が損なわれる可能性は大幅に減

少する。また，このシステムは地盤から切り離したもの

になっているので，地盤との相互作用がないというメ

リットもある。原子力施設に免震構造を導入すれば，施

設の耐震安全性向上につながるし，施設への入力を制御

できることから，例えば，施設の標準設計が可能になる

ということにもつながる。日本ではまだ実用化されてい

ないが，フランスではすでに40年くらい前に実用化され

ており，強地震帯での原子力発電施設には免震構造を取

り入れる動きが活発化している。ITER（国際熱核融合実

験炉）計画でのトカマク建屋には免震構造を採用する予

定としており，さらに国際的に免震原子力発電所を売り

込む動きを見せている。わが国でも，次世代軽水炉の開

発計画の大きな柱の一つが免震原子力発電所の開発であ

るといわれているが，強地震国である我が国こそが，そ

の実用化を急ぎ，世界にその技術を普及させる必要があ

ろう。

Ⅴ．結 び

2007年の中越沖地震は設計で想定していた地震動レベ

ルを超える地震であったが，原子力発電施設緊急時に要

求される「止める，冷やす，閉じ込める」という原子炉の

安全性を守るための重要な安全機能は維持された。しか

し，B，Cクラスの構造物・施設に生じたいくつかの被

害や，地盤に生じた被害などから，国民に原子力発電施

設の耐震性に対しての不信感をもたらした。国民の原子

力施設の耐震安全性に対する不安感を払拭するために

は，耐震性能や安全余裕度等を明示できるきめ細かい設

計法を開発・適用するとともに，第 6図に示すような免

震構造，SC構造などの新しい技術の積極的な導入が必

要であろう。

参考および引用

第１表，第１，２図は，原子力安全・保安院，原子力安全

基盤機構作成の「原子力発電所の耐震安全性」および「新しい

耐震設計審査指針」からの引用である。本梗概は，日本保全

学会第５回学術講演会予稿集（2008年７月）への発表論文に加

筆，修正したものである。

第 3表 免震構造における支承

第 5図 免震効果

第 6図 将来の技術動向

著 者 紹 介

西川孝夫（にしかわ・たかお）
首都大学東京 名誉教授
（専門分野）建築耐震工学
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Ⅰ．は じ め に

新潟県中越沖地震後の柏崎刈羽原子力発電所では，設

備への影響評価が完了した号機より運転が再開されつつ

ある。点検・評価に携わった多くの関係者に敬意を表す

るとともに，災害から得られた貴重な教訓を広く共有す

ることが，原子力発電を進めていくために必要である。

中越沖地震を契機に，原子力安全・保安院，原子力安

全委員会，新潟県がそれぞれに審議会を設置し，設備健

全性について入念な検討を実施していることは周知のと

おりであるが，関係学協会もまた専門家による委員会を

設置し，それぞれの立場から検討を進めてきた。日本原

子力技術協会も「中越沖地震後の原子炉機器の健全性評

価委員会（主査：野本敏治）」（SANE委員会：Structural

Integrity Assessment for Nuclear Power Components

experienced Niigata Chuetsu-Oki Earthquake）を発足さ

せ，構造強度・検査・耐震などを専門的分野とする学識

経験者と，電力・メーカ関係者が一同に会することに

なった。

SANE委員会では，まず重要設備に外見上の大きな

損傷がないことを確認し，健全性評価をどのように具体

化するか模索しながら，検査と解析の組合せによる評価

フロー，想定される損傷モード，考慮すべき事象につい

て議論を開始した。約３年にわたる検討のなかで地震後

の設備健全性評価が進展し，教訓を今後に反映させるた

めの活動を継続している。本稿では，SANE委員会で

得られた知見をもとに設備への影響評価の一端を紹介す

る１）。

Ⅱ．地震による設備の損傷状況

2007年７月16日にM 6．8の中越沖地震が発生し，柏崎

刈羽原子力発電所を直撃した。原子炉建屋基礎版上の観

測加速度が設計時の動的地震力による最大加速度応答値

を大きく超えたものとなった（第 1図）。

安全上重要な耐震重要度A, As クラスの設備に有意な

損傷はなく，原子炉内も全号機の点検結果，機器に影響

を与える損傷・変形・脱落などの異常はなかった。

従前より耐震設計段階では，様々な不確定要素に安全

側の判断を加えており，設計基準には多くの保守性があ

ることが知られていたが，静的地震力（建築基準法で定

められた静的地震力の３倍を考慮）や様々な設計上の保

守性に起因する裕度が重要設備を守ることが示された。

その一方で，耐震グレードの低い変圧器，排気ダクト，

構内道路，事務所等が大きく損傷した。中越沖地震後の

柏崎刈羽原子力発電所設備の損傷の状況を第 1表に示

す。

Report on the Structural Integrity Assessment of the

Nuclear Power Components by the JANTI Committee :
Toshiharu NOMOTO
（2010年 ９月２９日 受理）

機械・電気設備への影響評価

柏崎刈羽原子力発電所の安全上重要な機械・電気設備に，中越沖地震による有意な損傷はなかった。本稿では日本原

子力技術協会に設けられた SANE委員会の検討結果として，検査と解析の組合せによる健全性評価の枠組み，設備点

検と解析評価の事例，地震後の再起動に関する検討状況を紹介する。

東京大学名誉教授 野本 敏治

第 1図 新潟県中越沖地震の概要

第 4図 循環水配管の変形状況

第 2図 主変圧器の損傷

（基礎ボルトの破断）

第 3図 ろ過水タンクの損傷

（象脚座屈）
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被害の多くが屋外設備に発生した。なかでも所内変圧

器とタービン建屋をつなぐケーブル部の基礎が沈下した

ことにより，変圧器の中に入っていた絶縁油が漏れ，

ショートによる発火で発生した火災が生々しく報道され

たことは記憶に新しい。その他にも大きな重量物を基礎

ボルトで固定しているような構造や，地盤沈下により相

対変位が生じるような個所に大きなエネルギーが生じ破

損に至った事例が散見された。（第 2，3図）。

ろ過水タンク基部の全周にわたる象脚座屈は，FEM

解析による円筒形容器の座屈挙動シミュレーションによ

り，構造強度評価の知見拡充に活用されている。

また地震で変形が生じた屋外埋設配管の事例とし

て，３号機循環水系配管の下部マイタ管がある（第 4

図）。FEM解析の結果，土中の外圧座屈に対する裕度

は水門鉄管技術基準で要求されている裕度を大きく上回

り，継続使用に支障がないことが確認されている。

Ⅲ．発電設備の地震影響評価

1．安全規制上の地震に対する要求事項
地震後の機器への健全性評価は，耐震安全上の重要な

機器が地震荷重を受けた後もその機能を維持しており，

「止める」「冷やす」「閉じ込める」という安全機能により設

備の安全性が確保されることにある。

「発電用原子力設備に関する技術基準（省令62号）」第５

条には耐震設計に係る要求事項が定められている。この

技術基準は性能規定化されており，原子力安全・保安院

が定める解釈により，耐震設計の具体的な方法は「原子

力発電所耐震設計技術指針（JEAG 4601）」に基づいて実

施することとされており，ここに規定された各運転状態

における容器，配管，支持構造物等の要件を満足するこ

とにより，地震による破断，崩壊などの損傷を防止する

ことが求められる。

また，技術基準（省令62号）における耐震設計以外の要

求事項として，第９条で設備の材料および構造に関する

要求があるほか，各設備に対して安全上要求される機能

に係る事項がその他の条項に定められており，その具体

的な方法は関連する学協会規格によることとされてい

る。これらの法令や学協会規格により，地震後の原子力

発電所の機械・電気設備への影響評価は，機器レベル，

系統レベル，プラント全体での評価と順を追って進めら

れる。

ここで機器レベルの評価では，地震荷重により機器が

実際に経験した応力状態に基づいて構造健全性を評価す

る。また，機能維持の評価は，地震時に作動することが

要求される動的機器に対して回転機器の作動性などの機

能を評価している。

さらに耐震性については，平成18年９月に改定された

「発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針」に対応す

ることが求められている。東京電力では本指針に照らし

て策定した基準地震動 Ss による耐震安全性評価を行

い，安全上重要な機能を有する設備について耐震強化後

の地震応答解析結果を取りまとめた。さらに各号機の耐

震安全性を向上させるために耐震強化工事（配管サポー

ト追加・強化，排気筒の強化，原子炉建屋・天井クレー

ンの強化，燃料取替機の強化など）を実施している。

2．検査と解析の組合せによる評価の枠組み
SANE委員会では，機器レベルの構造健全性評価に

ついて，設備点検と地震応答解析の組合せにより全体フ

ローのなかで個別検討課題を抽出し，WGを設置して具

体的な検討を重ねた。健全性評価に資するデータ補強が

必要な場合には，追加試験の進め方を検討した。地震後

の設備健全性評価，耐震安全性評価に関するフローと各

WGの位置づけを第 5図に示す。

地震を受ける容器，配管，支持構造等の機器に想定さ

れる損傷モードとしては，破断，崩壊，過大な変形（座

屈を含む），疲労損傷の累積とき裂の発生等を評価した。

また，経年事象（SCC，減肉など）についても考慮する

こととした。

地震後の健全性確認のための解析的評価は，設計段階

における想定地震に対する評価と異なり，既知の構造・

材料特性値を用いた，より精度の高い評価が可能であ

第 5図 構造健全性評価，耐震安全性評価の位置づけ

第 1表 中越沖地震後の発電所設備の損傷状況
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る。さらに採取された地震観測記録と，地震時のプラン

ト状態から，地震時に作用した荷重を推定し，機器の状

態（損傷の有無，変形や破損状況など）を補完的に説明す

ることが可能である。

SANE委員会の当初の課題であった点検と解析の組

合せによる健全性評価の枠組み，疲労寿命の評価，塑性

ひずみ測定，締結部材の検査，原子炉圧力容器基礎部の

弾塑性手法適用などの成果は，東京電力による健全性評

価報告や国の様々な審議プロセスの中で間接的に活用さ

れている。以下にその具体的な事例を紹介する。

3．設備点検・検査手法の検討事例
発電所の膨大な設備を点検・検査していくためは，第

6図に示すとおり，各設備に共通的に実施する目視点

検・作動試験等の基本点検と，基本点検や地震応答解析

の結果に応じて実施する追加点検（分解点検・非破壊試

験等）に分けて事前の点検計画が作られる。

点検実施に際しては，遵守すべき関係法令・基準と，

点検・評価者に必要とされる力量を明確にし，地震によ

る損傷部位を的確に予測して設備点検に反映する体制が

重要となる。

SANE委員会では，遵守すべき基準等を明記し，点

検・評価者に必要とされる資格について検討した。ま

た，NDI などとともに塑性ひずみの評価，基礎ボルト

の健全性評価の評価方法について提案した。

これらの検査手法は原子力発電設備のみならず，産業

設備全般の検査手法にも適用できるものであり，「地震

発生後の検査手法ガイドライン（仮称）」として取りまと

めることとしている。

（ 1） 塑性ひずみの検出手法

中越沖地震直後の混乱のなか，仮に配管系が大きく揺

れて塑性変形が生じたと想定した場合に，目視点検では

容易に検出できない塑性ひずみを，据付状態のまま測

定・評価することが可能か否かについて，検討する必要

性が生じた。

SANE委員会では検査技術を幅広く調査し，候補と

してビッカース硬さ測定，磁気特性検出などの評価手法

適用の有効性を評価，現場での作業性も考慮に入れて硬

さ測定法を選定した。

第 7図には，原子力発電所の代表的な配管材料の塑性

ひずみと表面硬さの関係を示す。一般に表面硬さは塑性

ひずみの増加に伴い増加する傾向があるが，表面硬さと

塑性ひずみに相関があることを実験室における基礎的な

評価で確認した。さらに原子力発電所内での作業性を考

慮した結果，表面硬さ測定を有効な塑性ひずみ検出手法

として選定し，具体的な測定方法として定めることとし

た２）。

硬さ測定による塑性ひずみの評価は，これまでに柏崎

刈羽発電所の１，５，６，７号機の耐震設計グレードの高

い配管の追加点検に適用された結果，いずれの配管も有

意な硬さ上昇はなく，地震による有意な塑性ひずみは生

じていないことが確認されている。

（ 2） 基礎ボルトの検査手法

地震による損傷モードとして想定すべきもののひとつ

に，機器を固定する基礎ボルトのねじ部谷底からのき裂

の発生がある。基礎ボルトは先端部を除いてほとんどが

コンクリート等に埋設されているため，SANE委員会

では超音波探傷方法（UT）による検査手法を検討し，ね

じ部谷底を対象としたモックアップ試験を経て，基礎ボ

ルトの具体的な検査方法を提案した。第 8図に圧力容器

基礎ボルトの試験結果を示す２）。

これまでに柏崎刈羽発電所の１，５，６，７号機の圧力

容器を含む代表機器の基礎ボルトに本検査方法が適用さ

第 6図 点検・検査手法

第 7図 表面硬さと塑性ひずみの相関確認試験結果

（ポータブルビッカース硬さ計）

第 8図 UTによる基礎ボルト点検結果

（原子炉圧力容器基礎ボルト）
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れた結果，いずれの基礎ボルトも欠陥は検出されず，健

全であることが確認されている。

4．解析評価の検討事例
（ 1） 配管系の地震応答解析

発電所設備のなかで大きな物量を占める配管系は，第

9図に示すように，容器などの単体機器に比較して地震

荷重の影響が大きいことがわかる。一方で，この配管系

は設計上の評価基準値を超えて，大きな裕度を有してい

ることが，加振台を用いた耐震実証試験や実設備での地

震経験から確認されている。

したがって耐震設計技術指針（JEAG 4601）による評価

の保守性を踏まえ，状況に応じて弾塑性解析手法を適用

することや，余裕の適正化を図った規格類の適用検討，

合理的な耐震性評価手法を追求することが必要である。

また耐震設計上の裕度に定量的な考察を加え，わかり

やすく説明していくことも今後の検討課題である。

（ 2） 低サイクル疲労寿命評価

地震荷重を受けた耐震重要度A, As クラスの配管系の

健全性評価では，有意な変形や割れが発生しないことは

もちろんのこと，地震の交番荷重による疲労損傷を，設

計疲労曲線を用いた疲労累積係数により評価することが

重要である。

一般に，鉄鋼材料が塑性変形するとひずみ硬化が生

じ，塑性ひずみの負荷により低サイクル疲労寿命は減少

し，高サイクル疲労寿命は増加することが予想される。

そこで SANE委員会では，あらかじめ塑性ひずみ（予ひ

ずみ）を与えた材料の疲労試験を実施し，低サイクル疲

労寿命に及ぼす塑性ひずみの影響について検討した。

予ひずみを付与した材料の低サイクル試験結果の一例

を第10図に示す。ここで，横軸は等価破断繰返し数で，

予ひずみを付与したときの繰返し数を予ひずみ付与後の

疲労試験の繰返し数に加算した破断繰返し数である。こ

の試験では最大16％（±８％）の予ひずみを与えたが，予

ひずみの付与に関わらず，疲労寿命は既存データとほぼ

同等であり，予ひずみ範囲16％（±８％）までの試験では

疲労寿命への影響は認められなかった２）。

またいずれの試験結果からも，設計疲労曲線に対して

は十分な余裕が確保されていることを確認した。

（ 3） 原子炉本体基礎部の耐震安全評価

原子炉本体基礎部（RPVペデスタル）は，第11図に示

すように，鋼板円筒殻の内部にコンクリートを充填した

構造となっている。原子炉建屋―原子炉格納容器―RPV

ペデスタルを連成させた地震応答解析を実施する場合，

これまではRPVペデスタルを弾性と仮定した解析を実

施しており，建屋系に比較して相対的に重量の小さい

RPVペデスタルの応答挙動は，重量の大きい建屋系の

応答の影響を受けることになる。そこで原子炉本体基礎

部の地震応答解析を地震時の挙動を実態に合わせ，

ABWR，BWR５型プラントのそれぞれについてRPV

ペデスタルの弾塑性モデルを作成し，地震応答解析と強

度評価を実施した。

弾塑性モデルの作成に当たっては，鋼板コンクリート

構造耐震設計技術指針（SC指針）をもとに，RPVペデス

タルの固有の構造様式，隔壁方式の SC構造などを考慮

して，スケルトンカーブおよび履歴特性をモデル化し

た３）。

第12図にRPVペデスタルの検討フローを示す。補正

案に基づく弾塑性モデルを用いて基準地震動 Ss に対す

る地震応答解析を実施し，円筒部，基部アンカ部など各部

に生じる応力が許容値を満足していることを確認した。

第 9図 各機器の発生応力に占める地震荷重の割合

第10図 オーステナイト系ステンレス鋼の疲労試験結果

第11図 RPVペデスタルの構造（ABWR）
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Ⅳ．地震後の再起動プロセスの検討

中越沖地震後の柏崎刈羽原子力発電所のみならず，昨

今の大地震を経験した国内原子力発電所では，再起動ま

でに多大な時間を要している。将来の予期せぬ地震発生

に備えて対応方法を事前に定めておくことは，地震後の

プラント再起動に至る点検・評価プロセスを的確かつ効

率的に実施するために有効である。安全確保を大前提に

原子力発電所の設備利用率を向上させていくことも，今

後の課題である。

このため SANE委員会では，柏崎刈羽原子力発電所

の地震経験から得た知見を活用し，地震後のプラント再

起動に至る点検・評価プロセスについて検討することと

した。

すでに米国ではEPRI ガイドラインや学協会において

地震前計画と地震後の対応について基準類が整備されて

おり４，５），IAEAにおいても地震前後の対応をまとめたレ

ポートがまとめられつつある。

SANE委員会では，中越沖地震での経験や海外動向

を踏まえて，地震前の計画と地震発生直後から再起動に

至るまでの設備の点検・評価の考え方と手順を，ガイド

ライン案として取りまとめており，その構成を第13図に

示す。

地震後の再起動にあたっては，地震後の点検・評価に

よる設備健全性の確認，必要に応じて実施される補修の

完了が基本であり，ガイドライン案の特徴として以下の

点が挙げられる。

・点検対象部位の事前検討や健全データの採取など地震

前に実施する項目を明確にする。

・地震発生後の時間推移により，対応を４つの実施区分

（A～D）に分ける。

・地震動レベル（３段階），設備の損傷状態レベル（４段

階）に応じて点検・評価の対応ケースを決める。

・観測された地震動が Ss を超える場合は，地震動特性

に応じた対応ケースを決める。

仮にこれらの考え方に基づいて，安全関連設備が損傷

していないケースに当てはめると，系統機能試験を経て

速やかに運転を再開，その後で観測された地震動を用い

た耐震安全評価を行うことになる。

SANE委員会では，ガイドラインを整備する上での

検討課題も抽出しており，各対応ケースで規定される点

検対象や点検方法の具体化，実プラントへの試適用，区

分設定根拠の明確化など，ガイドライン制定に向けた検

討をすすめている。

Ⅴ．お わ り に

地震国にあって安全確保を第一に原子力発電を推進

し，原子力発電が地球温暖化対策で期待される役割を果

たしていくためにも，地震経験から得た貴重な知見は体

系化・一般化し，伝承していくことが必要である。耐震

に関わる広範な学問体系を俯瞰し，様々な技術開発課題

に効率的に取り組むために，関係学協会の中でも（社）日

本原子力学会が中心的に果たす役割は大きいものと思わ

れ，その活動に期待するものである。
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Ⅰ．原子力安全規制の体制・整備

本章では，保安院を中心に，原子力安全規制体制にお

けるこれまでの整備状況と保安院の横断的な業務につい

て紹介します。

1．保安院の組織
保安院は，中央省庁の再編により，平成13年１月に設

置され，それまで科学技術庁と資源エネルギー庁でそれ

ぞれ実施してきたエネルギー利用に係る原子力安全行政

を一元的に取り扱うこととなりました。さらに，通商産

業省の内部部局で実施していた産業保安行政も保安院へ

移管され，原子力安全・産業保安行政が一元化，かつ，

強化されることとなりました。

保安院には，現在，約800名在籍しており，その約半

数が原子力安全行政を担っています。

2．原子力保安検査官事務所及び緊急事態応急
対策拠点施設（オフサイトセンター）

保安院は，東京の本院に加え，全国21ヶ所の原子力保

安検査官事務所を有しており，原子力施設に関する安全

と安心に関する活動を実施しています。

当該事務所は，原子力施設近傍に整備されている緊急

事態応急対策拠点施設（通称「オフサイトセンター」）内に

原則設置されており，事務所に勤務する原子力保安検査

官及び原子力防災専門官は，24時間365日いつでも，緊

急時には連絡が取れる体制となっています。

3．保安院の組織目標と原子力安全規制の理念
保安院では，設立当初に，組織目標とともに，保安院

の活動における３つの安全規制の理念と４つの行動規範

を定めました。

組織目標は「国民の安全の確保と環境の保全」です。ま

た，理念は①「安全規制が明確であり，公開されている

こと」，②「安全規制は最新の技術的知見を反映した効果

的なものであること」，③「国際動向に主体的に対応する

こと」です。さらに，行動規範は①「強い使命感」，②「科

学的・合理的な判断」，③「業務執行の透明性」，④「中立

性・公正性」。保安院の職員は，これらを常に頭に入れ

ながら，日々活動を重ねているところです。

4．原子力安全規制体制
我が国の原子力安全規制は，保安院の行う審査・検査

等に加えて，昭和53年に設置された原子力安全委員会

が，保安院の行った審査・検査等の安全規制を客観的・

中立的に監視するダブルチェック体制をとっています。

平成12年には後述する「JCO事故」等の教訓を踏ま

え，設置許可時のダブルチェックに加え，建設段階，運

転段階及び廃止措置段階における規制行政庁の安全規制

の調査を開始しています。

また，後述の「データ改ざん問題」を踏まえ，平成14年

12月の改正電気事業法等により，四半期毎報告義務の創

設，調査権限の強化等，原子力安全委員会のダブルチェッ

クの機能が一層強化されたところです。

5．独立行政法人原子力安全基盤機構（JNES）の設立
JNES は，原子力安全規制の更なる効率的かつ的確な

実施を図るため，平成15年10月に設立された独立行政法

人であり，専門技術者が約420名在籍しています。

原子力安全・保安院の10年の歩み

10 years of NISA : Nuclear Safety Public Relations and
Training Division, Nuclear and Industrial Safety Agency.

原子力安全・保安院 原子力安全広報課

原子力安全・保安院（以下，「保安院」という）は，この１月で平成13年の設立から満10年を迎

えたところです。本稿では，規制活動の不断の見直しと，一般社会の理解と信頼感の醸成を図

るため，公開の場で多様なステークホルダーと集中的に議論を交わす場として，昨年10月に初

めて開催した「原子力安全規制情報会議」における寺坂原子力安全・保安院長による保安院の活

動報告をベースに「原子力安全・保安院の10年の歩み」を紹介します。

FocusFocus

主要な活動の紹介を中心として
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保安院と JNESとの一体的な活動が安全確保の上で極

めて重要です。JNESでは，原子炉施設及び原子力施設

に関する検査の一部を行うとともに，安全審査の解析評

価におけるクロスチェックや規格基準策定のための試験

研究，国や地方自治体における防災業務の支援，国際業

務等を行っており，保安院の業務を補完しつつ，この両

者が一体となって全体的な安全確保を図っているところ

です。

6．原子力安全に関する「広聴・広報」活動
保安院の「広聴・広報」活動方針としては，①原子力安

全規制活動について，国民への説明責任を果たす，②多

様なステークホルダー（原子力に関して，直接又は間接

に影響を受ける人や組織）からの評価を安全規制行政に

的確に反映する，の２点を柱に据えています。

また，「広聴・広報」活動においては，地域住民等のニー

ズを把握し，そのニーズに対して活動することが重要で

す。

このため，従来型の広報誌やパンフレット等の情報提

供に限らず，直接対話型コミュニケーションとして，住

民説明会に加えて，立地地域にある原子力保安検査官事

務所が自ら企画する「一日原子力保安検査官事務所」を開

催するなどして少人数の方々との会合も実施していると

ころです。

さらに，「緊急時の情報提供」も大変重要であり，平成

19年の「新潟県中越沖地震」の教訓を踏まえ，大規模地震

等発生の際，保安院から，メールアドレス登録者の携帯

電話に，原子力施設の状況等に係る情報を直接提供する

「モバイル保安院」を平成20年７月に開設・運用していま

す。

7．国際協力の取組
保安院では，これまで，①国際条約の履行，②国際機

関の活動への積極的関与，③海外の規制機関との情報交

換，④アジア等への協力を積極的に進めてきたところで

す。

原子力の安全は，国際的な公共財，世界共通の財産で

す。相互に情報交換，意見交換しながら安全を確保して

いくことが重要です。こうした中，例えば，耐震の安全

性などは日本が一番進んでいるものと考えています。

このため，運転管理の技術も含めて，今後は，日本か

らも情報発信を積極的に行っていくことが大変重要であ

り，これらの取組も今後ますます強化していくこととし

ています。

Ⅱ．原子力安全規制の充実・強化

本章においては，原子力安全を巡るこれまでのいくつ

かの大きな出来事と，それに伴って制度などがどのよう

に変わってきたのかを紹介します。

1．安全規制の整備・強化
（ 1） JCOウラン加工施設の臨界事故（平成11年）の

教訓

保安院発足前，平成11年９月に㈱ジェー・シー・オー

のウラン加工施設において臨界事故が発生しました。こ

れは数々の規則違反によって生じた臨界事故であり，ま

た，これにより作業員３名が大量の放射線を浴び，うち

２名が亡くなり，更に施設周辺住民186人が避難を余儀

なくされるなど忘れてはならない事故です。

この事故の教訓を踏まえ，同年に原子炉等規制法が改

正され，また，原子力災害対策特別措置法が制定されま

した。これにより，保安検査の充実，前述のオフサイト

センターの設置，また，総理大臣をはじめとする関係大

臣及び関係省庁が参加する政府全体の総合防災訓練を毎

年実施することになりました。

（ 2）「データ改ざん問題」（平成14年）への対応

また，大きな出来事として，電力会社による不正問題

やデータ改ざんなどがありました。

社会的にも大きな問題になったものであり，組織面で

の改革としては前述の JNESの設立（平成15年）や，原子

力安全委員会におけるダブルチェック体制の強化，制度

面としては定期事業者検査の義務付け等の事業者の保安

活動の充実，プロセス型検査方法等の導入や JNESによ

る安全管理審査といった国の検査の実効性向上など，安

全規制面での改革が行われました。

安全はもとより，信頼・安心の観点からも，本問題は，

保安院の取組方針を含めて，決して忘れてはならない重

要な出来事です。

（ 3）「発電設備の総点検」（平成18年度）への対応

平成18年から19年にかけて，いわゆる「発電設備の総

点検」を行いました。

これは，平成18年11月，水力発電におけるダム水位の

測定値や，火力・原子力発電設備における冷却用海水の

温度測定値に対する不適切な補正が明らかになるなど，

憂慮すべき事案が続いたことから，全電力会社に対して

発電用の設備において，データ改ざん，必要な手続きの

不備，その他同様な問題がないか総点検を行うように指

示をしたものです。

この結果，原子力に関し，事業者から報告があった事

案は計98事案に上り，うち，北陸電力㈱志賀１号機の停

止中に発生した臨界事故を含む安全上重要なものが11事

案ありました。

このため，原因究明・再発防止対策に加え，安全の向

上，安全文化の構築を具体化させるため，「30項目の今
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後の対応」（火力・水力を含む）を発表し，実施させまし

た。また，安全上重要な課題のあった原子力発電所に対

し保安規定の変更命令，特別な保安検査等の行政処分な

どを行いました。

（ 4） 保守管理不備問題（平成22年）への対応

昨年３月，中国電力㈱島根原子力発電所において，事

業者が作成する点検計画表の記載通りに点検（分解・取

替）がなされていないことが判明しました。

保安院の指示に基づき，同発電所１，２号機の保守管

理の実施状況について総点検を実施したところ，法令で

定める定期事業者検査の対象機器を含め，点検計画表通

りに分解点検・取替がなされていない機器（511箇所）が

あることを確認しました。

このため，保守管理不備等に対して，①保安規定違反

としての厳重注意，②保安規定変更命令による行政処分

などを行いました。

社内での情報共有の不備等が原因であり，信頼という

面からの大きな教訓として忘れてはならない事案です。

2．耐震に係る新たな知見の反映
次に，耐震安全性への取組について紹介します。最近，

特に大きな地震が原子力発電所の近くで発生しており，

社会的な関心の高まりが見られるところです。

こうした中，最近の地震学や耐震工学の成果など最新

の知見を取り入れ，原子炉施設の耐震安全性のより一層

の向上に資するとの観点から，平成18年９月に，原子力

安全委員会が新しい「耐震設計審査指針」（以下，「新耐震

指針」という）を策定しました。指針改定の趣旨を踏ま

え，保安院は，新耐震指針に基づく原子力施設の耐震安

全性の再確認（いわゆる「耐震バックチェック」）を行って

いるところです。

〈「新潟県中越沖地震」（平成19年）の教訓〉

平成19年７月に「新潟県中越沖地震」が発生し，東京電

力㈱柏崎刈羽原子力発電所に与えた揺れは，原子炉が安

全に停止したとはいえ，設計時の想定を大幅に上回るも

のでした。

保安院は，本地震で得られた知見を作業中の耐震バッ

クチェックに反映するよう指示しました。また，耐震安

全性に関する調査・研究活動を拡充するため，平成21年

12月，柏崎市に産学官による原子力耐震・構造研究拠点

を設置し，大深度ボーリング孔での地震観測による地震

波の増幅特性の評価などの研究を実施しています。

加えて，本地震の教訓を踏まえ，事業者による化学消

防車等の配備等火災対策や，情報提供・連絡体制とし

て，前述の「モバイル保安院」の開設・運用等，多くの措

置を講じてきたところです。

このように，耐震安全性の確保のために，常に最新の

技術，最新の研究成果を生かす取組を行っているところ

です。

3．原子炉の高経年化への対応
これからの安全確保の面で大変重要なものが，原子炉

の高経年化対策です。

日本においては，既に，運転から40年を超えた原子炉

も出てきています。こうした高経年化した原子炉は今

後，順次増えていきますが，この運転を継続する場合，

何よりも安全性を確保することが大前提です。

日々の巡視・点検，検査・調査等で安全を確保するこ

とはもとより，節目として運転開始後30年が経過する前

の時点及びその後10年ごとに，60年の供用を仮定して健

全性に関する技術評価（高経年化技術評価）の実施や長期

保守管理方針の策定を事業者に義務付けさせるととも

に，保安院が審査及び認可を行っています。

〈美浜発電所 3号機 2次系配管の破断事故（平成16年）

への対応〉

高経年化に関連して忘れてはいけない事案として，関

西電力㈱美浜発電所３号機で起こった２次系配管の破断

事故があります。当該配管が破断し，高温の２次系冷却

水が流出し，作業者５名が死亡，６名が負傷した大きな

事故です。

この事故の背景には，事業者・メーカーの不適切な保

守管理・品質保証活動があり，この事故を教訓とした安

全規制面での対策として，省令改正による配管減肉管理

についての検査対象及び検査方法等の明確化などを実施

しています。

4．新検査制度の開始
個別のプラントの状況に応じた保全活動を行うことに

より，安全性の更なる向上を図ることを目的に，保全プ

ログラムを基礎とする検査の具体的な制度を取りまと

め，関係省令の改正を行い，平成21年に新検査制度とし

て施行しています。

具体的には，�設備の重要度に応じ，保全実績を踏ま

え，保全計画の策定，保全の実施，その有効性の評価な

ど品質保証システムの下で適切に保全活動を実施する仕

組み（保全プログラム）を導入，�設備の劣化データ収集

と点検への反映を行い，個別の機器毎の評価を踏まえ，

検査の点検頻度を適切に設定，�新しい技術を用いた運

転中の機器の状態監視を充実，�これらを踏まえ，原子

炉の停止間隔（運転期間）を適切に設定するなどの措置を

講じています。

なお，東北電力㈱より，東通原子力発電所１号機にお

いて，運転期間を従来の13ヶ月以内から16ヶ月以内に延

長する初めてのケースとなる計画について，保安規定の
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変更認可申請及び保安規程の保全計画届出などが申請さ

れ，現在，厳格に審査しています。

5．核燃料サイクル施設等における安全確保
核燃料サイクル施設等における安全確保については，

再処理施設をはじめとして燃料加工施設，中間貯蔵施

設，「もんじゅ」などがあり，非常に重要です。

○日本原燃㈱再処理施設

平成４年12月に再処理事業指定を行い，現在，使用済

燃料を用いたアクティブ試験（使用済燃料を用いた総合

試験）が継続中です。

○日本原燃㈱MOX燃料加工施設

平成22年５月に加工事業許可を行い，同年10月，建設

工事に着手しています。

○使用済燃料貯蔵施設「リサイクル燃料備蓄センター」

平成19年３月に国内初の使用済燃料貯蔵事業の許可申

請があり，平成22年５月に事業許可を行ったところであ

り，同年８月に着工しています。

○核燃料輸送物の安全審査及び検査の実施

原子力施設の稼働に伴う輸送ニーズに対応して，容器

設計，容器製造等に係る安全審査を実施しています。

○高速増殖原型炉「もんじゅ」の安全性確認

平成６年４月初臨界の後，平成７年12月のナトリウム

漏えい事故を踏まえ，ナトリウム漏えい対策等の改造工

事等を行い，試運転再開に当たっての安全性評価（平成22

年２月）などを実施した後，平成22年５月に試運転（性能

試験）を再開し，同年７月に炉心確認試験（性能試験の第

一段階）を終了したところです。

同年８月に起きた炉内中継装置の落下トラブルについ

ては，11月，炉内中継装置に変形が確認されたとして，

原子炉等規制法に基づく報告を受けました。なお，（独）

日本原子力研究開発機構は，炉内中継装置を燃料出入孔

スリーブと一体で引き抜くため，現在その具体的な作業

手順について検討中です。原子力機構は，同年12月に性

能試験工程の変更を公表し，平成23年度後半の40％出力

プラント確認試験開始を目指すとしています。

6．廃止措置，廃棄物処分に係る安全確保
廃止措置も現実のものとなってきています。制度整備

とともに，原子炉施設を安全に廃止していくことが重要

です。併せて，廃止の過程で生じる廃棄物をどのように

処分するかも重要です。また，廃棄物の問題は，廃止の

過程のみならず，運転の過程でも発生するものであり，

非常に放射能レベルの高いものから低いものまで様々な

レベルがあります。それぞれのレベルに応じた具体的な

廃棄物処分を進めていくことが，原子力利用を進めてい

くに当たって，事業者と国ともに考えていかなければな

らない大変重要な課題です。

○原子炉施設に係る廃止措置計画の認可制度導入

廃止措置の本格化を控え，手続の透明性確保，基準の

整備を進めるため，平成17年に原子炉等規制法の改正を

行い，廃止措置計画に係る手続を届出制から認可制にす

るなど廃止措置規制の明確化を行ったところです。

○クリアランス制度の導入

今後，原子炉施設の解体工事が本格化することによ

り，大量の資材等の発生が見込まれます。当該資材等の

汚染の実態に即した規制体系の整備を進めるため，平成

17年に原子炉等規制法の改正を行い，放射能レベルの極

めて低いものを一般に再生利用又は処分できるクリアラ

ンス制度を整備・導入してきたところです。

○高レベル放射性廃棄物等の最終処分の安全規制体系

の整備

青森県六ヶ所村の再処理施設の本格稼働等により，高

レベル放射性廃棄物やTRU廃棄物の発生が本格化する

ことから，これらの放射性廃棄物の最終処分に係る安全

規制体系の明確化が必要です。平成19年に原子炉等規制

法の改正を行い，放射性廃棄物の処分事業を放射能濃度

により「高レベル放射性廃棄物の処分事業（地層処分）」と

「低レベル放射性廃棄物の処分事業（余裕深度処分及び浅

地中処分）」に分類するなど，高レベル放射性廃棄物等の

最終処分に係る安全規制体系の整備を図ったところで

す。

7．原子力防災対策の推進
前述のとおり，平成11年９月の㈱ジェー・シー・オー

のウラン加工施設で起こった臨界事故の反省・教訓を踏

まえ，平成12年６月に原子力災害対策特別措置法が施行

されました。

その中で強化した事項としては，①事業者責任の明確

化，②災害時の迅速な初動体制の確保，③国，関係自治

体，原子力事業者等の連携の強化，④原子力の専門的知

識を有する国の役割の強化などがあります。

また，原子力災害予防対策として，①原子力防災体制

の整備（原子力防災専門官の設置など），②原子力防災に

係る施設・資機材の整備（オフサイトセンターの整備な

ど），③原子力防災訓練の実施，④原子力防災に関する

技術開発・整備などの実施が定められました。

8．核物質防護対策の充実
核防護対策も時代の変化の中でますます重要な要素で

す。原子力の平和利用を行う国には，いわゆる「３S」と

いう取組が求められています。すなわち，事故を起こさ

ないようにする「Safety」，軍事転用を防ぐ核不拡散の

「Safeguard」及び核物質の不法移転（盗取）や原子力施設
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等に対する妨害破壊行為（いわゆる核テロ）から核物質を

守る「Security」を確保することです。保安院は，主とし

て「Safety」に取り組んできたところでありますが，今

後，ますます重要になってくるのが「Security」です。

国際的なテロ脅威等の高まりを受け，平成17年に原子

炉等規制法を改正し，核物質防護検査制度，核物質防護

秘密制度の創設等，核物質防護（Physical Protection）対

策を強化し，国際的な水準に高めたところです。

このような体制の整備や治安当局等との連携を重ねな

がら，セキュリティ対策の高度化を図っていく必要があ

ります。

Ⅲ．今後の課題

最後に「今後の課題」について紹介します。

安全規制の対象範囲や内容の変化，原子力を取り巻く

経済的・国際的な状況の変化，原子力安全を巡る社会と

の関係の変化など安全規制を取り巻く環境変化を踏ま

え，原子力安全・保安部会基本政策小委員会にて，今後

の規制内容の充実・高度化，より安全を確保しつつ合理

的な規制を重ねていくための検討が行われ，平成22年２

月に42項目の課題として改めて整理したところです。

具体的には，安全規制における経験と知見の活用，発

電炉の更なる高経年化への対応，経済的・国際的な状況

変化への対応，ステークホルダー・コミュニケーション

に関する取組の充実，規制当局の品質保証活動の充実な

どです。

今後，これらの規制課題は，毎年作成する「原子力安

全・保安院の使命と行動計画」（ミッションペーパー）に

反映させ，PDCAサイクルを回しながら，１つ１つの

内容を深めていきます。これらを実施するに当たって

は，昨年10月に開催した「原子力安全規制情報会議」をは

じめ様々な会議での活動やステークホルダー・コミュニ

ケーションというものが大変重要です。

今後とも，こうした取組を継続するとともに，専門家

も交えた議論を行いつつ対応策の具体化を進め，新たな

課題に対応した安全規制の一層の充実を図っていきます。

（2011年 １月15日 記）
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（平成13年）

１月 中央省庁再編により原子力安全・保安院発足

７月 原子力安全・保安部会報告「原子力の安全基盤

の確保について」

11月 中部電力㈱浜岡原子力発電所１号機余熱除去系

蒸気凝縮系配管破断事故発生

12月 原子力安全・保安部会原子炉安全小委員会報告

「定格熱出力一定運転の安全性について」

（平成14年）

２月 日本原燃㈱より再処理事業所の使用済み燃料受

入れ・貯蔵施設におけるプール水漏えいの報告

６月 原子力安全・保安部会報告「原子力施設の検査

制度の見直しの方向性について」

７月 発電用原子力設備の技術基準の性能規定化のた

めの省令改正等

８月 東京電力㈱の自主点検作業記録に係る不正等の

事案が発覚

10月 原子力安全規制法制検討小委員会中間報告

12月 法定義務化された「定期事業者検査」の導入，設

備健全性評価（維持基準の導入）の義務化を盛り

込んだ改正電気事業法及び原子炉等規制法が成

立

（平成15年）

10月 独立行政法人原子力安全基盤機構（JNES）設立

10月 保安検査への品質保証の導入

11月 放射性廃棄物等安全条約を批准

（平成16年）

８月 関西電力㈱美浜発電所３号機２次系配管破損事

故発生

（平成17年）

５月 核物質防護，廃止措置計画の認可及びクリアラ

ンス制度に係る原子炉等規制法の改正

８月 原子力安全・保安院「実用発電用原子炉施設に

おける高経年化対策の充実について」

８月 宮城県沖地震により東北電力㈱女川原子力発電

所の原子炉がすべて自動停止

10月 独立行政法人日本原子力研究開発機構（JAEA）

発足

12月 IAEA放射性物質輸送安全評価サービス

（TranSAS）ミッション来日

（平成18年）

９月 原子力安全委員会が「発電用原子炉施設の耐震

設計審査指針」等を改訂

９月 原子力安全・保安院が「原子力発電施設に対す

る検査制度の改善について」を取りまとめ

11月 発電設備に係る総点検指示の発出

（平成19年）

３月 北陸電力㈱志賀原子力発電所１号機における平

成11年の臨界事故の発覚

３月 能登半島地震が発生（志賀原子力発電所１・２

号機は点検のため停止中）

４月 原子力安全・保安院が「発電設備の総点検に関

する評価と今後の対応等について」取りまとめ

６月 放射性廃棄物の地層処分に係る原子炉等規制法

の改正

６月 IAEA総合的評価サービス（IRRS）ミッション

来日

７月 新潟県中越沖地震により東京電力㈱柏崎刈羽原

子力発電所が自動停止

７月 原子力安全・保安部会の下に「中越沖地震にお

ける原子力施設に関する調査・対策委員会」を

設置

８月 新潟県中越沖地震による柏崎刈羽原子力発電所

への影響に関する国際原子力機関（IAEA）によ

る調査の実施

（平成20年）

６月 原子力発電所における耐震安全性，大地震から

の教訓に関する IAEA国際ワークショップ開

催

８月 保全プログラムを基礎とする検査制度の導入に

係る規則等の改正

８月 原子力施設における初期消火体制の整備に係る

規則等の改正

（平成21年）

１月 新検査制度の施行

１月 原子力発電所の耐震安全性に係る信頼性の一層

の向上を図るための新たな知見の反映の仕組み

等について基本方針決定

８月 駿河湾を震源とする地震が発生し，中部電力㈱

浜岡原子力発電所４号機，同５号機が自動停止

（平成22年）

２月 原子力安全・保安部会基本政策小委員会報告

「原子力規制に関する課題の整理」

３月 原子力安全・保安部会原子炉熱出力向上ワーキ

ンググループ報告「原子炉熱出力向上の安全性

について」

５月 （独）日本原子力研究開発機構高速増殖原型炉

「もんじゅ」の性能試験の再開

５月 リサイクル燃料貯蔵㈱リサイクル燃料備蓄セン

ターにおける使用済燃料の貯蔵事業の許可

５月 日本原燃㈱MOX燃料加工事業の許可

６月 原子力発電所の保安活動総合評価（試行）の実施

結果の公表

７月 「原子力安全規制ラウンドテーブル」を初めて開

催

10月 「原子力安全規制情報会議」を初めて開催

原子力安全・保安院発足後の原子力安全をめぐる主な出来事

199原子力安全・保安院（METI）

日本原子力学会誌, Vol. 53, No. 3（2011） （ 45 ）



原子力安全・保安院は，この１月で平成13年の設

立からちょうど満10年を経ました。この10年の間，

「安全の確保」を第一に，組織一丸となって日夜務め

てまいりました。その中で，原子力の関係で言えば，

平成14年の自主点検記録不正問題，平成16年の美浜

３号機２次系配管破損事故，平成19年の中越沖地震

といった様々な事故・トラブル等がありました。原

子力安全・保安院としては，着実に対応してきたと

ころですが，一般社会に対し，原子力利用の不安を

惹き起した事案でもありました。

近年，エネルギーの安定確保，地球環境問題等を

背景とした原子力に対する再評価や安全への意識の

高まり，新たな技術の開発や新知見の蓄積など，安

全規制を取り巻く環境は大きく変化しております。

原子力安全・保安院は，設立10年を経て，次の段

階を迎えるに当たり，国民生活や産業活動に欠かせ

ないエネルギーや産業活動の安全確保を使命とし

て，こうした経験の蓄積や国際動向も含めた環境変

化に対応しつつ，設立当初に定めた４つの行動規範

―「強い使命感」「科学的・合理的な判断」「業務執行

の透明性」「中立性・公正性」―に則り，安全規制の

一層の充実，事故・トラブルの未然防止，万一の事

故への迅速で適確な対応，事故の再発防止等に引き

続き全力を挙げて取り組んでまいります。

原子力の利用を進めていくに当たり，安全の確保

は大前提であり，厳正かつ適切な安全規制の執行が

何よりも重要であることは言を俟ちません。

今後とも，原子力安全・保安院としては，新たな

事業の進展に対応した適切な安全規制を実施してい

くとともに，事故・トラブル等に対しては厳正な対

処をとってまいります。また，万一の事態に備えた

防災体制の確保にも努めてまいります。

さらに，原子力の安全を一層確固たるものとして

いくためには，その向上を目指した不断の取組を継

続していくことが不可欠です。

昨年２月には，原子力安全・保安部会基本政策小

委員会において，原子力安全の規制に係る今後取り

組むべき課題について整理を行い，経験と知見に基

づく規制制度の充実，安全研究等による新たな技術

的知見の活用，規制対象の変化を見越した取組，既

存設備の有効利用に対する安全規制の在り方，安全

規制に係る国際協力の充実，規制プロセスにおける

ステークホルダー・コミュニケーションの充実等，

42項目の「規制課題」を取りまとめました。

これら規制課題への対応として，「原子力安全規

制情報会議」を昨年10月に初めて開催し，公開の下

で産業界や自治体，一般国民の皆様等と集中的に議

論を行うとともに，産業界の代表者との率直な意見

交換を行う「原子力安全規制ラウンドテーブル」も開

催しています。こうした取組についても継続的に実

施するとともに，専門家も交えた議論を行いつつ対

応策の具体化を進め，新たな課題に対応した安全規

制の一層の充実を図っていく所存であります。

（2011年 １月15日 記）

原子力安全・保安院の10年間と今後について

原子力安全・保安院長 寺坂 信昭
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私は2001年１月の原子

力安全・保安院発足から

初代院長として３年半勤

めさせていただいた。思

い出はと問われると様々

な思いがよぎってくるが，

内心忸怩たる思い，皆さ

んの助けによってなんと

か保安院の初期のレール

敷きにいささかでもお役

に立てたかもしれないと

の思いが錯綜するのである。

新しい組織のベクトルをあわせるには，組織の基本理

念，目標，ミッションを明確にし，共有することが不可

欠となる。当時，皆が新しい組織運営を担う気持ちが漲っ

ていた。規制のあるべき姿勢，目指すべき方向を大いに

議論し，基本理念と４つの行動規範を掲げた。これらは

組織の伝統となるべきものであり，決して陳腐化するも

のではない真理であるとの思いであったが，後輩諸氏が

この伝統を引き継いでもらっている。

また，発足当初，METI 職員，旧科学技術庁出向職員，

民間企業，防衛庁などからの中途採用職員など異なる

バックグランドの混成部隊でスタートした。これらの人

たちがお互いに意思疎通を図り心を通い合わせる試みと

して，管理職が率先して院内講演会の講師として自分の

経験や考えを話す機会と場を設けたが，含蓄のある話が

多かった。風通しのよい組織風土づくりに役立った試み

だったと思う。

規制行政は日常の公正な行政の積み重ねが基本である

ことはもとよりであるが，いざ，事故の発生といった事

態にすぐさま対処できる危機管理能力が厳しく求められ

ている。院長は危機管理者として実務レベルの最高責任

者である。院長に就任して生活様式が一変してしまった

ことが２つある。一つは，緊急時にも直ちに役所に徒歩

で駆けつけられる範囲内に居住すべしということで，六

本木の公務員宿舎の一室を借りて住むことになった。東

京内の単身赴任生活が始まった。当初はこのポストの性

格からも長くても１年半程度だろう。公務員生活を永き

にわたりやらせていただいた恩返しのつもりで，この間

は身も心も捧げようと自分自身に言い聞かせることにし

た。外部からの出入り自由の官舎だったので，後に東京

電力問題が起こったときは，若い記者諸君から夜討ち，

朝駆けを受けることになりご近所にご迷惑をかけたこと

と思う。もう一つは携帯電話の支給があり常時身につけ

ておくべしだった。そこで公務用と私用の着信メロデイ

を変えて，着信音で心の準備ができるようにした。退官

して携帯電話から解放されることになって心底，精神の

安寧を得てホットしたことは記憶に新しい。

また，危機管理組織として，宿直常駐体制をとること

としたので，正月，５月の連休などには指定職，管理職

が率先して対応してもらうことにした。院長自ら宿直す

ることへの懐疑論もあったが，私は大晦日から元日にか

けて宿直することにし，３年にわたりお正月の朝を役所

の窓から覗くことになったが今となってみれば懐かしい

思い出である。

私の在任期間中，最も大きなエポックは東京電力問題

への対応であった。事柄の推移，国会での対応などをたど

るにつけ，私自身の力不足もあり忸怩たる思いも募るの

であるが，日本の原子力が本格的な運転管理の時代に入

り，規制者，事業者がそれぞれの立場から謙虚に原子力導

入時代の原点に帰り安全確保に向けて，いま一度たがを

締めなおして再構築していくための貴重な経験として生

かしていくべき試練だったと理解することにしている。

私は，規制行政への信頼は，行政の質とレベルがあら

ゆるステークホルダーから尊敬に値するものでなければ

生まれないと思っている。私なりの努力はしてきたもの

の翻ってみるに道半ばであったとの感は否めない。現

在，保安院では，科学的技術的に合理性のある規制を目

指して，保全プログラムの導入など検査制度の大幅な見

直しが進行中であるほか，今後の規制課題を体系的に整

理しその取り組み方針を示したところである。規制の国

際整合への対応，安全確保の本質に立ち返った合理的規

制などメリハリをつけて，スピード感をもって迅速に取

り組んでほしいものである。また，規制者は規制活動を

みずから厳しくチェックし，不断の見直し改善を続ける

との姿勢を堅持しつつ，規制の質とレベルを高めていく

格段の努力を継続していただきたいと願っている。

（2011年 １月15日 記）

原子力安全・保安院の思い出と期待

初代原子力安全・保安院長 佐々木 宜彦
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Ⅰ．は じ め に

核医学で用いられる放射性同位元素は，その用途や測

定原理によって，「SPECT（シングルフォトン断層撮影）

核種」，「PET（ポジトロン断層撮影）核種」，「治療核種」

の３種類に分類される。SPECT核種は，アンガー型シ

ンチレーションカメラに適した140～150 keV前後のエ

ネルギーを持つ γ 線のみを放出する半減期が数時間か
ら数日の短半減期核種，PET核種は，病院内超小型サ

イクロトロンで製造されポジトロンを放出する超短半減

期核種，治療核種は β 線を放出する中半減期核種であ
る。

SPECT核種は，原子炉あるいは大型加速器で企業的

に製造されもっとも多用されているものであり，遠距離

にわたる輸送や安定供給に適したある程度の半減期の長

さを持つ必要があるため，人体への影響が小さい一方で

人体透過性を確保できる低エネルギー γ 線のみを出す
核種が選択されてきた。

一方，PET核種には，生体構成元素の同位体である

C�11，F�18，N�13，O�15が汎用されている。これらは，

原理的にあらゆる生体構成物質の標識に用いることがで

き，超短半減期であるため比較的高いエネルギーの消滅

放射線（511 keV）を出しても人体に与える被曝線量は軽

微となること，原理的に PETが高い定量性を有するこ

と等から汎用されているものである。

これらに対して治療核種は，がん等に標的細胞選択的

に集積し，ある程度の時間にわたって β 線等の放射線
を照射することによって標的とする細胞に対する毒性を

発揮させるため，ある程度の半減期の長さ（数日程度）を

持つものが選択されてきた。

近年，分子生物学の進展から，特定分子の機能を標的

とした医薬（分子標的薬）や遺伝子組み換え技術を用いた

医薬の開発研究が活発となってきた。これらの医薬は，

主として抗体やペプチド（アミノ酸がいくつか結合した

もの）等のタンパク製剤や，siRNA（核酸の一種で small

interfering RNAの略。特定の配列を持つmRNAの分

解を選択的に促進させ，その産物であるタンパク発現を

低下させることができるもの）等の遺伝子医薬からなっ

ており，比較的高い分子量を持っている。核医学におい

ても，これら新しい考え方に基づいて開発された医薬を

用いた画像診断やがん治療に取り組む方向性が生まれた

が，その実現には従来にはない特性を持った一連の放射

性同位体が求められている。すなわち，PET測定によ

るより高い定量性を確保できること，必要に応じて短半

減期からゆっくりした体内動態を追跡することができる

比較的長半減期までの放射性同位体を選択できること，

治療に適した β 線を出す同位体を選択できること，等
である。

本稿では，これらの要求をクリアし広く分子生物学の

Production and Biomedical Research Application of a New

Class of Radioisotopes : Yasuhisa FUJIBAYASHI.
（2010年１０月１４日 受理）

核医学は，放射性同位体で標識された薬剤（分子プローブ）を人体に投与し，その挙動を追跡

することで疾患診断を行うものである。近年の分子生物学の進展によって抗体などのタンパク

薬や，遺伝情報を利用した核酸医薬が続々と登場するに至って，これらを使った核医学診断・

治療の開発が活発となり，それらに最適化された新たな放射性同位元素の選択と活用が始まっ

ている。これらの製造には，加速器，ターゲットならびにターゲット処理システムの構築が不

可欠であり，また新しい放射性同位元素に適した標識法の開発も必要となる。本稿では，これ

に関連して放射線医学総合研究所で行われている取組みについて紹介する。

我が国の最先端研究開発
シリーズ解説 第27回

医療用放射性同位元素の製造と利用展開

新しい視点からの放射性同位元素利用

（独）放射線医学総合研究所 藤林 靖久
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新知見を核医学分子イメージング分野に展開するため，

放射線医学総合研究所（以下，放医研）で行われている放

射性同位体製造の取組みとその応用について概説する。

Ⅱ．放射性同位体の製造とその利用

1．放射性銅（Cu）
Cu には，第 1表にあげるように異なる物理的性質を

持つ多くの放射性同位体が存在する。また，Cuは生理

活性元素としてそれ自体の挙動に興味が持たれるのみで

なく，様々なキレート試薬と強固に配位結合するためペ

プチド等の標識用放射性同位体としても有用である。放

医研では，Cu�62，Cu�64の２種の放射性同位体の製造

技術の開発を行い，医学研究者へ提供している。

（ 1） Cu�62

Cu�62は，半減期が9．8 min と非常に短寿命であるた

め，Zn�62と放射平衡にあることを利用したジェネレー

タの形で供給を行っている１）。Zn�62は，天然に最も多

いCu�63を原料として，サイクロトロンで陽子線を照射

することにより63Cu（p，２n）62Zn の核反応で生成され

る。Cuターゲットを溶解後，生成された Zn�62を陰イ

オン交換樹脂で分離・溶出する。得られた Zn�62を陽イ

オン交換樹脂（Sep�Pak plus CM）に吸着させ，生理的条

件である200 mM Gly 溶液にて必要時にCu�62を溶出さ

せている。このように，何度も放射性同位体を溶出でき

るものをジェネレータとよんでいる。第 1図は，放医研

に設置されている，４個のジェネレータを同時に作成で

きる装置の概略である。このジェネレータにより得られ

たCu�62�Gly は比較的弱い錯体であり，容易に次段階

の標識反応に利用可能である。ジェネレータを供給する

ことにより非常にきれいなポジトロン核種であるCu�62

を簡便に繰り返し得ることができることから，サイクロ

トロンによる PET分子プローブ供給を補完するものと

して期待が持たれている。

Cu�62によって標識された PET用分子プローブとし

ては，低酸素代謝診断に用いられるCu�62�ATSMがあ

る。放医研では，国内４箇所の PET研究施設に Zn�62�

Cu�62ジェネレータを供給し，各施設倫理委員会の承認

の下に共同臨床研究を進めている。その成果として，が

ん組織内の治療抵抗性部位の検出と種々の放射線治療効

果との関連性，いわゆる“がん幹細胞”�Rich 部位の画像

化，ミトコンドリア遺伝障害疾患であるMELAS患者

脳における代謝異常の画像化などが成果としてもたらさ

れつつある。（「がん幹細胞」説：がんの中にがん細胞の

元となる幹細胞が潜んでいて，再発や転移を引き起こす

という考え方）

（ 2） Cu�64，Cu�61

超小型サイクロトロンで製造される超短半減期核種で

第 1表 主な放射性Cuとその物理的性質

同位体 半減期 放出放射線

Cu�60

Cu�61

Cu�62

Cu�64

Cu�67

23．7 min

3．3 h

9．7 min

12．7 h

61．8 h

β ＋

β ＋

β ＋

β ＋β －

β －

第 1図 放医研に設置されている，４個の Zn�62�Cu�62ジェネレータを同時に作成できる装置の概略
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あるC�11，F�18，N�13，O�15では，ペプチドやタン

パクなど標的組織への選択的集積に半日から１日程度か

かる高分子プローブを用いた検査は非常に困難である。

Cu�64は，半日程度の半減期を持つポジトロン核種であ

るため，これらの標識用同位体として適している。また，

Cu�61（半減期3．3 h）は，F�18に類似する半減期を持つ

放射性同位体として利用可能である。これらは，それぞ

れ64Ni（p，n）64Cu，61Ni（p，n）61Cu の核反応を利用して製

造されることから，ターゲットに対応するNi 同位体を

選択するのみで，まったく同じ方法と手順を用いた製造

が可能であることも，利点のひとつと考えられる。放医

研では，これらを製造するとともに，がんを標的とする

抗体やペプチドの標識に活用している。

Cu�64は，一部が β 線崩壊することが知られており，
大量投与することで細胞障害を引き起こすことが可能で

ある。そのため，Cu�ATSMや抗体等を用いたがん選

択的内部放射線照射治療への利用も期待されている２）。

この治療においては，Cu�64の体内動態を PETで検出

することができるため，患者個々人における標的・非標

的組織における被曝線量を定量的に把握し，治療効果や

副作用を予測することができるなど，画像診断とがん治

療との融合へ向けた取り組みに期待が持たれる。

（ 3） 放射性ハロゲン

ヨウ素（I）や臭素（Br）など，ハロゲンの放射性元素は，

比較的原子番号も小さくペプチド等の炭素鎖に安定に結

合させることができるため，タンパク，ペプチド，核酸

のみならず，低分子生理活性物質の標識にも有用であ

る。

数日以上の分子プローブ動態追跡が必要な PET測定

に適した放射性ヨウ素としては，半減期4．2 dの I�124

がある。サイクロトロンを用いた I�124の製造には種々

の核反応があるが，124，5Te（p，Xn）124I が最も低エネル

ギーかつ長半減期放射性同位体生成副反応が起きにくく

有用と考えられる。

放医研では，I�124製造用Te�124，5ターゲットの作

成，サイクロトロンによる照射ならびに精製技術を確立

しており，その生物医学研究応用のひとつとしてヨウ素

トランスポータ発現に関する研究を行っている。ヨウ素

トランスポータは，細胞内外での物質輸送をつかさどる

タンパクのひとつであり，その発現と薬物輸送との関連

に関する研究を行っている。また，ヨウ素トランスポー

タをレポーター遺伝子として用いることにより I�124集

積を指標とする非侵襲的遺伝子治療モニタリングの可能

性についても検討を行っている。

放射性Brとしては，半減期16．2 h の Br�76がポジト

ロン放出核種として，また半減期57 h の Br�77が β 線
放出核種として，それぞれ PET診断，内部放射線治療

に適した放射性同位体と考えられる。放医研では，Br�

76の製造において，天然Brをターゲットとしていった

んKr�76を製造・単離し，Kr�76がポジトロン崩壊して

生成するBr�76を集める方法を採用している。この方法

では，非常に純度の高いBr�76を製造することができる

が，かなり高いエネルギーのプロトンビームが必要であ

り，多くの PET研究施設で実施可能というものではな

い。一方，As�76，77を10 MeV程度のプロトンを照射

すると，効率的にBr�76，77が生成することが知られて

いる。この核反応を用いれば，一般 PET研究施設でも

Br�76，77を製造することが可能となる。Brは，I に比

較して低原子量であるため低分子生理活性物質の標識に

用いることが比較的容易である。核酸等の標識にも利用

可能であり，今後の利用拡大が期待される放射性同位体

である。

（ 4） テクネチウム�99m（Tc�99m）

核医学を支える二本柱であるポジトロンCT（PET）と

シングルフォトンCT（SPECT）のうち，SPECTにおい

て最も汎用されている放射性同位体がTc�99mであ

る。Tc�99mは，半減期６hの低エネルギー γ 線放出核
種であり，Mo�99との放射平衡を用いるジェネレータシ

ステムによって供給されている。現在，Mo�99は原子炉

において高濃縮ウランの核分裂生成物からの分離精製に

より製造されている。その製造には，放射性同位体製造

用専用原子炉，兵器級高濃縮ウラン，高レベル放射性物

質取扱施設，大量に発生する核廃棄物処理施設等が必要

となるため，世界中でも数か所でのみ製造されており，

わが国で用いられているMo�99は100％輸入に頼ってい

るのが現状である。近年，これらの原子炉の老朽化が進

行し，故障や事故による供給停止や，火山噴火による飛

行機輸送の停止による深刻なMo�99供給不足が発生す

るに至っている。Mo�99�Tc�99mの国産製造は，医療

分野における安全保障問題として解決すべき喫緊の課題

である。

放医研では，加速器によるMo�99�Tc�99m製造の可

能性に着目し，緊急時対策あるいは安定供給を支える一

つの柱と位置付けて検討を開始し，良好な結果を得つつ

ある。

Ⅲ．お わ り に

原子炉と加速器は，放射性同位体の製造を支える２つ

の柱であり，今後ともそれぞれの特徴を生かしつつ協調

して科学の進展や健康の増進に寄与していかねばならな

い。放射線医学総合研究所では，分子イメージング研究

センター内に設置された90 MeVサイクロトロン１基，

18 MeVサイクロトロン２基を活用し，生物医学利用に

適した放射性同位体の製造と利用展開を進めることによ

り，その責務を果たしていくための研究開発を推進して

いる（第 2図）。
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第 2図 これまでに報告されている in vivo イメージング用放射性同位元素（黒地）のうち，

放医研で製造しているもの（吹き出し）
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Ⅰ．は じ め に

次世代軽水炉等技術開発は，我が国の代替炉建設の円

滑化，原子力産業の国際展開と競争力の確保，それらを

支える技術と人材の維持・強化に資するものとして，

2008年度からナショナルプロジェクトして本格着手し

た。また，2010年度上半期に中間的な評価のためのホー

ルドポイント（HP）を設け，２年間の開発成果と進捗状

況を評価し，その後の開発戦略へ反映することとした。

プラント概念の構築にあたっては，我が国の最新プラ

ントである改良型沸騰水型軽水炉（ABWR）および改良

型加圧水型軽水炉（APWR）を基に，さらなる改良発展

をさせ，国内外のユーザにとって魅力あるプラントとす

ることを基本に開発を進めた。さらに，国際標準炉に向

けて考慮すべき条件の検討を踏まえ，開発目標を設定し

て，プラント概念の検討を実施し，HP�ABWR（High

Performance ABWR）とHP�APWR（High Performance

APWR）のプラント概念を取りまとめた。

本稿では，この２年間の開発成果として，HP�ABWR,

HP�APWRそれぞれのプラント概念と今後の開発計画

等，主な中間的な評価結果を紹介する。

Ⅱ．次世代軽水炉の開発目標

国内ユーザの豊富な運転経験，海外のユーザ要件，競

合炉の性能などを踏まえ，FS（2006～2007年に実施）に

て設定した基本条件，安全性，経済性，社会的受容性，

運営・運転・保全，国際標準の６項目について，最新の

市場調査から国際標準炉として考慮すべき条件を整理

し，開発目標（性能目標）とした（第 1表）。

Ⅲ．次世代軽水炉の概要

1．次世代軽水炉の特長
次世代軽水炉は，開発目標を達成するとともに，国内

外のユーザにとって魅力あるプラントとする必要があ

る。このため，国際標準炉に向けた観点から市場調査を

実施し，国内外のユーザの期待や着目点に基づいて開発

目標の中から重点的に伸ばす要件を抽出し，次世代軽水

炉の特長（魅力）として以下の３つに分類・整理した（第

2表）。

� 経済性―建設単価・発電コストの低減

国内外ユーザ共に炉型選定の際，最も着目するのは建

設費である。また，発電コストは，特に海外において他

Development Status of Next�Generation Light Water

Reactors（HP�ABWR�HP�APWR）―Interim Assessment

Report and Future Development Plan : Shigeru KASAI,
Makoto TOYAMA, Kumiaki MORIYA, Takahiko IIKURA.
（2010年１２月１７日 受理）

2030年前後に見込まれる既設原子力プラントの代替炉建設需要の本格化に対応するため，

2008年度から海外市場も睨んだ国際競争力を有する次世代軽水炉の開発を官民一体となって進

めてきた。当初２年間の成果や進捗状況について，多面的かつ総合的な評価を行った。その評

価結果を踏まえ，引き続き官民一体となって取り組むこととし，2015年までに基本設計を終了

させることができるよう，概念設計，要素技術の開発および試験等を進めることになった。

第 1表 次世代軽水炉の開発目標

解説

次世代軽水炉（HP�ABWR�HP�APWR）の開発状況
中間評価と今後の開発計画

�財エネルギー総合工学研究所 笠井 滋，三菱重工業�株 遠山 眞，
日立 GEニュークリア・エナジー�株 守屋 公三明，�株東芝 飯倉 驪彦
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電源に対する競争力の指標として原子力建設の意志決定

における重要な因子となっている。このため，建設単価

と発電コストを大きく低減させたプラントは，ユーザに

とって大きな魅力となる。

� 安全性―世界最高水準の安全性

これまでに達成してきた安全性を確保しつつ，過酷事

故対策に加え，航空機落下，地震や津波などの外的事象

やセキュリティに対する裕度を向上したプラントが世界

的にも望まれている。

� 運営・運転・保全性―運転しやすく使いやすい

プラント

ユーザの豊富なプラントの運営や運転経験を反映し，

保守性をさらに向上させた設計は，国内はもとより，海

外への円滑な導入にとっても大きな魅力となる。プラン

ト概念設計検討にあたっては，我が国の最新プラントで

ある改良型沸騰水型軽水炉（ABWR）および改良型加圧

水型軽水炉（APWR）を基にさらなる改良発展をさせる

ものとし，プラント概念設計の基本方針をまとめた。

2．次世代軽水炉のプラント概念
（ 1） HP�ABWRのプラント概念

HP�ABWRの概念は，豊富な建設経験と運転実績を

蓄積してきたABWRをベースに，インターナルポンプ

（RIP），制御棒駆動機構（FMCRD）などの優れた特長を

有する技術は踏襲しつつ，新技術の開発により魅力ある

炉概念を確立した（第 1図，第 3表）。主な特長は以下の

通りである。

� 経済性―建設単価・発電コストの低減

プラント出力は，主要機器の大型化［主蒸気隔離弁

（MSIV），ベント管等］による機器数増加回避，および

タービン系機器の高性能化，低圧損MSIVや低圧損セ

パレータ等の採用によるプラント熱効率向上により，176

万 kWeを達成できる見通しである。

建屋構成については，免震技術の導入により，サイト

による地震条件の差を免震装置で吸収し，上物構造を標

準化させることで，立地条件によらない標準化プラント

とする。

建設工期については，その約40％を占め，クリティカ

ルパスとなる格納容器工事において，鉄筋コンクリート

構造に替えて鋼板コンクリート（SC）構造を採用し，原

子炉格納容器（円筒建屋）と原子炉建屋（外側建屋）の併進

工事を可能にするとともに，建屋低層化およびモジュー

ル化を促進することで建設工期の大幅短縮（岩盤検査か

ら運開まで30ヶ月）を図る。

次世代燃料（ウラン濃縮度６～８％）の採用と超高燃焼

度領域における水素吸収を抑え，かつ腐食に強い被覆管

材料を採用し，24ヶ月運転と超高燃焼度（70 GWd�t）を

同時に達成する。さらに，BWRの特徴であるスペクト

ルシフト効果を最大限に引き出すために，炉心流量制御

幅を約40％まで拡大させるとともに，スペクトルシフト

燃料を用いることで，省ウラン化を図る。さらに燃料内

二相流挙動解明技術の確立や，大型燃料の採用により燃

料設計の自由度を拡大させ，炉心高度化を進め，更なる

燃料サイクル費の削減を図る。

第 2表 プラント概念設計の基本方針

第 3表 HP�ABWRの主要要目

第 1図 HP�ABWRプラント概念
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� 安全性―世界最高水準の達成

設計基準事故に対しては，実績のある動的３区分構成

の安全系により早期に事故収束を図る。過渡事象対応と

して，高圧注水系に代えて静的機器である非常用復水器

（IC）を採用し，信頼性の向上を図る。さらに，航空機

落下，２次被害として火災や溢水等への対応力強化策と

して，安全系設備を系統ごとに物理的障壁を設置して免

震建屋内に完全分離配置とする。また，航空機落下対策

については原子炉格納容器（PCV）や燃料プール等，冗

長性を有しない安全系設備を構造強化により防護する。

また，過酷事故に対しては，炉心溶融時の格納容器の

耐性を強化する観点から，静的デブリ冷却システムによ

る下部ペデスタル領域での溶融デブリの保持・冷却およ

び静的格納容器冷却系（PCCS）を用いて崩壊熱除去する

ことで，事故時の格納容器閉じ込め機能を維持（PCV

ノーベント：事故時に格納容器から放射性物質の放出を

させないようにし，格納容器内において事故を収束させ

る）し，放射性物質の環境放出を抑制する。

� 運営・運転・保全性―運転しやすく使いやすい

プラント

大型燃料の採用による燃料体数の削減により，定検時

の燃料取扱作業，制御棒交換頻度を大幅に低減させる。

一方，運転・保守時の従事者被ばく線量については，原

子炉系は高温浄化技術，材料表面改質技術（放射性物質

付着抑制），水化学制御技術（放射性物質発生抑制），ター

ビン系はN�16移行低減技術による線源低減とプラント

デジタル化技術（TMS：トータルマネジメントシステ

ム）による保守作業の効率化により大幅低減を図る。

プラント運用についてはTMSを用いて，プラントラ

イフを通し，電気事業者とメーカが有するデータベース

のネットワーク化を図るとともに，収集・蓄積された情

報の共有化により，ヒューマンエラー防止，保守物量低

減，経年劣化等による不適合低減，運転中保守の適用拡

大を図り運用性を向上させる。

また，取替に伴うプラント停止期間が長期化する部位

で，かつ次世代軽水炉での中性子照射増大の影響を大き

く受ける部位としてシュラウドに廃棄物低減の観点から

も80年交換不要な材料を適用する。

（ 2） HP�APWRのプラント概念

HP�APWRの概念は，良好な運転実績と建設実績を

蓄積してきた PWRをベースに，APWRで取り入れた

炉心や蒸気発生器などの大型化と信頼性向上技術を継承

しつつ，新技術の開発により魅力ある炉概念を確立した

（第 2図，第 4表）。主な特長は以下の通りである。

� 経済性―建設単価・発電コストの低減

炉心熱出力はAPWRと同等ながら世界最高熱効率

（約40％）により出力178万 kWeを達成できる見通しで

ある。炉心出口温度（Thot）を325℃から330℃に高め，高

性能蒸気発生器，大型最終翼高効率タービンと大容量１

次冷却材ポンプを組合せて高い経済性を実現する。

原子炉建屋には，立地地域ごとに異なる地震条件の差

を免震装置で吸収させる免震設計を導入することによ

り，立地条件によらないプラントの標準化を図る。

原子炉格納容器には，造船で培った技術を活用した船

殻構造鋼板コンクリート方式の超大型モジュール工法を

採用するほか，超大型複合モジュール工法を全面的に採

用し，建設工期の大幅な短縮（岩盤検査から運開まで30ヶ

月）と建設費の削減を図る。

高度化炉心として，超高燃焼度化燃料（取出平均燃焼

度70 GWd�t 以上），中性子減速環境を最適化した燃料

集合体を採用し，24ヶ月運転サイクルによる稼働率97％

の達成，燃料サイクルコストの低減を実現する。超高燃

焼度化燃料には，長期照射と冷却材の高温化に耐え得る

革新的な被覆管材料（Zr系，ステンレス鋼系）を適用す

る。また，高性能蒸気発生器には，エコノマイザと稠密

伝熱管配列を採用し伝熱効率を向上させる。蒸気発生器

伝熱管材料には，長寿命化および放射性腐食生成物低減

第 4表 次世代 PWR（HP�APWR）の主要要目

第 2図 次世代 PWR（HP�APWR）プラント概念
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を狙った新材料を適用する。

� 安全性―世界最高水準の達成

安全系には，大気を最終ヒートシンクとする簡素な冷

却サイクルである自律安全系を開発し，高い信頼性と安

全性の強化を図る。この自律安全系は完全分離４トレン

構成（系統をトレン毎に分離するとともに，物理的に分

離した建屋区画に配置）をとり，多重性を強化するとと

もに，海水を最終ヒートシンクとする常用冷却系を合わ

せ，冷却システムの多様性を確保し信頼性を大幅に向上

させている。加えて，安全設備を免震構造の原子炉建屋

に完全分離配置し，テロや航空機落下，地震，津波，火

災，溢水等の外的事象への対応を強化する。なお，航空

機落下対策には，原子炉格納容器を含む原子炉建屋壁の

強化により対応する。

過酷事故に対しては，常用冷却系も活用して炉心冷却

や格納容器減圧に対する多様性を確保しつつ，炉心溶融

デブリの冷却対策を強化する。また，海外における規制

に応じた対策も取り入れることが可能な設計としている。

� 運営・運転・保全性―運転しやすく使いやすい

プラント

設備の簡素化による設備数の削減，安全系の完全分離

４トレン構成による運転中保守，ガスタービン非常用発

電機などの保守性に優れた機器の採用により，保守負荷

の平準化と保守作業の効率化を図る。さらに，プラント

デジタル化技術（TMS）を採用する。これはプラントの

設計，建設，保守，廃炉の各段階における活動で必要な

あらゆる情報をデータベースとして一元管理し，電気事

業者とメーカが収集・蓄積された情報を共有することに

より，ヒューマンエラー防止，保守間隔の最適化，運転

負荷の合理的低減を図る。

3．電気出力80万～100万 kW級への対応
HP�ABWRは，主要機器であるインターナルポンプ

台数を10台から６台構成として単機容量を変えずに基数

を低減し，安全系・常用系については，基本的に区分数

や系統構成は変えずに94万 kW級へ対応する。

HP�APWRは，４ループ構成である次世代プラント

を２ループ化することにより85万 kW級に対応する。

これにより，大型炉である次世代軽水炉の特性をそのま

ま踏襲し，当該規模の最新プラントに比較し高性能化を

図ることが可能である。また，建設単価は，熱効率向上，

主要機器の基数削減や容量低減により，当該規模の最新

プラントに比較し大幅な低減が可能である。

4．要素技術開発
次世代軽水炉のプラント概念の成立に必要な要素技術

の一覧を第 5表にまとめる。これまでの約２年間の開発

は，プラントメーカが主体となり，電気事業者のほか，

大学等の有識者，関連する燃料メーカ，材料メーカ，建

築会社等の参画を得た我が国の総力を挙げた取組みにて

実施してきており，技術の成立性や実用化見通し等の

ホールドポイント（HP）までの目標を達成することがで

きた。また，プラント概念成立に必要な要素技術ごとに，

開発課題，今後の開発計画等をとりまとめた。

Ⅳ．導入シナリオと開発全体ロードマップ

次世代軽水炉の円滑な導入を図るため，市場導入時

期，開発スケジュール，安全規制と規格基準の整備や技

術の成熟化等の実用化に向けた取組みなどについて相互

に整合性をとり，全体を効率的，戦略的に進める道筋を

描いたシナリオを策定した。

プラント全体の開発プロセスは，2015年までに基本設

計完了，その後，詳細設計と個別・製作設計を2025年ま

でに完了させ，2026年から安全審査，工認，建設・試運

転を経て2030年に運転開始が可能なものとする。このた

め技術開発と同時に，規制と規格基準等の整備を一体的

に進める。個々の開発技術については，その成熟度を高

め，許認可建設に係るリスクを低減するとともに運開後

の高稼働率維持を図る必要がある。このため，実用化に

向けた確認試験や検証・確証試験等を計画的に実施す

る。また，導入条件の整った要素技術は，順次，可能な

限り速やかに実機に先行適用し，許認可や製造・建設実

績，運用ノウハウを蓄積していく。なお，長期の開発を

要する燃料および一部の炉心技術等を除き主だった技術

を集積したプラント（プレ次世代軽水炉）は，2024年度末

頃には実現を目指す。

導入シナリオに基づき，プラント全体の開発計画，要

素技術の開発計画，これらと一体的に取り組むべき安全

規制および規格基準の整備計画についても整合性をもっ

て検討を行い，開発全体のロードマップをまとめた（第

3図）。

第 5表 要素技術開発一覧
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Ⅴ．安全規制および規格基準の整備

優れた安全性や経済性等の次世代軽水炉の特長や性能

を最大限発揮するためには，技術や運用等と整合した安

全規制および規格基準が必要である。このため，必要と

なる安全規制および規格基準を，性能目標達成や新技術

の実用化の観点から既存炉に対する検討例も参考にして

抽出し，規制や規格基準の整備に係る課題とその取組み

をロードマップにまとめた（第 6表）。

また，次世代軽水炉導入に向けての課題について，規

制機関と意見交換を進めてきた結果，基本政策小委員会

報告書において，次世代軽水炉への規制上の対応や設計

認証制度の効果や必要性等の検討について記載され，規

制側においても検討課題として認識された。今後，さら

に規制機関との対話を深め，規制機関の取組みについて

本開発の立場から提言し早期に規制機関のロードマップ

に位置付けられるよう働きかける等，着実な取組みを図

る計画である。

Ⅵ．目標達成度の評価

構築したプラント概念については，開発にあたり設定

した開発目標を達成しているか，また，国内および海外

ユーザにとっても魅力的な国際標準炉となり得るものか

評価した。次世代軽水炉の開発目標に対しては，建設単

価を除き，おおむね達成できる見通しを得た。すなわち，

次世代軽水炉は，HP�ABWR�HP�APWR共に実績のあ

る技術や経験を継承しつつ，大出力化，建設費低減，建

設工期短縮を実現している。このことから，次世代軽水

炉は現行最新のプラントに比べても十分優位性があると

評価した。

最後に総合評価として，次世代軽水炉開発プロジェク

トに対して多面的かつ総合的な評価を行い，国内外の

ユーザにとって魅力的な経済性，安全性等の特長を有す

るものと評価した。

Ⅶ．お わ り に

本開発は，今回報告した中間評価結果を踏まえ，今後，

引き続き，開発を継続していくことになった。原子力委

員会からもこれまでの取組みは適切に推進されてきたと

評価され，中間評価で取りまとめた取組みを着実に推進

していくことを期待するとの見解が示されている。

今後，これらの期待に応え，中核機関，メーカ，電気

事業者，国が連携して応分の役割を担い，さらに規制機

関や大学，研究機関などの関係者も含め，我が国の総力

を挙げた体制にて取り組んでいくこととしたい。

なお，中間評価報告書は，（財）エネルギー総合工学研

究所ホームページに公開しているので，参照していただ

きたい。

―参 考 資 料―

１）3000�10�IAE�0001「次世代軽水炉等技術開発に係わる中

間評価報告書―約２年間の開発に対する評価と今後の開

発の在り方について」，エネルギー総合工学研究所，平

成22年７月29日．

２）「次世代軽水炉等技術開発に係る中間評価報告書」に対す

る講評，次世代軽水炉等技術開発評価委員会，平成22年

７月28日．

３）「次世代軽水炉開発の今後の取り組みについて」，経済産

業省，電気事業連合会，東芝，日立GEニュークリア・

エナジー，三菱重工業，エネルギー総合工学研究所，平

成22年７月29日．

第 3図 導入シナリオ

第 6表 安全規制および規格基準整備に係わる課題と取組み

著 者 紹 介

笠井 滋（かさい・しげる）
�エネルギー総合工学研究所
（専門分野�関心分野）燃料・炉心設計，エネルギー問題

遠山 眞（とおやま・まこと）
三菱重工業㈱
（専門分野�関心分野）原子力プラント安全設計，原子力技術
一般

守屋公三明（もりや・くみあき）
日立GEニュークリア・エナジー㈱
（専門分野�関心分野）次世代エネルギー技術開発，原子力プ
ラント安全設計�熱流動

飯倉驪彦（いいくら・たかひこ）
㈱東芝
（専門分野�関心分野）バックエンド，流体工学，動力エネル
ギーシステム
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Ⅰ．高速増殖原型炉の開発経緯

高速増殖炉の開発は第 1図に示すように1940年代に米

国で始まった。1940年代から1950年代にかけて米国で

は高速増殖炉の炉心冷却材として種々の材料を調査し，

一部は実際に小型の原子炉を建設・運転し，1960年代に

は高速増殖炉の冷却材としてナトリウムを選択するに

至った。高速増殖炉の動作原理を確認する「実験炉」を経

て，「原型炉」と呼ばれる実用炉一歩手前の原子炉を1970

年代に計画した。これがクリンチリバー高速増殖炉

（CRBR）である。CRBRは設計・一部建設まで進んだ

が，カーター大統領の核不拡散政策を端緒として中止さ

れた。

日本ではCRBRとほぼ同時期にCRBRの設計・許認

可経験を生かした日本の自主技術に基づく高速増殖原型

炉「もんじゅ」の設計が開始された。建設は順調に進み，

1994年に臨界となり，性能試験段階となった。しかし，

1995年に２次系ナトリウムの漏洩事故を起こし，以来14

年５ヶ月の間，停止し，本年５月に性能試験を再開した。

フランスではフェニックスが高速増殖原型炉として

1973年に臨界となって以来，運転を続けてきたが，奇し

くも「もんじゅ」が運転を再開した本年に運転を終了し，

その使命を終えた。

Ⅱ．原型炉の開発とトラブル

これらの「原型炉」は厳格なかつ透明性のある安全規制

体系の中で許認可を取得し運転されてきている。しか

し，残念ながらトラブルはゼロではなく，いくつかのト

ラブルに見舞われている。これらのトラブルから学習し

た点は後発の原子炉の設計に生かされている。

「もんじゅ」の設計段階においては，例えば，米国・高

速増殖実験炉であるフェルミ炉での燃料溶融の原因と

なった燃料集合体の冷却材流入孔の形状について，物理

的に閉塞が生じないような形状を採用している。

また，「もんじゅ」が長期間停止する原因となった２次

系ナトリウムの漏洩事故からは，ナトリウムの化学的な

性質に着目した「ナトリウムバウンダリー」の概念を明確

にした。これは原子力安全で対象とする放射線安全とし

ての「原子炉冷却材バウンダリー」とは異なる概念であ

る。高速増殖炉の場合，放射化した１次系ナトリウムが

「原子炉冷却材」であり，これが格納される原子炉容器，１

次系配管および中間熱交換器の伝熱管までが「原子炉冷

却材バウンダリー」である。一方，非放射性の２次系ナ

トリウムは，この放射化した１次系ナトリウムと蒸気発

生器の水とが直接接触することを防止するために設けら

れており「原子炉冷却材」ではない。しかし，「もんじゅ」

の２次系ナトリウムの漏洩事故により，ナトリウムの化

学的な性質に基づく燃焼が原子炉施設に及ぼす影響を原

子力安全とは別に考える必要が明確となり，「ナトリウ

ムバウンダリー」という概念を導入した。したがって，

「原子炉冷却材バウンダリー」である加圧水型軽水炉の蒸

気発生器の伝熱管の破損による影響と，「原子炉冷却材

バウンダリー」ではない高速増殖炉の蒸気発生器の伝熱

管の破損による影響とは原子力安全の観点からは全く異

なるものである。

さらに，フランス・フェニックスでもトラブルが発生

しており，これらは逐次，日本とフランスとの専門家に

よる情報交換の場で討議され，「もんじゅ」の運転・保守

に反映されている。

このような経験から，事業者としては，「トラブルは

Phenix to Monju : FBR Development and Japan Role；�
Incident in development of FBR and its effect on the

development : Mamoru KONOMURA.
（2010年 10月４日 受理）

高速炉開発に限らず，開発過程においてトラブルが生ずることを常に考え，そのリスク管理を

行うことは技術開発に携わる者の常識といってよい。一方，トラブルは設計を進歩させ安全性の

向上に有効であることは間違いない。しかし，トラブルという結果がなくとも，当事者の技術的

な想像力と，それを生かす継続的なリスク管理により安全性の向上を図ることができる。

講演

フェニックスから「もんじゅ」へ：高速炉開発と
日本の役割

�1 高速炉開発におけるトラブルと開発への影響

日本原子力研究開発機構 此村 守
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常に起こりえる」という意識で運転していくことが大切

である。トラブルの原因としては，機器等の取扱いのミ

スや機器の自然故障といった「即発的なエラー」と，設

計・製作段階でのミスや保全作業時の作業員のミスが運

転されるまでは明確にならないといった「潜在的原因」と

が挙げられる。また，「もんじゅ」のような研究開発過程

にある原子炉のトラブルでは，経験が少ない機器のため

トラブルを予測するための故障データが少ないこと，ま

た，第 2図に示すようなバスタブ曲線の初期故障期での

故障率が大きいことが特徴である。

これらのトラブルの発生を防止するために対策が取ら

れるが，この対策の考え方として「深層防護」と「自動化」

の２点が重要である。

「深層防護」は，防護のために異なる考え方を組み合わ

せ，それぞれの考え方のみでも防護できる能力を持た

せ，さらにこれらの考え方を実現させる機器を複数設け

たり，種類を変えて設けたりして，手厚く守るという方

法である。原子力プラントでは広く採用されている考え

方であり，この場合，運転時には設計段階で想定された

運転方法を守ることが大切である。「自動化」は，人の関

与を排するという考え方であり，これも原子力プラント

では広く採用されている。

しかし，トラブルを防止するには，これらの考え方の

問題点も把握しておくことが大切である。「深層防護」で

は，例えば保守を行った作業員のエラーにより，予測で

きない共通の原因による故障の可能性が増大したり，一

つの機能を複数の同じ機器で果たさせているために，そ

のうちの一つの機器が故障しても全体にはその影響は現

れずシステムの挙動が運転員に理解されにくくなると

いった問題がある。これはエラーや不具合の影響がすぐ

に現れないため，これらの欠陥を見落としたまま運転を

継続するという問題につながる。

「自動化」では，設計段階では想定していないトラブル

となった場合に，自動化に基づく結果を人間が理解でき

るだけの時間がなくなり，人が対応することを困難にす

るという問題につながる。

それでは，このような考え方を駆使して設計・運転さ

れる原子炉について，トラブルや事故を防ぐにはどうす

ればよいのだろうか。事業者の視点からは，潜在的な原

因を除く努力を継続的なプロセスとすることである１）。

このために，人的モデル，工学モデルおよび組織モデル

という方法論がある。また，稼動している原子炉の安全

上の重要性を相対的に示す指標としてリスク解析があ

る。この両者を組み合わせたリスク管理を継続的なプロ

セスとすることにより，トラブルや事故の発生を最小限

にとどめることが期待できる。

第 1図 世界の高速増殖炉の開発状況

第 2図 故障率と時間との関係
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冒頭で述べたトラブル対応の例のように，トラブルは

設計を進歩させ安全性の向上に役立つことは間違いな

い。しかし，トラブルがなければ安全性の向上は図れな

いかというとそうではない。トラブルという結果がなく

とも安全性の向上を図ることは可能である。それは当事

者の技術的な想像力と，それを生かす継続的なリスク管

理を行うことである。

Ⅲ．公衆から見たトラブル

ここで視点を事業者から公衆に変えてトラブルを考え

てみたい。公衆にとりトラブルは「不安」の元凶である。

この「不安」を食品不安の観点から，日本学術会議副会長

の唐木英明氏が示唆に富む話をされている２）。

人は，安全や安心よりも，危険や不安に対して大きく

反応する。それは動物である人間にとって「危険から逃

れる」ための判断が一番大切だからである。この判断は

一瞬でしないと命が危ないため，直感で判断して行動す

る。そのため，危険情報や食料などの利益情報には反応

するが，安全情報は反応しなくとも実害がないためほと

んど無視される。また，経験者以外が自分で判断したら

死ぬことになるため信頼する人に従う。さらに，理性的

な判断は時間がかかるため前例に従うといった行動様式

が生まれることになる。このような人間の根源的な特徴

を踏まえると，本当に「危険」なことは，科学的根拠のな

いことを信じること，そして人間の本能を利用して危険

情報を氾濫させることといえる。先生は，これを避ける

には，情報が本当か疑い，自分で確認することが重要で

あると述べられている。

原子力に対する漠然とした不安もその根は実は同じで

はないかと思われる。しかし，原子力という簡単には理

解できないことの「確認」をどうすればよいのだろうか。

事業者がなすべきことは，「確認」に必要な情報を細大

漏らさず公表すること，すなわち公衆が知りたいことを

包み隠さず提示する姿勢を貫くことであり，透明性に対

して疑念を抱かれないように努めることである。

一方，公衆にとって，理解できないことを「確認」する

方法としては，事業者の誠意あるいは技術能力に着目す

ればよい。具体的には，透明性が確保されているか。ト

ラブルの発生がないか。トラブルが避けられない以上，

発生したトラブルを事業者は技術的に理解しているか。

これは言い換えればどのような質問にもきちんと矛盾な

く回答しているかとも言える。そして，技術的な改善を

図ったか。これらの着目点がすべて実行されていれば，

その事業者は信頼に値するといえる。

それでは，「もんじゅ」の性能試験再開時はどうであっ

たか見ておきたい。性能試験の第一段階である「炉心確

認試験」時において，32項目のトラブルが発生している。

これらは即日で外部に情報発信し，技術的意味について

も説明している。これらのトラブルの中で原子炉プラン

トの安全性を脅かすものはなかった。「もんじゅ」は研究

開発段階にあるため，高速増殖炉用に開発中の検出器が

トラブルの原因になったり，またプラントのある部分の

挙動がそれまでと変わったことを運転員に単純に認識さ

せるためだけに警報が鳴ったりしている。これらは冒頭

に述べたバスタブ曲線の初期故障期にあたるものであっ

たり，あるいは本来100％出力運転まで見た上で設定さ

れるべき警報レベルを，未調整のまま運転せざるを得な

い性能試験段階であるために生じたものであったりして

いる。

このような段階で公衆の信頼を得る上で事業者がなす

べき重要なことは，透明性を確保すると同時に，発生し

たトラブルの技術的な意味を述べることである。現在の

設計・運転管理の下で原子炉の安全に影響を及ぼすよう

な事故が生ずることは極めて少ない。このような状況で

は発生したトラブルは安全とは無関係であるとして切り

捨てられてしまう可能性がある。しかし，単純な初期故

障として機器の調整で終わらせてしまってよいトラブル

と，安全には直接影響しないが運転上再発を防止すべき

トラブルとを区別し，後者について技術的な対応を図っ

ていくという態度を示し続けることが重要である。

このような観点から「もんじゅ」で発生した32項目のト

ラブルを見てみると，５月27日に発生した「補給水タン

ク水位高」警報の発報が後者に該当するトラブルである

といえる。また，透明性を確保する方法として，第 3図

に示すように，トラブルに関するすべての情報をホーム

ページに掲載し，知りたいと思う人にすべての情報が届

くシステムを運用することも意味がある。なお，第３図

には日本原子力研究開発機構のホームページから本稿で

対象とした情報にアクセスする手順を示した。

Ⅳ．ま と め

トラブルは避けられない以上，事業者の行動様式とし

ては，その負の側面を正に転換させる技術的努力を強力

に推し進めることと同時に，公衆の安全を第一に考えて

行動しているという透明性を維持することに軸足を置く

べきである。その結果として，フランスのナトリウム冷

第 3図 炉心確認試験に関する情報の公開
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却高速増殖炉フェニックスが閉鎖された現在，技術的貢

献を国際的に期待されているという事実を踏まえ，「も

んじゅ」をきちんと動かすこと，すなわち将来の世代が

準国産エネルギー源を確保するための完成度の高い技術

選択肢を残すという大変価値のある技術開発を推し進め

ることができる。

―参 考 資 料―

１）ジェームズ・リーズン，組織事故，日科技連，（1999）．

２）唐木英明，“食品不安の時代”，学士会会報 第880号，

（2010）．

地球システム環境化学

鹿園直建著，266 p．（2010．10），東京大学出版会．

（定価5，670円） ISBN 978�４�13�060755�１

近年，地球温暖化，気候変動，土地利用改変（土地利用状

況の変遷），越境汚染等の地球環境問題および地球の資源に

関連する問題は，これまでの社会環境の持続的な発展のため

に解決しなければならない重要なテーマである。

本書では，地下環境を含めた地表環境を対象に，地球環境・

資源問題についての科学的理解を得るために必要な基礎的な

事象と基本的な考え方を紹介している。具体的には，地球表

層で起こっている現象について，化学的な視点から，ミクロ

（岩石と水との反応）からマクロ（地球規模での物質の循環）ま

での環境領域を対象に解説している。

第１章では，地球表層システムの概要を示し，第２章では，

地球表層環境における物質の反応場として水と土壌・岩石に

着目し，鉱物の溶解度，酸化還元条件，元素分配等について，

化学平衡論として取りまとめている。第３章では，物質移動

に関する支配要因［溶解・沈殿・吸着・拡散・バイオミネラ

リゼーション（生物による無機鉱物の生成）等］について，対

象とする環境ごとにまとめ，説明している。第４章では，シ

ステム解析として，地下水・土壌・

熱水系・海水系での物質動態に関し

ての各種のモデルについて紹介して

いる。つまり，物質動態の基礎から

解析までを詳細に解説している。第

５章では，より大きな環境領域での

炭素・硫黄・酸素・微量元素の地球

化学サイクルについて説明してい

る。第６章では，地球表層での環境問題に触れ，その中で，

放射性廃棄物の地中埋設処分における地下環境の天然バリア

としての役割，関係する現象を取り上げている。

このような構成は，従来の地球環境関係の書籍と異なる。

特に，モデル解析を組み込んだ点は，物質動態を定量的な視

点で評価検討することが重要であることが強調され，地球環

境問題を取り扱う基本スタンスとして貴重なメッセージであ

る。これは，著者のこれまでの授業を通しての経験に基づく

ものと考えられる。また，もう１つの特徴は，地下を含めた

地表環境における放射性核種の移行動態について述べられて

いる点である。つまり，環境の基礎を含めて放射性核種の環

境での動態について体系的にまとめられている。大学院生レ

ベルから理解できる内容であり，関連分野の会員に一読をお

勧めする。

（金沢大学環日本海域環境研究センター・長尾誠也）

著 者 紹 介

此村 守（このむら・まもる）
日本原子力研究開発機構 FBRプラント
工学研究センター
（専門分野�関心分野）炉心動特性解析，プ
ラント設計
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Ⅰ．は じ め に

2010年５月８日午前10時36分，日本原子力研究開発

機構（JAEA）の高速増殖原型炉「もんじゅ」は，14年５ヶ

月ぶりに臨界に到達した。その後，約３ヶ月間にわたる

炉心確認試験では，１％以下の核出力条件で，余剰反応

度や炉停止余裕などの安全上重要な炉心核特性が測定さ

れた。

原子力安全・保安院（NISA）は，炉心確認試験および

今後の40％出力および100％出力試験など起動試験全体

を立会い検査の対象として，安全な運転が確保されるこ

とを厳格に確認する計画である。起動試験を経て運開を

達成した後には，高性能炉心の安全審査が，さらに中・

長期的には，高速実証炉の安全審査などが今後の高速炉

の規制課題となる。

原子力安全基盤機構（JNES）はわが国のTSO（Techni-

cal and Scientific Support Organization）として，NISA

が行うもんじゅおよび高速実証炉の安全規制を多面的か

つ積極的に支援している。本稿では，ここ数年間にわた

り JNESが行ってきたもんじゅの安全規制支援活動と関

連する安全研究の成果を紹介する。また，もんじゅ高性

能炉心や高速実証炉の安全規制への取組みの考え方につ

いて述べる。

Ⅱ．高速増殖原型炉「もんじゅ」に対する
安全規制支援

1．もんじゅの燃料組成変更に伴う安全審査
運転開始前における規制活動は，燃料変更に伴う設置

変更許可申請に対する安全審査，炉心設工認，アクシデ

ントマネジメント（AM）策や保安規定の妥当性確認，保

安検査や立入検査など，広範多岐にわたっている。

JAEAは，長期に保存した燃料の組成変更に伴って，

2006年10月にもんじゅの設置変更許可申請を国に提出し

た。提出された設置変更許可申請に対し，NISAは，2007

年７月に至るまでの約９ヶ月間にわたり１次審査を行っ

た。JNESは，保安院の要請によって，設置変更許可申

請の技術的妥当性の確認に協力し，約50回の技術審査に

同席して，燃料設計，炉心設計，安全解析などの専門的

知見に基づいて国が行う安全審査を支援した。

（ 1） 燃料，炉心設計の妥当性評価

燃料設計については，長期にわたる燃料の保管中に
241Pu が崩壊し241Amが蓄積した効果に着目し，融点など

の燃料物性への悪影響がないことを確認した。また，炉

心設計については，JNES独自の解析コードを用いてク

ロスチェック解析を行い，最大線出力密度，ドップラー

係数やナトリウム密度係数など，安全上重要な核特性を

評価した。この結果，241Pu の減少と241Amの増加によっ

て冷却材密度係数やボイド反応度が増加するにもかかわ

らず，最大過剰反応度や炉停止余裕などが核的制限条件

を満足することを確認した。

（ 2） 安全評価

ドップラー係数の絶対値の減少やナトリウム密度係数

の増加などが，運転時の異常な過渡変化，事故および５

Phenix to Monju : FBR Development and Japan Role；�
Safety Evaluation and Regulation for the Fast Breeder

Reactor in Japan : Hiroshi ENDO.
（2010年 11月９日 受理）

高速増殖原型炉「もんじゅ」は，1995年12月のナトリウム漏えい事故以後，運転を停止していた

が，2010年５月６日に運転を再開し，炉心確認試験を完了した。今後，40％出力でのプラント確

認試験や100％出力までの出力上昇試験が計画され，中・長期的には，高性能炉心や「もんじゅ」

次期炉（高速実証炉）の安全審査が行われる予定である。原子力安全基盤機構（JNES）は，わが国

のTSO（Technical and Scientific Support Organization）として，原子力安全・保安院（NISA）が

行う各種の高速炉安全規制を多面的かつ積極的に支援している。

講演

フェニックスから「もんじゅ」へ：高速炉開発と
日本の役割

�2 開発段階の高速炉の安全評価と規制の役割

原子力安全基盤機構 遠藤 寛

215フェニックスから「もんじゅ」へ：高速炉開発と日本の役割�

日本原子力学会誌, Vol. 53, No. 3（2011） （ 61 ）



項事象（発生頻度は極めて低いが結果が重大であると想

定される事象）へ及ぼす影響を精査し，JNESによるク

ロスチェック解析も併せ，JAEAが行った安全解析結果

の妥当性を確認した。

（ 3） 5項事象の評価

NISAは，2007年７月の第46回原子力安全委員会に１

次審査結果を諮問し，原子炉安全専門審査会111部会に

おいて２次審査が行われ，2008年２月19日に，JAEAに

対して設置変更を許可した。

JNESは，２次審査においてもNISAに対する技術的

支援を行った。特に，設置変更許可申請書添付書類十に

記載された５項事象の一つである１次冷却材流量減少時

反応度抑制機能喪失事象（ULOF）での機械的エネルギー

に着目し，JNESは独自の解析評価を行った。この結果，

「ULOF起因過程では有意な機械的エネルギー放出の可

能性は僅少であり，むしろ遷移過程での評価が重要であ

る」との結論を原子力安全委員会に報告した。

2．アクシデントマネジメント策の妥当性評価
JAEAは，もんじゅを対象としたAM整備を推進し，

2008年３月にその整備結果をNISAに報告した。JNES

は，レベル１および２の PSA（確率的安全評価）を実施

し，JAEAが整備したAM策の技術的妥当性を評価し

た。

この結果，AM整備前においても，炉心損傷頻度

（CDF）および格納容器機能喪失頻度（CFF）は，それぞ

れ，2．7×10－７�炉年，9．2×10－９�炉年と評価され，わが

国の安全目標（案）に対応する発電炉の性能目標の指標値

（CDF : 10－４�年程度およびCFF : 10－５�年程度）を十分下

回っていることを確認した。また，AM策によってCDF

および CFFの両者が低減されることを定量的に確認し

た。

わが国の軽水炉について JNESが評価したCDF�CFF

相関を，典型的な高速炉プラントと比較して第 1図に示

す。第１図に示すように，高速炉のCDFは軽水炉の平

均的なCDF値に対応している。一方，高速炉のCFF

については，ナトリウムの１気圧での沸点（約900℃）が

水の沸点（約100℃）より大きいことに起因して，軽水炉

のCCF値より約１桁程度小さい値を示すことが特徴的

である。

3．安全総点検結果の妥当性評価
JAEAは，2009年11月に「高速増殖原型炉もんじゅ安

全性総点検に係る対処および報告について（第５回報

告）」を国に提出した。NISAは，運転管理，設備改善，

長期停止設備の健全性，新知見の反映などの観点から，

その妥当性を総合的に評価した。

JNESは，これらの評価項目の中で，特に「長期停止

設備の健全性に」に着目し，リスク情報を用いて，設備

点検の妥当性を評価した。ここでは，FV重要度（対象

機器の故障をなくした場合のCDF低減指標）および

RAW重要度（対象機器が故障した場合のCDF増加指

標）を用いて，点検対象の充足性と検査方法の妥当性を

評価した。特にFVおよびRAW重要度両者が大きい設

備については，国の使用前検査が行われているなど，長

期保管設備の健全性確認が適正に行われていることを確

認した。

4．本格的な運転段階での規制課題
もんじゅの本格的な運転段階においては，リスク情報

を用いた保安規定や保全計画の妥当性確認，水・蒸気系

など長期保管設備の健全性確認，炉心およびプラント動

特性試験の妥当性確認，起動試験の安全確保前の防災訓

練，トラブル事象への対応等が重要な規制課題である。

Ⅲ．もんじゅ高性能炉心や高速実証炉
での規制課題

1．規制課題と安全解析手法の開発
もんじゅ炉心の高性能化においては，燃料や炉心変更

に伴う安全審査が重要な規制課題である。ここでは，燃

料設計の妥当性評価の観点から，燃料技術基準の整備が

不可欠である。また，安全審査に伴う燃料の機械設計，

炉心設計の妥当性評価や炉心損傷事故解析を含む添付書

類十記載の事故事象の安全評価，PSAなどが課題であ

り，従来の安全評価手法を高度化する必要がある。JNES

では，主要な安全解析手法の整備を計画的に進めてい

る。第 2図には，レベル２PSAや炉心損傷挙動解析に

用いる解析コード群を示す。

高速実証炉に関しては，燃料基準に加えて原子炉構造

に係る合理的な技術基準の整備，５項事象の安全評価方

針やナトリウム冷却高速炉に特有な線源評価方針など，

安全審査要件の整備を進める必要がある。JNESでは，

これらの安全審査要件について，試験研究など基礎的な

研究も含め，広範な検討を行っている。第 1図 CDF�CF相関における軽水炉と高速炉との比較
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2． 5項事象の評価方針の検討
もんじゅの高速炉安全審査では，1980年に原子力安全

委員会が策定した「高速炉の安全評価の考え方」に従い，

「技術的には発生するとは考えられないが，高速炉の運

転経験が少ないことを考慮してその事故影響を確認すべ

き事象」（５項事象）が定義され，ULOFなどの炉心損傷

事象が選定されている。

高速実証炉の安全審査においても，「５項事象，ある

いはこれと類似した事象概念」に基いて炉心損傷事故の

評価が要求されるものと考えられる。JNESでは，典型

的なループ型炉の内的事象を対象として，崩壊熱除去機

能喪失事象（PLOHS），ULOF，集合体事故（LF），炉容

器外燃料貯蔵槽における PLOHS（EVST）に対するレベ

ル１および２の PSAを行い，これらの事象のリスクを

比較し，高速実証炉の５項事象の評価論理を検討してい

る。

本検討では，リスクの指標として，事故時の環境への

放射性物質放出割合の超過確率（CCDF）を採用した。各

事象のCCDFの評価結果を第 3図に比較する。図中の

直線 P１は，INSAGやわが国の性能目標等の議論を参

照して設定した環境への放射性物質放出割合の制限目安

値[10－６�炉年］であり，P２は炉内インベントリーの１％

放出に対し，３桁の余裕を考慮して設定した等リスク曲

線である。

第３図に示すように，PLOHS事象では，１次�２次

系間の境界破損に起因した格納容器バイパス事象

（CVBP）が発生するため，評価事象中最大のリスクを示

し，EVSTに起因するリスクは POHSに準ずる。しか

し，ULOFや LFのリスクは，PLOHSの３桁以上小さ

くなり，CCDFは等リスク曲線 P２を１桁以上下回る。

したがって，CCDFをリスク指標とした場合は，原子

炉本体および燃料貯蔵槽の PLOHSが５項事象の評価対

象の候補になり得る。

3．評価線源の検討
高速炉の評価線源の設定に関する規制課題として，ナ

トリウム（Na）と同族であるため気相への移行量が格段

に大きいセシウム（Cs）の挙動とこれの位置づけが挙げ

られる。

Csは Na と化学的に類似した性質を有するアルカリ

金属であり，Na中に溶解するもののNaと同等の蒸気

圧で気相に放出される。第 4図に，炉心損傷事故が生じ

た場合のカバーガス空間に放出される核分裂生成物

（FP）の放出割合を示す。第４図に示すように，Csの放

第 2図 JNES で整備している安全解析コード群

第 3図 主要な炉心損傷事象のCCDF比較
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出量は希ガスについで大きくなる。一方，現在の評価線

源で考慮されるヨウ素（I）は，Naと反応して蒸気圧の小

さいNaI を形成するため，気相への移行量は極めて小

さい。

現在のナトリウム冷却高速炉では，立地評価や重大・

仮想事故での評価線源の設定において軽水炉の線源設定

論理が踏襲され，Csの移行挙動の特徴が考慮されてい

ない。このため，今後の高速炉の安全審査においては，

Csの移行挙動の特徴を考慮した評価線源の設定論理を

確立する必要がある。JNESでは，このような観点から，

CS挙動に関する北海道大学との共同研究を行ってい

る。

Ⅳ．ま と め

JNES では，上述した研究開発段階炉（高速炉）に係る

研究課題を，①設計・建設段階に必要とされる研究，②

運転段階の安全確保に必要な研究，③規制の高度化に必

要な研究の３カテゴリーに分類し，もんじゅ，もんじゅ

高性能炉心，高速実証炉の各システムへの反映先と研究

工程，重要度と緊急度，大学での実施可能性などについ

て整理した。また，これらの課題について，本学会の熱

流動部会に設置された「高速炉安全性」特別専門員会（主

査：杉山憲一郎北大教授）において３年間にわたり議論

し，広く原子力学会員に訴求できるロードマップとして

まとめた。これらの議論の結果は，学会報告書として出

版予定である。

第 4図 燃料破損時の１次系でのFP分布

著 者 紹 介

遠藤 寛（えんどう・ひろし）
原子力安全基盤機構 原子力システム安全
部
（専門分野）高速炉の安全設計，炉心損傷事
故評価，レベル２PSAなど
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Ⅰ．海水の淡水化

21世紀は「水」の世紀ともいわれる。日本に暮らすと水

は無限にあるように感じられるが，地球上の水で人が生

活に使える水は0．8％に限られる。しかも，2025年には

世界の人口の40％が深刻な水不足に直面すると予測され

ている。一方で地球の全水量の96．5％は海が占める。こ

のため海水から淡水を造る技術の重要性がますます増大

している。東芝は原子力の電気を使って海水をポンプで

昇圧し，逆浸透膜を通して淡水を生産する原子力海水脱

塩プラントの開発を�電力中央研究所とともに1989年か

ら続けてきた。海水脱塩プラントまたは地下水脱塩ブラ

ントは北アフリカや中近東に近々のニーズがあるが，今

後世界各地でそのニ－ズが拡大することは確実である。

大口径のパイプラインが中東地域の広大な砂漠をのたう

ちまわっているとおり，水の輸送コストは高いため，需

要地に近接した脱塩プラントに魅力がある。このため

に，求められている電気出力は最大で50 MWeである。

しかし，それによる造水量は日に16万トンにも達する。

この電気を原子炉で供給する場合，電気出力は50

MWe以下で，原子炉には容易な運転性と高い安全性が

求められた。特に，90年代当時，これから原子力を導入

する北アフリカや中東の国々は，原子炉の運転員がいな

かったため，燃料の交換作業の容易性，定期的な検査・

保守の容易性などが切実な課題とされた。

Ⅱ．遠隔地の電源

2004年に米国アラスカ州の先住民都市Galena 市から

招聘を受けた。その都市は遠隔地にあり，利用している

ディーゼル発電機の燃料や車のガソリンを春夏は船で，

秋冬は空から運んでいる。そのため燃料輸送費が高く，

住民は最低でも35円�kWhの高い発電コストの負担を余

儀なくされている。あわせてディ－ゼル発電機の排ガス

による環境汚染が課題であった。アラスカにはこうした

都市が100箇所以上ある。2009年には，よく似た環境の

カナダ北部のコミュニティから相談を受けた。燃料輸送

が困難であり，実に発電コストは100円�kWhに達して

いる市があった。アラスカの鉱山会社にも同様なニ－ズ

があり，そこでは50 MWeの出力を求められた。

要請された原子炉の仕様は，燃料を輸送する必要がな

いこと，少人数で原子炉を運転できること，また原子炉

の出力は10 MWeから50 MWeまでの小型炉である。ま

た，アラスカ特有の環境意識のためか，廃棄物としての

使用済みの燃料を使用後にサイトから持ち出すことを条

件とされた。

Ⅲ．オイルサンドなど非在来型石油抽出

カナダのアルバ－タ州には非在来型石油と呼ばれるオ

イルサンドが大量に埋蔵されている。オイルサンドを抽

出するには，オイルサンドを含む鉱床を長時間加熱する

ための高温の水蒸気が必要である。現在，この水蒸気を

得るために大量の天然ガスが消費され，排出される炭酸

ガスがカナダの環境改善の重荷になっている。これに，

環境税を課すかどうかが政府で検討されている。2008

年，アルバ－タ州の石油組合が環境保全を目的として，

天然ガスに代わる原子炉による高温蒸気を利用するため

Phenix to Monju : FBR Development and Japan Role ;�
Small reactor’s market, Current status of４S development,

Nuclear market analysis by GDP capita : Norihiko HANDA.
（2010年 10月４日 受理）

分散電源を必要としている世界の市場と必要とするエネルギ－を提供できる小型の原子炉４S

（Super Safe Small and Simple）の開発現状について述べる。また，原子力新興国が求める原子力

システムへの要望について，これまでの４S開発経験を通して得た知見に基づき評価・整理し

た。評価にあたり，それらの国を経済形態や技術姿勢を国民１人当たりのGDPで分類し，分類

ごとに原子力システムへの要望をまとめた（以下，原子力GDPモデルと呼称）。
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の研究に着手した。

要請された原子炉の仕様は，熱出力140 MWt を２基，

蒸気温度310℃以上である。この蒸気温度を得るために

は，液体金属冷却炉の利用が適している。ちなみに，140

MWt は電気出力に換算するとほぼ50 MWeに相当す

る。一方，米国とヨルダンではオイルシェ－ルから石油

を抽出するプロジェクトが始動している。この場合350

℃以上の蒸気が必要であり，液体金属冷却炉の運転温度

に近づく。また，蒸気を必要としている石油会社のニ－

ズは安価な蒸気そのものであり，原子炉の運転にはコ

ミットしない方針としている。そのため，蒸気の供給側

で原子炉の運転を行う必要がある。

Ⅳ．水素製造

水素社会の必要性がうたわれて久しいが，その実現に

は炭酸ガスを排出することなく効率的に水素を製造でき

る方法の開発が必要である。製造方法の１つは水の電気

分解だが，高温の水蒸気を利用できれば，電気分解の効

率が改善される。東芝の高温水蒸気電解セルを使うと，

10 MWeの電気と450℃の蒸気で3，000 m３�h の水素を発

生させることができる。この新しい電解セルは，イット

リア安定化ジルコニア（YSZ）を10 μmまで薄膜化した電
解質を採用し，水素極と酸素極は，電極上でのイオン化

触媒活性，電子導電性およびガス拡散性の観点から構造

の工夫をしている。2007年には当時，本方式では世界最

大規模の0．13 m３�h の水素製造試験に成功した。

水素製造に適する原子炉に求められる仕様は，450℃

を超える高温の蒸気供給である。

Ⅴ．多目的利用小型高速炉4 Sの開発状況

これまで述べたように，運転が容易で，燃料交換が不

要で，メンテナンス量も少なく，高温の蒸気が使える，

電気出力換算で50 MWe以下の原子炉が世界のニーズに

適合する多目的利用の原子炉としてふさわしい。

燃料を交換することなく長期間運転するために，これ

までにない新しい技術を必要とした。このため高速中性

子により天然ウランまたは劣化ウランを核分裂性物質に

転換する技術，炉心の燃焼部位を順次移動させる技術，

燃料密度の高い金属燃料技術，稠密に燃料を配置する技

術，これらの要素からなる炉心全体を環状の反射体で制

御する技術を開発し，実証してきた。そして，実際に炉

心を組み立て，2005年には旧日本原子力研究所の高速中

性子臨界試験装置で臨界を達成した。

これらの実績を踏まえて，原子炉の米国許認可を取得

するため，2007年10月から米国原子力規制委員会（NRC）

の事前審査を開始している。同じ時期に大型の高速炉機

器試験施設を東芝の磯子エンジニアリングセンタ－に設

置し，NRCが特に関心を示している複数の機器（電磁ポ

ンプ，漏洩検出器付き二重管蒸気発生器）の検証試験を

行っている。この際，NRCの要求する高い品質管理の

もとで試験デ－タを取得し，分析する手法を重視した。

また，誰でもが納得しうる設計の妥当性検証のために

複数の機関，申請者とは独立した複数の専門家による第

三者評価を要求された。日米５機関の専門家による独立

評価を実施してこの要求に応じた。

事前審査中，申請者，NRC両方で課題と認識したテ

－マに設計指針と安全解析とその判断条件がある。Na

冷却炉の一般安全指針は，米国では実にクリンチリバ－

高速増殖炉（CRBRP）の指針に参照利用した1975年以

降，1989年に部分的に改定したあと，手がつけられてい

ない。最新の軽水炉で話題とされている過酷事故対策，

航空機落下対策，退避計画，静的システムの審査上の位

置づけ，デジタル制御関連などは，Na冷却炉指針への

反映は行われてこなかった。それは，安全解析の分野で

も同様である。事前審査中に申請者自ら，現在の軽水炉

審査の状況を反映した新しい指針を提案した。これに対

して，NRCからは申請者とは独立した機関による指針

の策定を条件とされた。現在，米国原子力学会を主体と

する新しいNa冷却炉設計指針を策定するための活動が

始まっている。

Ⅵ．原子力 GDPモデルへと展開

現在，追設を含めて原子力発電を導入したいと表明し

ている国は60ヵ国を超える。このような国々から公式に

表明されている導入条件だけではなく，それらの国の潜

在的な要望または願望について統一的な視点で分析を行

うことにより輸出戦略に対する視野を拡大できよう。

このために，まず国民１人当たりのGDP（国内総生産

を人口で割った値）を世界の国々の人々の経済意識を特

徴づける指標と仮定する。原子力導入を表明している注

目国の個人１人当たりのGDPを第 1表に示す。

国民１人当たりのGDPが増大するにつれて，すなわ

ち１人当たりの所得が増えるにつれて，消費意識あるい

は工業技術への取組み姿勢が変わることが知られてい

る。それを日本のミネラルウォ－タの消費量と市場推移

（ガソリンより高価な飲料水を水道水の代わりに購入す

る消費意識を分析）に着目し，GDPの帯域ごとに，経済

形態，消費形態，工業技術への取組み姿勢を分析した研

究結果が報告されている１）。その報告によると，日本を

対象にしたこの分析結果は世界の国々にも普遍的に適用

しうるとされ，第 2表に示す普遍的な分類表を得てい

る。

例えば，国民１人当たりのGDPが50万円の中国で

は，生活必需消費から選択消費に移行する境界にあり，

技術姿勢は先行技術を真似る段階から自前化を図る段階

に移行しつつあることがわかる。UAEの応札に勝利し

た韓国では，国民１人当たりのGDPは190万円であり，

先行技術の自前化を終了し，それを改良，改善する技術
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姿勢の段階に移行した。日本は1995年以降，国民１人当

たりのGDPは減少しており，トップランナ－から転落

し，技術姿勢は停滞したと分類される。ただし，消費形

態には環境意識など新しい価値観が生まれている。

第２表では技術姿勢までが分析されているが，必ずし

も裕福ではない遠隔地などの４S市場を調査した経験

は，実は，第２表の分類では，特に分類ⅠやⅡに属す国々

に相当する地域の原子力に対する潜在的な要望または願

望を直接聞いていたことにもなる。それを第 3表に改め

て示す。筆者はこれを原子力GDPモデルと呼んでい

る。

第 3表によると，分類Ⅰ，Ⅱの国々は，安価な建設コ

スト，建設と運転の実績あるプラント，施設の運転，運

転・保守の容易性，許認可支援，使用済み燃料の引き取

りを重視している。一方，分類Ⅲ，Ⅳの国々は，安価な

建設コストを望みつつ一連の技術的な付加価値（テロ対

策，過酷事故対策，単純性，多様性，廃棄物処理）を重

視している。また，技術の自前化については，近いうち

に分類ⅠからⅡに移行する国の経済姿勢，技術姿勢の必

然でもある。

国民１人当たりのGDPに応じて，それらの国が求め

る潜在的な要望または願望が浮き彫りにされた。願望し

ている原子炉とその導入の方式，範囲はGDPレベルで

異なるのである。

Ⅶ．お わ り に

最近，米国で見直されている小型原子炉モジュ－ルに

よる中・大型発電所は，モジュ－ル炉の特徴を生かした

基幹電源の可能性として，米国の一部には期待がある。

それが導入されるためには単基の大型原子炉で構成した

大型発電所と比べてコストで優位でなければならない。

しかし，ひとたび，世界に目を転じれば，小型のしかも

多目的なエネルギ－ニ－ズが数多くの地域にある。地域

ごとの要求は明確であり，小型Na冷却高速炉４Sが要

求に対応すべく開発された。コストは既存のエネルギ－

施設のコストに比べて優位であればよい。それは例え

ば，遠隔地の電源であれば100円�kWhを十分に下回れ

ば魅力と映る。

第 1表 注目した国の国民１人当たりのGDP

第 2表 国民１人当たりのGDPと消費形態
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一方，別の観点からの要求がある。始めて原子炉を運

用する必ずしも裕福ではないそれらの地域からは，運転

委託，容易な運転性，簡素な保守，燃料交換なし，使用

済み燃料の引き取り，許認可支援，将来大きな産業へ発

展させるための協力が要望された。

これらの要望のセットはもっと普遍化できるので，世

界の国々を国民１人当たりのGDPを指標にして分類

し，原子力GDPモデルを作成した。それを使って各国

が願望している原子炉とその導入の方式，範囲はGDP

レベルで異なることを示した。

―参 考 資 料―

１）飯田式彦，“原子力輸出の際の一指針”，季報エネルギ－

総合工学，33〔１〕，21（2010）．

第 3表 原子力GDPモデル

著 者 紹 介

飯田式彦（はんだ・のりひこ）
㈱東芝 原子力事業部
（専門分野�関心分野）高速炉システム，原
子力安全
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はじめに
原子力発電所の安全解析や安全評価を実施する上にお

いて，冷却材の伝熱流動を正確に把握することはコアと

なる技術である。原子力発電所の安全は，伝熱流動解析

評価によって担保されているといっても過言ではない。

旧日本原子力研究所や世界中の原子力機関における数多

くの膨大な実験データベースと，それらを元にしたシ

ミュレーションコードによって原子力発電所の安全評価

が実施されてきている。

1980年代から，数値シミュレーションを取り巻く環境

は大きく変化している。ハードウエアの進歩は目覚し

く，当時のスパコンよりも，現在の安価なパソコンの方

が桁違いに優れた性能を持っている。64 kB で数万円も

したメモリーも，今では16 GBのメモリーが数千円で買

える。単価で考えると６桁も安くなっている。ソフトウ

エアも大幅に進歩し，直接数値シミュレーションなどの

ナビアストークス方程式を直接解くような計算も進んで

きている。

一方，安全審査においては，大幅な保守性をもった30

年前のコードがいまだに利用されていることもある。一

部，最新のシミュレーションコードを利用しようとする

動きもあるが，古いコードで安全審査をパスすることが

できる現状では，新しいコードを用いる動機があまり大

きくない。もちろん，適切な保守性を持った最新のコー

ドを用いると，より安全で，より効率の良い発電所の設

計が可能となる。しかし，これらの最新のコードを安全

審査に用いようとすると，労力が大幅に掛かることか

ら，敬遠されてきているのも事実であろう。日本国内で

は，米国製の古い青銅器の武器で十分戦えるので，新し

い鉄製の武器を使わなくてもよいという状況にあるよう

に思える。ただ，鉄製の武器は，まだ十分に研げていな

いのも確かである。

原子力発電所をアジアをはじめとする世界に提供しよ

うとする場合，価格競争力や，安全性を担保するために

も，より優れたシミュレーション手法で，より安全で合

理的な設計を行うことが重要である。最新コードのソー

ス提供を止める動きも出てきており，韓国などでは，独

自コードの開発が国を挙げて進められている。米国にお

いても，産業界や大学を巻き込んだ，シミュレーション

コードの開発と検証の大規模プロジェクトが進められて

いる。

このような背景のもと，数値流体シミュレーション

（Computer Fluid Dynamics）を，原子力発電所や中間貯

蔵施設などの原子力関連設備の設計に用いる動きが加速

されてきている。CFDを用いることで，より安全で，

合理的な設計が可能となり，価格でも，安全性でも原子

力プラントの競争力が大幅に高まることが期待されてお

り，世界中で開発が推進されてきている。一方，CFD

の V&V（Verification & Validation）をどうやって担保す

るかという非常に難しい課題に直面してきている。これ

は，CFDで計算された結果が，十分な精度を持って正

しくシミュレーションできていることを証明することに

他ならない。CFDの V&Vに関する標準を米国機械学

会が制定するなど，様々な活動が推進されている。

数年後に，鉄製の武器が十分に鋭利なものに研ぎあ

がったときに，なまくら青銅器で，鉄製の武器に対抗で

きるか，はなはだ不安がある。

CFD4NRS�3
CFD４NRSは，原子力安全解析にCFDを用いる場合

の，検証をどのように担保していくかを議論するため

に，４年前に初めて開催された国際会議である。この第

３回目として，CFD４NRS�３が，米国NRCと NEA主催

でワシントンDC近郊のロックビルで2010年９月14～16

日に開催された。会議場はNRC本部から道を挟んだホ

テルで行われ，NRC本部の見学会なども行われた。20ヵ

国を超える世界中の国々から，180名の参加者が集い，

原子力安全解析のためのCFDの現状と，その検証に関

して熱心な議論が重ねられた。

日本は最先端のCFD技術を持っている。従来から大

学や産業界で様々なCFDコードが開発されてきた。し

かし，驚くことに，CFD４NRSへの日本人参加者は非常

に少ない。一方，韓国からは20名を超える参加者があり，

その勢いはあなどれない。

数多くの発表が行われたが，CFDベンチマーク問題

に関する議論が大きなトピックとして取り扱われた。今

回取り上げられたベンチマーク問題は，ティー（３方向

分岐管継手）における高温・低温流体混合問題である。

数多くの機関が参加し，熱電対や PIV（Particle Image

Velocimetry）による実験結果との比較が行われ，その特

徴が議論された。参加機関は多岐にわたっているが，使

われたコードは，STAR�CCM＋や FLUENTといった

商用コードが非常に多かった。境界条件を適切に設定で

きたか，LES（Large Eddy Simulation）のパラメータ設

私の なぜ CFD検証を日本の国家戦略として進め
なくてはならないか？ （CFD4NRS�3）主張

東京大学 岡本 孝司
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定が適切であったかなどの要因が結果を左右したのでは

とも思われる。なお，実験や計算においては，境界条件

の設定が結果に対してセンシティブである。

なお，著者はこの会議に招待されており，検証に利用

されることの多い PIVデータの精度と限界について招

待講演を行った。上記のベンチマーク問題でも PIVデー

タを正としてCFDとの差異を評価しているが，その誤

差評価が重要であることを指摘した。実験そのものの不

確かさだけではなく，PIVでは画像処理において不確か

さが導入される。PIVに対するベンチマークとして，PIV

Challenge ワークショップ（www.pivchallenge.org）を過

去に３回実施してきた実績や経験から，PIVの限界と将

来性を議論することができた。なお，CFDとの比較で

は，平均量だけでは不十分で，空間周波数特性や時間周

波数特性における比較が重要となる。その一つの方法と

しての POD（正規直交分解）に関する紹介が行われた。

CFDの V&Vを高度化するためには，よりどころとな

る実験データの詳細化，高精度化が避けて通れない。

これらの講演以外にも，検証実験の精度に関する議

論，二相流CFDのためのパラメータに関する議論，知

識マネジメントに関する議論など幅広くCFDとそのV

&Vに関する議論が行われた。その中でも，CFDの検

証をどのように考えるかが重要であることを改めて確認

した。

ガラパゴス化？
前述のように，日本のCFD技術は世界でもトップク

ラスである。流体工学の国際会議や，原子力工学の国際

会議では，日本からもCFDに関する数多くの講演があ

り，世界からも注目されている。一方，商用ベースの著

名なCFDコードは，英国や米国が発祥であり，日本発

の世界的なCFDコードはまだない。

ガラパゴス化とは，技術的には非常に発達しているに

もかかわらず，国内の特殊な規制などの影響で世界標準

にはなれずに，技術的には劣る世界標準の技術が世界を

席巻していることをさす。携帯電話において，非常に優

れた日本の携帯が世界では全く使われずに，Nokia や LG

に大幅に遅れをとっている状況が有名である。原子力分

野のCFDも明らかにガラパゴス化していませんか？

車や飛行機では，普通に使われるようになった鉄製の

武器であるが，原子力安全に使おうとすると，万一にも

折れては困るので，やはり十分に研いでおく必要があ

る。世界中で研磨合戦が繰り広げられているときに，日

本は，なんとなく傍観しているようにも思えるのが残念

である。

どうすれば良いのだろうか？
CFDや熱流動シミュレーション技術は，原子力安全

の根幹を成す技術となっていくことは誰の目からも明ら

かである。ここがしっかり説明できないと，世界戦略の

中で後塵を拝することになる。原子力システムは韓国が

受注し，日本は下請けになってしまう。個々の機器を売

るより，システムを売るほうが，明らかに儲かるし，技

術的にも優位に立てる。原子力システムを売るために

は，シミュレーション技術で世界最先端である必要があ

る。今からでも遅くはないので，産官学が一体となって，

日本のシミュレーション技術を世界一にすることが必要

と考える。

鍵は，V&V，特にValidation（検証）にある。実機規

模の大規模実験ができる装置を日本原子力研究開発機構

などが持っている。これらを有効活用して，最先端のシ

ミュレーション技術を検証するためのデータを取得する

ことができる。バルクなデータだけではなく，高精度な

詳細データを取得することも優位性を保つためには必須

である。この10年で流体計測技術は大幅に進歩してい

る。CFD検証に耐えうる，十分な精度を持った，時間・

空間方向に詳細なデータを採ることが，戦略として重要

であろう。これらの詳細データは，知的財産となる。優

れた数値シミュレーション手法だけではなく，その検証

データも戦略財産となりうる。詳細な計算と実験の双方

が揃うことが重要である。

中越沖地震後に，多度津の振動台があれば，と何度思っ

たことであろうか。大規模施設は一度壊すと，二度と作

れない。原子力世界戦略の中で，シミュレーションとそ

のV&V，特に検証を推進することがどうしても必要で

あると強く感じる。日本製の優れた刀を，産官学が協力

して研ぎあげるのは今しかない。

（2010年 10月25日 記）

224 私の主張（岡 本）

（ 70 ） 日本原子力学会誌, Vol. 53, No. 3（2011）



日本アクチノイドネットワーク（J�ACTINET）は，そ

の活動の一環として，若手研究者・技術者を対象にアク

チノイド研究の体験的理解のための機会を提供すること

を目的としている。昨年度の日本原子力研究開発機構お

よび東北大学金属材料研究所において開催されたサマー

スクール2009に引き続き，今年度はサマースクール2010

を８月31日から９月４日までの４日間開催した。今年度

は，関西地区の原子力関係機関（京都大学，大阪大学，

福井大学，SPring�８，原子力研究開発機構，原子燃料

工業㈱）が連携して開催した。昨年度のサマースクール

で好評であった体験実習を取り上げ，今年度は実物観察

および操作体験等の実習を物理および化学の両分野につ

いて企画した。化学実習として，アメリシウム，ネプツ

ニウムを用いた溶媒抽出実験および高温溶融塩中におけ

るウランイオンの酸化還元挙動観察，物理実習として，

ウラン模擬照射済み燃料の物性測定および化合物解析実

習を実施した。また，発電所用燃料ペレットの製造工程，

大型放射光ビームラインおよび研究用原子炉施設の見学

実習も行った。一方，講義においては，アクチノイドの

基礎科学から先端科学，再処理工学，および燃料工学に

ついてアクチノイドが関与する分野についてバランスよ

く学べるように工夫した。

今回は原子力関係学部を有する大学に限らず，核化

学，放射化学関連の分野などにも参加者を公募した。そ

の結果，全国の大学・大学院および民間企業から当初の

定員を超える26名が参加した。

化学実習について，保安教育を受講した参加者は，ア

メリシウムおよびネプツニウムを含む硝酸水溶液を，抽

出剤を含む有機溶液に抽出し，ガンマ線スペクトロメト

リーによって分配比を決定する実験を行った。参加者の

うち２�３は放射線業務従事者として登録され，アメリシ

ウムを含む溶液を実際に触れる体験をした。化学を専攻

している学生にとっては比較的なじみやすい実験であっ

たものの，アクチノイドを使用した経験を持つ参加者は

ほとんどおらず，参加者は慎重に試料を取り扱った。溶

媒抽出実験を湿式再処理の基礎実験として実習した一

方，溶融塩電解実験を乾式再処理の基礎実験として行っ

た。高温の溶融塩中に溶存するウランイオンの色を目視

および吸光分光法によって確認し，電解によってウラン

イオンが還元されていく様子を目視および吸光分光法に

よって確認した。電解によってウランの色が変化したこ

とに驚いた様子であったが，電気化学的なエネルギーに

よってウランの原子価が変化することを理解した。

大阪大学における物理実習について，保安教育を受講

した参加者は，ウラン模擬照射済み燃料の SEM･EDX

を観察し，模擬燃料の組成を決定するとともに熱伝導率

を算出した。また，レーザーフラッシュ法測定装置をは

じめとする材料物性測定装置の見学を行った。

原子燃料工業㈱にて燃料ペレットの照射挙動について

の講義を受講し，ペレットおよび燃料集合体の製造工程

を見学した。参加者は，粉末ウランから燃料集合体が製

造されていく様子を興味深く観察していた。

SPring�８施設内において，核共鳴散乱実験，XAFS

構造解析，X線非弾性散乱実験，結晶成長のその場観察

などの研究をするためにデザインされたビームライン

BL�11 XUおよび RI 棟内を見学した。また，原子力機

構が建設した軟X線アンジュレータビームラインBL�

23 SUを見学し，巨大な装置を用いたアクチノイド元素

の電子状態や構造解明研究の説明に聞き入っていた。さ

らに，2011年完成予定の国家基幹技術であるX線自由

電子レーザーXFEL施設を見学した。

スクール終了後のアンケート結果および実習を通じて

以下のことが明らかになった。昨年度に引き続き，見学

実習体験は参加者にとって有意義であり好評であった。

実習レポートには実験結果のまとめのみならず，多くの

考察が行われており，参加者が興味を持ち実習に取り組

んでいたことを示すものである。一方，今後の課題とし

て，実験をするための十分な時間を確保するのが困難で

ある，もっと自分たちで作業をしたい，実習対応する現

場スタッフの人員不足など，企画者側における問題点も

挙げられた。テーマを絞ってもう少しゆとりを持って実

習することも今後の課題となった。

J�ACTINETでは，この活動を強化するべく，今後，

サマースクールのみならず，ウィンタースクールの開

催，ならびに本 J�ACTINETと姉妹関係にあたる欧州

ACTINETのサマースクールへの派遣により，講義と

実習および国際経験の機会を増加させ，原子力研究開発

および原子力産業の発展に必須であるアクチノイド科学

に係るより実践的な研究者・技術者の育成に貢献したい

と考えている。

（京都大学原子炉実験所・上原章寛，2010年11月24日記）

活動報告 アクチノイド元素の化学・物理実習を体験
J�ACTINETサマースクール2010

日本アクチノイドネットワーク
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2010年９月27日から29日の３日間，大阪大学吹田キャ

ンパス内の銀杏会館にて「2010日本放射化学会年会・第

54回放射化学討論会」が開催された。主催は日本放射化

学会で，日本化学会，日本分析化学会，日本原子力学会，

日本薬学会に共催いただいた。放射化学討論会は，放射

化学ならびにその関連分野の学術討論会であり，日本の

放射化学研究の中心として毎年秋に開催されている。

1999年にはこの討論会を母体として，日本放射化学会

（The Japan Society of Nuclear and Radiochemical

Sciences）が設立され，それ以来，本討論会は日本放射

化学会の年会となり，「日本放射化学会年会・放射化学

討論会」として開催されている。本年2010年には第54回

目となる長い歴史を持つ討論会の一つである。

日本放射化学会では近年，研究分野並びに討論会自体

の活性化を目的として様々な新しい取組みを進めてき

た。今年の本討論会では，①公募セッション，②副座長

制，③イブニング・ポスターセッション，④エントリー

制の若手優秀発表賞の４点の新しい試みを行った。

公募セッションとしては，結果としてK１「放射化分

析の現状と将来」とK２「RI 製造・利用の新展開―医学

薬学利用を中心に」の２件のセッションが採択され，執

り行われた。京都大学原子炉実験所の研究炉の再開や近

年の核医学の話題性の向上等，いずれの分野もトピック

スのある分野であったため，参加者も多く，非常に盛ん

な議論が行われた。学会後，「ひとつの分野に関して集

中してじっくりと話を聴くことができて非常に良かっ

た」という意見を頂いている。

また，今回は「若手座長の導入」が若手の会から提案さ

れた。「討論会における若手の積極的な参加」は，非常に

望ましいことであったため，全分野の一般講演に本来の

座長に加えて副座長を置くことにした。副座長は，ドク

ターコースの学生からドクター取得後間もない研究者を

対象とした。その成果に関しては，いろいろと意見もあ

るとは思うが，初めての試みとしては良い結果であった

のではないかと考えており，実行委員会としては来年以

降も続いていくことを望んでいる。

そして，本討論会最大の目玉といってもいいと思われ

るのが，イブニング・ポスターセッションであった。近

年，その重要性が増しつつあるポスターセッションの充

実を目的として，ポスターセッションを夕方に行い，そ

の際に，おいしいワインとビール，チュウハイと少々の

おつまみを用意させていただいた。これによりポスター

セッションでの議論が深まる等の成果があったかどうか

は定かではないが，参加者からは非常に高評価をいただ

いた。また，ポスターセッションを２日間行ったことも，

議論の充実に繋がったと考えている。

毎年，討論会の事務局が主催している若手優秀発表賞

に関しては今回，学生，ポスドクの方々に，より積極的

に，意識してよりよい発表の実現に努力してほしいと考

え，エントリー制を導入することにした。このような小

さな賞であっても研究成果の「受賞暦」のひとつとなり，

若い研究者にとって就職や奨学金の免除等にメリットが

あると考えられるが，予想よりも少ないエントリー数で

あったことは非常に残念であった。

本討論会の総参加人数は230名，そのうち学会参加人

数は217名（一般148名，学生69名）で，その他に協賛企業

の方々から展示活動をしていただいた。懇親会参加人数

は118名でイブニング・ポスターセッションの時よりも

上質のワインをより多数用意し，非常に好評であった。

本討論会の特別講演は「小惑星探査機「はやぶさ」の初

期分析でめざすもの（阪大院理・顫山明）」と「Chemistry

of superheavy elements―Experimental achievements

and perspectives（原子力機構，ドイツ重イオン研究所・

Matthias Schädel）」の２件であった。前者は，いま大き

な話題となっている「はやぶさ」に関する貴重なお話であ

り，後者はまさに超重元素化学研究のハイライトであっ

た。双方とも多くの聴衆に非常に大きな興味を持って聴

かれていた。さらに，日本放射化学会の学会賞の受賞講

演として「放射線ならびにアイソトープを駆使した植物

生理学の研究（東大院農・中西友子）」（学会賞），「炭化系

セラミックス材料における高エネルギーイオンのホット

アトム化学的過程に関する研究（静岡大理放射研・大矢

恭久）」（奨励賞），「テクネチウム錯体の合成と性質に関

する研究（阪大院理・吉村崇）」（奨励賞）の３件の講演が

あった。一般講演として，54件の口頭発表，57件のポス

ター発表があり，それに加えて，公募セッションK１で

13件，K２で10件の口頭発表がなされた。プログラムで

は時間的にタイトな箇所もあったが，討論会全体を通し

てほぼ予定通り進めることができた。

最後になったが，今回の討論会では多くの企業から協

賛をいただき，上記で述べた新しい試みを実現すること

ができた。ここにあらためて深く感謝の意を表したい。

（大阪大学・篠原 厚，笠松良崇，

2010年 10月20日 記）

2010日本放射化学会年会・第54回放射化学討論会報告
The Annual Meeting of the Japan Society of Nuclear and Radiochemical

Sciences 2010�The 54th Symp. on Radiochemistry

2010年 9月27～29日（吹田市，大阪）
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「原子力分野におけるスーパーコンピューティングと

モンテカルロ・シミュレーション」合同国際会議（SNA

＋MC 2010）が，日本原子力研究開発機構主催，OECD�

NEA，日本原子力学会および同計算科学技術部会共催

で開催された。SNAは第１回が1990年に水戸で開催さ

れて今回が第７回目，MCは第１回が2000年にリスボン

で開催されて今回が第３回目となる。27ヵ国から377名

（うち，学生49名），海外からは156名（うち，学生22名）

が参加し，８件の招待講演，259件の口述発表および75

件のポスター発表を行い，最先端の原子力分野のシミュ

レーションや粒子輸送モンテカルロ・シミュレーション

の理論と応用に関する研究について活発な議論が行われ

た。主な海外からの参加者は，米国46名，フランス25名，

ドイツ14名，スイス12名，等であったが，アジアからも

中国，韓国各８名，台湾，サウジアラビア各３名，マレー

シア１名，アフリカからも，アルジェリア，南アフリカ

各１名の参加があった。これらを通して，欧米はもちろ

んのこと，アジア，アフリカ地域まで計算科学の重要性

が高まっていることがうかがえた。

SNAとMCの合同開催は今回が初めてであったが，

幅広い分野の研究者が一堂に会し，共通の課題について

議論できることなどが評価され，次回も SNA+MC 2013

として，フランスCEA主催で，2013年にパリで合同開

催となる予定である。以下，本会議の概要を報告する。

プレナリーセッション（招待講演）
オープニングセッションでは，近藤原子力委員長によ

る「日本における原子力研究開発の戦略」と題する基調講

演があり，原子力の研究開発の推進のためにシミュレー

ションが必要不可欠であるとの指摘があった。

18日（月）には，日・米・欧のスーパーコンピュータ開

発の動向について，横川氏（理研），J. Gonnord 氏（フラ

ンスCEA），E. L. Goh 氏（米国 SGI 社），19日（火）には，

原子力分野における先進的スーパーコンピューティング

について，越塚教授（東大），V. Bulatov 氏（米国 LLNL），

W. Tang 教授（米国 Princeton Univ．），20日（水）には，

モンテカルロ計算手法の進展について，F. B. Brown 氏

（米国 LANL），X. G. Xu 氏（米国 RPI）による招待講演が

行われた。クロージングセッションでは，竹田敏一本会

議Technical Program Committee 議長（福井大）より会

議が総括された。

テクニカルセッション
53のオーラルセッションと３つのポスターセッション

が，最大で７セッションが同時進行で開催された。

SNAでは，炉物理，熱流動計算，核燃料，原子炉構

造材料等についての最新の研究成果が発表され，有意義

な情報交換・議論が行われた。近年の超並列計算機の発

達を反映し，従来より大規模な計算化が進み，時間軸や

空間の高精細化が可能となり，実現象を詳細に再現する

計算結果が数多く紹介されたほか，原子力という複雑・

複合系を取り扱うことから，マルチスケール・マルチ

フィジックスシミュレーション手法の開発が一つの大き

な潮流となっていた。

MCについては，モンテカルロ計算手法，コード開発，

アプリケーションにおける最新の研究成果が発表され

た。計算手法では，固有値計算の収束，バイアス，統計

誤差評価，アンダーサンプリングの問題に焦点が当てら

れていた。また，遮へい分野で重要な分散低減法では，

決定論�モンテカルロハイブリッド手法が有望視されて

いる。コード開発では，物理モデルの改良，検証が精力

的に続けられ，計算精度が向上している。アプリケーショ

ンでは，原子炉・遮へい解析のモデル化技術の進歩や中

性子輸送と材料損傷を結合した解析など応用分野の拡が

りが目立った。特に医療分野での進化は著しく，ナノ・

ドジメトリーとそれに関連した研究は新たな研究分野を

開拓していくことが期待される。

なお，会議で発表された論文は，USBメモリーに収

納して会議プロシーディングスとし参加者に配布すると

ともに，厳格なピアーレビューを経て，セレクティッド

ペーパー集として Progress in Nuclear Science and

Technology 第２巻として日本原子力学会より公刊され

る。

スチューデントアワード
若手研究者育成の観点から，学生を対象に最優秀論文

（スチューデントアワード）４件を表彰した。44件の応募

があり，論文審査にて10件の候補者に絞り，会議におけ

る発表内容を加味した審査によって４件を決定した。受

賞者の内訳は，日本２名，オランダ，韓国各１名であっ

た。

（日本原子力研究開発機構 森 貴正，中島憲宏，

2010年 11月18日 記）

原子力分野におけるスーパーコンピューティングと
モンテカルロ・シミュレーション

Joint Int. Conf. on Supercomputing in Nuclear Applications＋Monte
Carlo 2010（SNA＋MC 2010）

2010年10月17～21日（学術総合センター，東京）
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「原子力学会誌」10月号に対して寄せられたWebアンケートの結果をご紹介します。今回は46名の方から，回答が

ありました。

1．高く評価された記事

Webアンケートでは，各記事の内容及び書き方につ

いて，それぞれ５段階で評価していただいています。10

月号で高く評価された記事について，「内容」，「書き方」

に分けてそれぞれ上位４件をご紹介致します。

教育，世界の動向などが上位にきています。

2．自由記入欄の代表的なコメント，要望等

� 巻頭インタビュー「川端達夫文科相に聞く」に関し

て，川端大臣の略歴や考え方などが平易に述べられ

ていて興味深かった。

� 連載講座�「ICRP新勧告－新しい放射線防護の

考え方と基準�現存被ばく状況」に関して，ICRP

の勧告を噛み砕いた内容で表現し，国内法への導入

について考えさせられた。

3．編集委員会からの回答

� 時論で掲載した小学校における原子力・放射線教

育については，読者から高い関心がありました。今

後も，読者の方々の関心の高い記事の企画に努めて

いきたいと思います。

学会誌ではこれからも，会員の皆様により質の高い情

報を送りたいと考えております。記事に対する評価はも

とより，さまざまな提案もぜひ，Webアンケートでお

寄せ下さるようお願いいたします。

第 1表 「内容」の評価点の高かった記事（上位４件）

順位
記事の

種類
タイトル

評点

（内容）

１ 時論�
小学校において原子力・放射線

教育は可能か
4．28

２
巻頭イン

タビュー

「もんじゅ」から「はやぶさ」まで

を語りつくす！

川端達夫文科相に聞く

4．11

３
ジャーナリ

ストの視点
溝はなぜ埋まらない 4．06

４ 解説�

世界の高速炉サイクル技術開発

の動向�

―革新的なナトリウム冷却高速

炉サイクル技術と開発課題

3．94

第 2表 「書き方」の評価点の高かった記事（上位４件）

順位
記事の

種類
タイトル

評点

（書き方）

１
ATOMOΣ
Special

世界の原子力事情� アジア編

ベトナムの原子力事情
3．87

２
巻頭イン

タビュー

「もんじゅ」から「はやぶさ」まで

を語りつくす！

川端達夫文科相に聞く

3．83

３ 解説�

地球温暖化対策の方向性と原子

力発電の役割―持続的な温暖化

対策と取り組みに向けて

3．79

４ NEWS NEWS 10月号 3．71

原子力・放射線教育に高い関心
海外の動向に関する記事も好評 （ 10月号のWebアンケート結果）
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「原子力学会誌」11月号に対して寄せられたWebアンケートの結果をご紹介します。今回は61名の方から，回答が

ありました。

1．高く評価された記事

Webアンケートでは，各記事の内容及び書き方につ

いて，それぞれ５段階で評価していただいています。11

月号で高く評価された記事について，「内容」，「書き方」

に分けてそれぞれ上位４件をご紹介致します。

国際的な外交，紀行などが上位にきています。

2．自由記入欄の代表的なコメント，要望等

� みんなでわかろうシリーズ「時空の創生：超弦理

論から原子核へ�」は非常に興味深い内容であり，

原子力分野を広い視野で見ることができる。このよ

うな解説記事を今後も増やしてほしい。

� 談話室「豊かさと科学技術，そして原発」は，現代

社会にあっての科学技術について再考する良い機会

となった。

3．編集委員会からの回答

� 原子力外交や科学技術に対する戦略に対して読者

の関心が高いようです。

� 「日展」へ出品された作品からなる表紙の新シリー

ズが今月も好評でした。

学会誌ではこれからも，会員の皆様により質の高い情

報を送りたいと考えております。記事に対する評価はも

とより，さまざまな提案もぜひ，Webアンケートでお

寄せ下さるようお願いいたします。

第 1表 「内容」の評価点の高かった記事（上位４件）

順位
記事の

種類
タイトル

評点

（内容）

１
原子力

外交

原子力外交シリーズ�

日本原子力外交の課題
4．17

２ 時論�
日本の自治体，求められる

科学・技術の戦略機能
4．10

３ 解説�

みんなでわかろうシリーズ

時空の創生：超弦理論から原子

核へ�超弦理論と素粒子

4．06

４
連載講座

�

ICPR 新勧告―新しい放射線

防護の考え方と基準�

最終回 環境の放射線防護

4．00

第 2表 「書き方」の評価点の高かった記事（上位４件）

順位
記事の

種類
タイトル

評点

（書き方）

１
Relay

Essay

ドナウ川の畔から�

そんな楽園―愛犬と暮らす人々
3．89

２ 表紙 化学天秤のある理科室 3．88

３
談話室

�

ニュージーランドの暮らしと語

学ブラッシュアップ

（その２）

3．74

４ 時論�
日本の自治体，求められる

科学・技術の戦略機能
3．70

原子力外交や科学技術の戦略に高い関心
表紙の新シリーズは好評 （ 11月号のWebアンケート結果）
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未来を見据えた 2つの提案

NHK 報道局 山崎 淑行

海辺に張り付くように伸びた半島の道路をいくつか

の集落をやり過ごして小一時間走った頃だろうか，岩

場を迂回したカーブの先に突然現れた巨大な施設。「原

発」との初の対面である。監視カメラを備えたフェン

ス，奥にそびえる威風なドーム，稜線に伸びる太い送

電線。ある種の畏怖と好奇心を刺激するに十分な存在

感は今も忘れない。初任地の福井県で原子力担当を拝

命して以来14年あまり。経済産業省の記者クラブでも

現場記者としては最も長い在籍になっているのではな

かろうか。今回，伝統ある学会誌への寄稿のお話を頂

いた。せっかくの機会，過去の経験から私が個人的に

思う「将来を見据えた提案」なるものを大胆に書くこと

をお許し頂きたい。

提案１＝「安全・安心」を商品化しよう

この10年あまりで何よりも変わったことは，世間の

原子力に対する風向きだろう。もはや「冬の時代」とい

う言葉を聞かなくなって久しい。地球温暖化対策とエ

ネルギーの安定確保。世界的に進む原発導入計画の中

で，日本勢の契約や納入の話題は紙面を賑わし，「国

際原子力開発」の設置で官民連携の形も整おうとして

いる。こうした威勢に日本人として気を良くする一

方，記者としては一抹の不安を感じる。過熱する商売

合戦で「安全安心」が横に置かれはしなかろうか，とい

うことである。

日本は，長年「安全安心」に世論や地元から厳しい要

求があった。品質管理から発電所の運営ノウハウ，情

報公開から，技術者の育成など広範な分野で「安全安

心」が求められた。私はそれらの経験がまさにソフト

の商品だと思うのである。そして，原発導入する世界

各国はこのソフトを必ず欲するのである。もちろん，

ベトナムとの提携にも人材教育や運営支援といった

「安全安心」に関わる要件が入っていることは知ってい

る。私はこの色合いをもっと強めてパッケージ化を求

めたい。そのメリットは何か。ひとつは国際世論対策

である。世界各地に日本製の原発が増えると，当然，

トラブルの総数も増えるだろう。ある未来ニュース，

「A国の○○原発，放射能漏れで市民被ばく。プラン

トは日本製」。責任の所在はどうであれ，報道では，

どこの国のメーカーかが扱われるであろう。その際，

もしも日本が，である。プラントだけでなく「安全」の

輸出にも尽力していた国というイメージが確立されて

いるなら，地元や国際世論の風当たりは幾分なりとも

緩和するであろう。これは事後処理にも有効である。

また，被ばく国としての責務もある。原子力のリス

クを体感する日本だからこそ，「安全」をもう一つの商

品とすることが支持されるのではなかろうか。既に「原

子力人材育成ネットワーク」や「国際原子力発電技術移

転機構」もある。日本原子力研究開発機構も海外技術

者に研修を行っている。これまではタダだったノウハ

ウや人を「商品化」して有価とすることで，プラントの

セールストークの素材にもなるのである。

提案２＝放射性廃棄物の消滅処理研究強化を！

「自然エネルギーは容量も小さく不安定で主流には

なれない」業界の方々とお話しする際に多く寄せられ

る意見。ちょっと50年前を振り返ってほしい。1960年

頃，風力もソーラーも日常生活にあっただろうか。今

や東京湾に巨大風力が回り，川崎の海浜にはメガソー

ラーが日を受け，電気自動車や家庭向けバッテリーが

販売される。発電と周辺技術の進歩は速い。50年後は

？ 私は，社会の受容に従って自然エネルギーも含め

た各エネルギーの共存となっていると考える。そし

て，原子力がよりよいポジションを占めるには内包す

るリスクの解決を今から準備することが重要だと感じ

ている。特に放射性廃棄物は原子力が市民から避けら

れる大きな理由，この解決なくして社会受容性は向上

しない。だからこそ，消滅処理（核変換）の研究にもっ

と予算と人員を投入することを提言したい。世界的に

プラントが増えれば，各国も必ず廃棄物の問題に直面

する。「日本には，廃棄物を解決する技術がある」とな

れば大きな売り。何よりも原子力のイメージを一新す

るのである。長計の見直しの時期。ぜひ，ご検討を。

（2011年 １月19日 記）

山崎淑行（やまさき・よしゆき）

NHK報道局 科学文化部 記者

関西学院大学経済学部卒，神戸大学

国際協力研究科修士終了。福井局赴

任後，2002年から現職。

エネルギー全般，温暖化対策などを

担当。
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